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はじめに 

建築物のホールライフカーボン（WLC）では、ライフサイクルの観点から建物の生涯にわた
る CO2管理が、またスコープ 1、2、3 の視点からバリューチェーンの全領域における CO2管理
が検討対象となる。WLCA（WLC アセスメント）に基づく脱炭素の検討は、建物の新築、運用、
改修、解体等のすべての側面に強い影響を及ぼす。 5 
建築分野の脱炭素においては、WLC、エンボディドカーボン、アップフロントカーボン、オ

ペレーショナルカーボン、についての検討が必要である。従来、ゼロカーボンビルの議論の対
象は一般にオペレーショナルカーボンであったが、近年それが WLC に拡大してきた。 
世界全体の CO2 排出量の 38~39％は建築由来のものである。建築分野の責任は重い。建物か

らの CO2 排出量を生涯の累積値で評価すれば、一般にオペレーショナルカーボンが 70％、エン10 
ボディドカーボンが 30％である。省エネの取組が実施されている建物では、両者はそれぞれ
50％程度になる。新築後の 10 年間に限定して評価すればその内訳は逆転し、エンボディドカー
ボンが 70％程度、オペレーショナルカーボンが 30％程度となる。 
政府のカーボンニュートラル宣言の下で、2030年に CO2排出の 46％削減が掲げられる今日、

CO2 排出における時間の視点を忘れてはならない。直近の脱炭素対策としてのアップフロント15 
カーボン削減の有効性は高い。2060 年までに世界の不動産のストックは 2 倍になると言われて
おり、アップフロントカーボン対策の緊急性が指摘される。日本で開催されたG7/気候・エネル
ギー環境大臣会合（2023.4）において、ライフサイクルを考慮した建物設計や改修・解体時に
おけるサーキュラーエコノミーの推進が指摘されており、この問題に対する国際的関心は高い。 
現状において、WLC の算定ツール整備や制度化の動きは欧米に遅れを取っている。行政にお20 

ける CO2 削減の従来の動きは、新築建築を対象にした省エネ、すなわちオペレーショナルカー
ボン削減の取組が主であった。一方で、民間企業においてはスコープ３に係る CO2 排出量の算
定が浸透しつつあり、プライム市場における CO2排出量に関する情報開示も進展してきた。 
このような状況を踏まえて、日本でもＷＬＣ推進の運動や取組が、ゼロカーボンビル推進会

議 以外にも、不動産協会によるツールの開発（2022）、東京都による条例化の動き（2022）、日25 
本建築学会/LCA 委員会における継続的検討（1999）など各所でスタートしている。 
ゼロカーボンビル推進会議は、2022年12月に国交省の支援に基づいて、WLC算定ツール（J-

CAT）の開発を目的に一般財団法人 IBECs に設置された。推進会議では、親委員会のもとに
「ホールライフカーボン基本問題検討ワーキンググループ（WG）」並びに「ツール開発」、「デ
ータベース検討」及び「海外情報」の 3 つのサブワーキンググループ（SWG）を設け、2024 年30 
3月までの 1年 3か月にわたって精力的に検討を重ね、建築物ホールライフカーボン（WLC）算
定ツール（J-CAT※）の開発などを行ってきた。本報告書は、2023 年度の検討結果をまとめたも
のである。 
 ※建築物 WLC 算定ツール（J-CAT）：「建築物ホールライフカーボン算定ツール（J-CAT／Japan 
Carbon Assessment Tool for Building Lifecycle）」は、推進会議のもとで開発された、建築物のライフ35 
サイクル全体を通じた CO2をはじめとする GHG（温室効果ガス）排出量の算定ツール（算定ソフト
及びマニュアル）
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0. 2023 年度ゼロカーボンビル推進会議の活動方針 

0.1. ゼロカーボンビル(LCCO2ネットゼロ)推進会議  設置の背景 

2050 年カーボンニュートラルの実現は今や世界的な目標である。我が国の建築物分野におい
ては、建築物省エネ法の改正等により、ＺＥＨ／ＺＥＢの普及・推進が進められている。 
一方、欧米を中心に、省エネ・創エネだけでなく、新築・改修・廃棄時に発生するカーボン5 

（いわゆる「エンボディドカーボン」）の削減に向けた議論が展開されている。  
特に、エンボディドカーボンのうちアップフロントカーボン（新築時に発生するカーボン）

の削減に向けて、その削減量を建築規制にしようとする海外の先進的な取組が見られるほか、
我が国の不動産業界においても、気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）の提言を踏ま
えた情報開示のため、アップフロントカーボンの評価手法を確立しようとする動きが加速して10 
いる。 
産官学の連携により、BIM の活用などＤＸへの貢献も視野に入れつつ、国際社会・次世代に

通用する質の高い建築ストックの確保に向け、早急にエンボディドカーボンについての評価手
法を整備するとともに、使用時の省エネ・創エネも併せて総合的に LCCO2 を実質ゼロ、もしく
はそれ以下にする建築物、いわゆる「ゼロカーボンビル」を普及・推進することを目的として、15 
「ゼロカーボンビル（LCCO2ネットゼロ）推進会議」を設置する。 
 
0.2. 2023 年度 ゼロカーボンビル推進会議の活動方針 

１ 活動目標と進め方 
1.1 建物に係る WLC（エンボディドカーボン＋オペレーショナルカーボン）削減の視点か20 

ら、エンボディドカーボンの算定方法を確立し、脱炭素の方策を探る 
1.2 エンボディドカーボン削減とオペレーショナルカーボン削減のトレードオフに留意し、

時間軸の視点も入れて、最も効率的な脱炭素の仕組みを探る 
1.3 WLC を評価/算定するツール（以下「算定ツール」）の開発やその円滑な運用に際して

は、スコープ３の視点を踏まえ、サプライチェーンに係る幅広い産業分野の参加を求25 
める。WLC問題解決に向けて、各省庁・自治体/産業界/学会と幅広く連携して、意見
交換や交流の場の構築に努める（注：親委員会がこれに当たる） 

1.4 政府のカーボンニュートラル宣言、G７コミュニケ、花粉症対策に係るLCCO2政策等
に留意して WLC に係る活動を推進する 

1.5 WLC に関する国際的環境に留意し、算定ツールの開発、建材等に係る CO2 の原単位30 
データ（以降「原単位データ」）の整備を含め、国際的に評価される WLC に係る活動
を推進する 

1.6 算定ツールと原単位データ等で構成されるエンボディドカーボンの算定システムの体
系は大規模で複雑なものであるから、最初から完成度の高いものを求めるのではなく、
内外の既存の資産を活用しながら順を追って算定の精度を高めていく 35 
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２ 算定ツールの整備 
2.1 エンボディドカーボン算定のためのツールを可及的速やかに整備する 

１） 最初から完成度の高い算定ツールの提供、運用は求めない 
  ２） 早めに運用に供し、ユーザーの意見や原単位データの整備状況を踏まえ、運用

しながら順次完成度を高めていく 5 
2.2 WLC 評価に際して必要とされる基本的条件（建物の耐用年数の設定など）については、

早い段階で明確に示す 
（注：WLC 基本問題検討 WG がこれに当たる） 

2.3 多様な使い方を想定した算定ツールをデザインする 
１） 詳細版から簡易版まで、多様な利用目的に対応可能な算定ツールを提供する 10 
  ① 新築/既存、大規模/小規模、多様な用途等に対応可能とする 
  ② CASBEE の LCCO2、LCCM 評価ツールへの反映を考慮する 
２） 多様な使い方に関連して、産業界の意見を幅広く汲み取るための交流の場を設

ける 
（注：ツール開発 SWG がこれに当たる） 15 

2.4 当委員会で作成するツールの他に、海外ツールや国内のツールで、2.2 に示す基本的条
件に合致するものは積極的に活用し、利用者の便宜の向上を図る 

2.5 エンボディドカーボン算定の精度は、算定に組み入れる建材の増加と共に向上するの
で、利用できるＥＰＤデータの充実が最優先課題となる。必要とされる算定精度と求
められる作業内容のバランスに留意し、作業の効率化を図る。さらに、 20 
算定作業のを効率化に貢献するＢＩＭの導入を支援する 
 

３ 原単位データの整備 
  3.1 現状分析 

１） エンボディドカーボン算定に必要とされる原単位データの整備状況、利用状況25 
に関する世界の趨勢の把握 

２） 日本における WLC に関連する既存データの整備状況の調査 
    ① IDEA タイプ、エコリーフタイプなど 
3.2 当委員会で目指す原単位データ整備の方向の明確化 
  １） 積み上げ方式：EPD タイプ等   30 

２） 産業関連表ベースの原単位を利用する簡易法の可能性の検討 等 
3.3 利用可能な既存の EPD 等のデータの収集、整理 

    １） 既存のあらゆる資源を活用する 
3.4 経産省/環境省/林野庁等と連携して、原単位データ整備に向けて多方面の産業分野が

参加するデータ整備のための交流の場を構築し、データ充実を図る 35 
    （注：データベース検討 SWG がこれに当たる） 
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４ 国際動向の把握 

4.1 海外における WLC 問題の制度化の現状を調査し、和製算定ツールが備えるべき国際
性の水準について明らかにする 

4.2 WLC との関連において、脱炭素に向けた幅広い情報開示に関して、金融分野を含む幅5 
広い分野の国際動向を把握する 

     （注：海外情報 SWG がこれに当たる） 
    
５ 関連技術の整備 

5.1 BIM との連携・活用 10 
5.2 カーボンオフセットの必要性／あり方についての調査  
5.3 その他、WLC 制度の運用を想定して、整備すべき関連技術について検討  
5.4 既存建築対策を含め、サーキュラーエコノミーの視点の導入の検討 

 
６ 算定ツールの運用や制度化（法制化を含む）に関する将来についての展望 15 

6.1 政府、国交省/経産省/環境省/林野庁等の各省庁、自治体等における既存の脱炭素政策
等との連携、マッチングに留意し、新たにスタートする WLC 制度の円滑な運用を図
る 

6.2 国交省における WLC 制度の整備状況に留意し、必要に応じて算定ツールの改訂を図
るとともに BIM 等の新しい技術の導入に対応する 20 

6.3 ＷＬＣに係るビジネスが円滑に運用されるための枠組み整備に向けて、支援、協力す
る 

6.4 学会、産業界と連携してＷＬＣに係る人材育成に努める 
 

７ 広報活動 25 
7.1 建築分野の脱炭素における、WLC の重要性の発信 

    １） ＳＤＧｓ、ＥＳＧとＷＬＣ問題の親和性にも留意して 
7.2 建築に係る資材の供給サイドに対する、ＥＰＤ等のデータ整備の緊急性の訴え 
7.3 EPD データ等の利用サイドからの要望の取りまとめと、利用サイドの要望を供給サイ

ドに発信 30 
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0.3. 2023 年度 ゼロカーボンビル推進会議体制 

 
図 0.1 2023 年度 ゼロカーボンビル推進会議体制 

0.4. 2023 年度 活動スケジュール 

表 0.1 2023 年度 活動スケジュール 5 

 

2023年度 ゼロカーボンビル推進会議体制

【委員長】村上 周三、【委員長代理】伊香賀 俊治
ホールライフカーボン削減の推進に向けた方針決定

「建設時GHG排出量算定マニュアル」検討会
＜A1-5（アップフロント）＞【事務局：不動産協会】

ホールライフカーボン基本問題検討ＷＧ
【事務局： JSBC】

ゼロカーボン(LCCO2ネットゼロ)ビル推進会議（親委員会）
【事務局：IBECs】

連携

ツール開発 SWG ①
【事務局：JSBC】

データベース検討 SWG ②
【事務局：JSBC】

海外情報 SWG ③
【事務局：JSBC】

【主査】伊香賀 俊治

【主査】伊香賀 俊治

【主査】清家 剛

【主査】堀江 隆一

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

2023年度

24/324/224/123/1223/1123/1023/923/823/723/623/523/4

★★★
ゼロカーボン
ビル推進会議

●●●●●

ホールライフ
カーボン基本
問題検討WG

●●●●
ツール開発SWG ①

● ●●●

データベース
検討SWG ②

●●●
海外情報SWG ③

不動産協会
「建設時GHG
算定マニュアル
検討会」

6/16
活動方針、WG発足

第1回8/8
1. 活動

方針
決定

第4回1/17
1. ケーススタ

ディ結果
2. 基本的条件

検討

10/25
方針協議①

算定ツール開発・原単位
データ整備の方向性

算定ツール・原単位データの方向性検討 各SWG活動報告、ケーススタディ+ツール改良

ケーススタディ実施、ツール改良

1. EPD活用の計算方法検討
2. 用途展開：大規模集合住宅

ツール開発

マニュアル改定検討

SBTi 、IEA/EBC/Annex89、建築行政等からの最新情報共有

1
2
3
4
5
6
7
8
9

10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26 ★：ゼロカーボンビル推進会議実施 ●：WG、SWG実施

※ツール＝マニュアル＋ソフト

▲23/6
ﾏﾆｭｱﾙ協会会員向け公開済

第3回11/28
1.  データベース

普及のための
課題整理と対応案

2. 海外動向調査

第2回10/10
1. 算定ツール

開発方針案
2. 算定ツール

基本的条件
骨子案

第5回2/1
1. EPD取得推

進・整備方針
2. 国際動向と国

際性の水準

国内外動向調査、EPD等建材・設備の原単位データ整備の課題整理

2/29
方針協議②

2023年度成果

事前9/5 第1回9/20 第2回10/5 第3回12/21 第4回1/25
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0.5. WG、各 SWG の役割と 2023 年度の成果概要 

表 0.2 WG、各 SWG の役割と 2023 年度の成果概要 

 

0.6. ライフサイクルカーボンの枠組み 

ライフサイクルカーボンの枠組みに関する日本語の用語を整理、統一を図った。 5 

 
図 0.2 ライフサイクルカーボンの枠組み 

WG、各SWGの役割と2023年度の成果概要
1
2
3
4
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2023年度の成果概要役割WG、SWG

算定ツール、データベースが目指す当面
と将来の展望/満たすべき基本的条件/備
えるべき国際性の水準を提言
評価範囲・算定開示・制度の当面と将来
の展望案を整理

ホールライフカーボン算定に係わ
る基本的条件の整理
中期、長期展望の整理
耐用年数、既存建築等の基本ルー
ル整理

ホールライフ
カーボン
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多様な使い方を想定した算定ツール開発
産業界の意見を幅広く汲み取るための
ケーススタディ実施
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ホールライフカーボン算定ツール
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認証体制構築のための基本方針提言
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WBCSD, Net-zero buildings: Where do we stand?
Figure 7:Whole life cycle stages, EN15978 (2011)日本語訳（素案）

ライフサイクルカーボンの枠組みに関する日本語の用語を整理、統一を図った。
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1. 国内外動向 

1.1. 国際的圧力の高まり 

1.1.1. G7 大臣会合における成果文書 
2023 年 4 月に開催された G7 札幌 気候・エネルギー・環境大臣会合において、気候変動及

びエネルギー‐建築部門の脱炭素化‐建築物について議論がなされ、主に下記２点が成果文書5 
として公表された。 
・ 建物のライフサイクル全体の排出量を削減する目標を推進することを推奨 
・ ライフサイクルを考慮した建物設計や建物の改修・建設における循環性の考慮 

 
図 1.1  G7 札幌 気候・エネルギー・環境大臣会合 10 

1.1.2. 国際機関、産業界等における脱炭素への対応 
脱炭素に向けた国際的枠組み相関図（2022年度推進会議成果）のうち ISSBの表現について、

TCFD が担った気候関連開示の監督を、国際会計基準を定める IFRS 財団に引き継いだことから
IFRS という表現も使われるようになったため、IFRS/ISSB という表現に修正・更新を行った。

（図 1.2 脱炭素に向けた国際的枠組みの複雑な構成図 1.2 参照） 15 

枠組み図中の国際的規制、活動目標についてまとめたものを下図に示す。（図 1.3 参照） 
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図 1.2 脱炭素に向けた国際的枠組みの複雑な構成 

 

図 1.3 ライフサイクルカーボンに係る国際的規制、活動目標 
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1.1.3. IFRS S2 （国際サステナビリティ基準審議会/気候変動開示） 
 TCFD から気候関連情報開示の責任を引き継ぐ ISSB がサステナビリティ開示基準の最終版を
2023年 6月に公開した。スコープ 1、2に加えてスコープ 3の開示を求めていることから、今後
日本の建設・不動産関連企業のエンボディド算定・報告が必須となると予測される。 5 

 
図 1.4 IFRS S2（国際サステナビリティ基準審議会/気候変動開示） 

 
1.2. 国内における政府の動向 

1.2.1. 花粉症対策と建築物に係るライフサイクルカーボン 10 
令和 5年 5月に開催された花粉症に関する関係閣僚会議決定において、花粉症対策の全体像と

花粉症対策の 3 本柱が示された。3 本柱のうち「1．発生源対策」の一つに、林野庁・国土国交
省の取組として「スギ材需要の拡大」が掲げられ、具体的には住宅分野での国産材の活用や、
建築物に係るライフサイクルカーボンの評価方法の構築（3 年を目途）が含まれている。 
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図 1.5 花粉症対策の全体像と対策 
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2. 当面と将来の展望 

2.1. 算定ツール開発の当面と将来の展望（案） 

算定ツール開発について、2026 年を目途（前述の関係閣僚会議決定）とした当面の展望、将
来の展望を議論。当面は国際動向を背景にスピード感をもって、国際標準に合致した、実行可
能な実用的精度のツールデザインを目指す。運用しながら順次完成度を高めていく。 5 

 
図 2.1 算定ツール開発の当面と将来の展望（案） 

当面の方向性：国際標準に合致した、実行可能な実用的精度のツールデザイン
2023年度 ～ 当面 ～ 将来ツール開

発の視点
アップフロントカーボン算定

⇒ ホールライフカーボン算定 ⇒ カーボンオフセットを含めた算定算定範囲

新築 ⇒ 新築＋既存・改修
算定時期

設計段階 ＋ 施工～竣工段階
非住宅＋集合住宅（低層共同住宅・戸建住宅除外）

⇒ 戸建住宅、低層共同住宅も含めた全用途対象用途

大規模 ⇒ 大規模＋中小規模対象規模
⇒ BIMデータの取込（躯体数量等） ⇒   BIMと連携した算定BIM

ツール開発
⇒ CASBEEへの組込 ⇒ アップフロントカーボンの算定

公表制度化等
制度化

算定ツール開発について、2026年を目途（前述の関係閣僚会議決定）とした当面の展望、
将来の展望を議論。当面は国際動向を背景にスピード感をもって、国際標準に合致した、
実行可能な実用的精度のツールデザインを目指す。運用しながら順次完成度を高めていく。

算定ツール開発の当面と将来の展望（案）
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2.2. CO2原単位データ整備の当面と将来の展望（案） 

将来的な方向性を積み上げベースとして見据えながら、当面の対応としては現実的かつ効率的
な対応が必要となる。当面は普及期として現存するあらゆる資源を活用し、成熟期にむけて建
材・設備の EPD 普及促進と認証体制構築に向けた EPD の類型、PCR 整備方針を検討し、運用
しながら順次精度を高めていく。 5 

 

図 2.2 CO2原単位データ整備の当面と将来の展望（案） 

2.3. 評価範囲の当面と将来の展望（案） 

 評価の目的に応じて、算定対象・算定範囲を選択する。先行すべき算定開示の算定開示・制
度の評価範囲について議論した。 10 

 

図 2.3 評価範囲の当面と将来の展望（案） 

普及期 成熟期
2023年度 ～ 当面 ～ 将来データベースの視点

日本建築学会のLCAデータベース活用
⇒ 産業連関表ベース＋EPD等併用

EPD等データ整備の開始
目指すべき方向性

既存の制度の拡張 ⇒ 認証体制の拡充認証体制

構造化PCR※

※2024年度以降に策定のための会議体立ち上げを検討
算定ルールの

整備方針

生産国別 もしくは 生産地域別 の 《汎用データセット》(EPD以外)
整備すべき

データベースの類型
〈業界標準の代表値データセット〉

業界団体 公表のLCIデータ・文献値に基づくデータ
〈安全側割増の暫定値ﾃﾞｰﾀｾｯﾄ〉

工業会・団体別の暫定値データセット

EPD《業界EPD・個社EPD》

取得促進のため優先順位はつけない
躯体と外装材 ～ 内装、設備等

少 ⇒ 多
整備における

優先順位

将来的な方向性を積み上げベースとして見据えながら、当面の対応としては現実
的かつ効率的な対応が必要となる。当面は普及期として現存するあらゆる資源を
活用し、成熟期にむけて建材・設備のEPD普及促進と認証体制構築に向けた
EPDの類型、PCR整備方針を検討し、運用しながら順次精度を高めていく。

原単位データ整備の当面と将来の展望（案）

※構造化PCR：ISO21930などを用いて、体系的・網羅的な製品分野ごとのPCR区分を行う考え方
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評価の目的に応じて、算定対象・算定範囲を選択する。先行すべき算定開示の算
定開示・制度の評価範囲について議論。

評価方法の当面と将来の展望（案）
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2.4. 算定開示・制度の当面と将来の展望（案） 

日本における算定開示・制度の当面と将来の展望について議論した。 

 

図 2.4 算定開示・制度の当面と将来の展望（案） 

 5 
図 2.5 LCA 政策の当面と将来の展望（参考） 

  

算定開示・制度の当面と将来の展望（案）
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関連性の深いと考えられるLCA政策ドライバー調査国

London Plan（法定の地域開発戦略）、エンジニアリング会社
等がベンチマークの提供など低炭素政策をけん引している。

英国ロンドン

産業界から政府へのアプローチによりデータベースの整備が
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ドイツ

低環境負荷材の採用を求める建材メーカーの働きかけがLCA
政策を進めるきっかけとなった。その後USGBC、CLF等の長
年のエンボディドカーボンに対する取り組みがLCAに対する
理解の裾野を広げ、今後も建築業界のLCA関連団体による牽
引が予想される。

米国
取組みが先進的な州

⾃然災害等の気候変動による農産業への影響がLCA政策への
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カリフォルニア州

LCA政策の当面と将来の展望（参考）
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3. 基本的条件 

3.1. 和製算定ツールが満たすべき基本的条件 

ホールライフカーボンを算定する上で、ツールが最低限守るべき、重要な基本的条件につい
て検討した。 

表 3.1 和製算定ツールが満たすべき基本的条件 5 

 

3.2. 和製原単位データベースが満たすべき基本的条件 

ホールライフカーボンを算定する上で、原単位データベースが最低限守るべき、重要な基本
的条件について議論。データベース検討 SWG で基本的条件を満たすデータベース構築方法を議
論した。 10 

表 3.2 和製原単位データベースが満たすべき基本的条件 

  

基本的条件（案）分類

国際規格（ISO14040, 14044）に準拠した分析による算定が可能1. 国際整合

GHGプロトコルと整合したサプライチェーン排出量の算定が可能2. サプライチェーン

新築に加えて既存・改修建物の算定が可能
原則、改修は改修工事以降を算定対象とする3. 新築･既存･改修

設計初期段階の概算、竣工段階の精算の両方が可能4. 算定時期

原則、CASBEEと整合した固定設定
長寿命評価の場合には可変設定が可能5. 評価期間

CASBEE建築における用途区分以上での算定が可能6. 対象用途

ISO21930における表記区分に準拠、kg/年㎡の結果表示が可能7. 表示方法

個別建物のライフサイクルカーボン削減、企業のスコープ3削減への
活用が可能8. 活用方法

ホールライフカーボンを算定する上で、ツールが最低限守るべき、重要な基本的
条件について検討。
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ホールライフカーボンを算定する上で、原単位データベースが最低限守るべき、
重要な基本的条件について議論。データベース検討SWGで基本的条件を満たす
データベース構築方法を議論。
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4. 備えるべき国際性の水準 

4.1. 海外各国での政策実施状況 

海外情報 SWG にて海外各国での政策実施について最新の状況を調査し、今後国内における
WLC に係る政策が満たすべき国際性の水準を整理した。 

 5 

図 4.1 海外各国での政策実施状況まとめ 

 
4.2. 算定ツールが備えるべき水準の提言 

LCA 政策が進む海外各国において、規制対象となる建物要件や規制内容、届け出数値の算定
条件等を調査し、今後国内で開発する算定ツールに求められる国際性の水準を提言した。 10 

TCFDを引き継ぐISSBのような大きな流れがサステナブル金融・開示から来て
おり、スコープ３の開示が必須になっていくことから、日本の建設・不動産関連
企業のエンボディドカーボン算定・報告の流れも必然である。

4.1 海外各国での政策実施状況

海外調査結果要旨調査項目

建築確認・補助金制度に活用・既設再利用の促進・木材利用促進活用方法

評価方法公表から規制導入まで、専門家会議の開催や人材育成、ケーススタディの実施等を行いベンチマー
クの設定を行うなど規制導入前に検討期間を設けている。

政策
アプローチ

政策的優先順位を定め、ケーススタディの蓄積等を踏まえ規制導入に至る。そのステップは国により異なる。
各国の施策方針により水準が異なるため、日本が目指すべき方向性に応じた水準の選択が重要

特定の建物用途、特定規模を対象に制限規制の義務化が始まる。規制方法

新築、改修共にライフサイクルGHG排出関係の補助金制度を設けられている支援

ケーススタディの実施、ガイドラインで基準値を設定ベンチマーク

新築が多数。一部国で改修も対象となる

規制対象

温室効果ガス、フロン含む（アップフロントカーボンのみを対象とする国を除く）

報告義務、上限値規制の対象は国によって異なる。

当面は躯体外皮内壁までが多く、段階的に設備、備え付け家具まで範囲を拡大する動き

評価期間 60年（LEED, イギリス）、又は50年（ドイツ, フランス）が主流
海外では、長寿命建築の評価言及は見られない
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図 4.2 算定ツールが備えるべき国際性の水準 

4.3. データベースが備えるべき水準の提言 

 海外各国での EPD 整備への取り組み状況について調査した。取り組みが先進的な国において
は取り組みが進んだ社会的背景を含めた詳細調査を実施し、今後日本における EPD 整備方針を5 
定める上での参考とし、整備すべきデータベースが備えるべき水準を提言した。 

 
図 4.3 データベースが備えるべき国際性の水準 

  

海外調査結果を基に、算定ツールが備えるべき国際性の水準として、ケーススタ
ディ蓄積を基にしたベンチマーク設定・評価、大規模・新築の優先評価、耐用年
数の固定設定を提言。

4.2 算定ツールが備えるべき水準の提言

備えるべき国際性の水準（案）調査結果要旨調査項目

【当面】将来的なベンチマークによる評価策定に向けて、
ケーススタディ事例の充実を図る。

【将来】ベンチマーク・ベースライン設定と評価方法の確立

ケーススタディ蓄積、平均・上限値を基に
設定
相対評価/絶対評価/段階評価
（レーティング）

ベンチマーク・
評価方法

【当面】アップフロントカーボン、躯体を優先的に評価
CO2+フロンを対象

【将来】ホールライフカーボン、内外装材、設備、一般部材まで評価

CO2+フロンを対象
アップフロント（A）のみ～ホールライフ
（A-D）迄、躯体のみ～設備内装迄等、国
よって多様

評価対象

【当面】新築を優先
【将来】新築＋改修新築が多数、一部国で改修も対象となる新築･既存･改修

基本は耐用年数固定算定期間として50年もしくは60年が主流耐用年数

【当面】戸建住宅、低層共同住宅を除く非住宅用途
【将来】戸建住宅、低層共同住宅も含めた全用途を対象段階的に対象用途を拡張する対象用途

大規模建物を優先大規模建物から算定を促している対象規模
海外のEmbodied Carbonの結果表記において一般的な「kg-CO2/㎡」
での表記床面積あたり表記「kg-CO2/㎡」が多数表示方法

‐
建築分野に特化した認定LCA資格がある。
セミナー、オンライントレーニングを活用
した人材育成が進んでいる。

専門家養成制度
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海外ではEPD整備数を普及させるため、各企業の脱炭素に向けた取り組みを促す方針。他国
の取り組みを社会的背景と共に考察し、日本のデータベースが備えるべき水準を見極め、
EPD取得促進の方針を定める。

4.3 データベースが備えるべき水準の提言

備えるべき国際性の水準（案）調査結果要旨調査項目
【当面】産業連関ベース＋EPD併用 ／
【将来】積み上げベース特定製品のEPD整備方針

【当面】主要構造材 躯体と外装材／
【将来】内装材、設備、一般部材まで
設備機器については今後空衛学会等と連携を図る

整備数が不足している認識
特に設備機器の整備はこれからの対応とし
ている

整備状況

一般製品（業界団体平均）EPDと特定製品のEPDの整備
一般製品EPDは業界団体で作成し概算数値の算出用・
企業向けインセンティブ効果によるEPD取得促進を図る

複数の類型があり利活用シーンにより使い
分ける。EPDの類型

【当面】クオリティレベルの注釈を付記する等の対策により現存するデータ
の活用として受け入れ可能性を検討する
【将来】排出係数の加味。使用エネルギー、製造地域、制作時期を反映可能
なPCRとする

品質確保のため厳格な検証が行われる輸入材の扱い

業界団体で構造化PCRを作成。
汎用性の高いルールづくりにより幅広い部材と企業規模への対応が可能なも
のとする

調整はこれからの対応としているPCRの整備状況

【当面】木材などの炭素貯蔵はWLCの算定の外で別建てで併記
【将来】木材などの炭素貯蔵につきWLCの算定の中でマイナス評価を認め
る方法を検討

生物由来の炭素貯蔵は追加情報として表記
※要件達成・規格準拠によりマイナス評価を認める動
き

炭素貯蔵量の
扱い

【当面】既往の認証体制拡張による供給力の強化／
【将来】新プログラム立ち上げもしくはオンラインツールの活用を検討

オンラインツールの整備で簡易化、コスト
ダウンが図られる

プログラム運営
認証体制など

BIM推進会議と連携しBIMによるLCAの自動計算
が可能な整備を行う

データベース、算定ツールとの連携が図ら
れ、BIM を用いたLCA の自動化が進むBIM連携
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5. 算定ツール（J-CAT）開発 

5.1. 多様な使い方を想定した算定ツールのデザイン 

5.1.1. 基本的条件に合致する J-CAT の仕様 
基本的条件に合致する J-CAT の仕様を検討した。ホールライフカーボン算定ツールとして国際
的に普及している One Click LCA においても基本的条件に適合することを確認した。 5 

表 5.1 国際的な算定ツールの基本的条件への適合性 

 

 

日本建築学会の提言『LCA ツールの整備に関する今後の課題』との関連を検討した。算出方
法、連続性、入力項目、削減評価、長寿命化、改修・運用対応が基本的条件に含まれる。 10 

 

 

 

 

 15 
 

 

 

 

国際的な算定ツールの基本的条件への適合性

国際的な算定ツール、
One Click LCAにおける

条件への適合性
基本的条件案分類

〇
インベントリ分析による算定が可能

国際規格（ISO14040, 14044）に準拠した分析による算
定が可能1. 国際整合

〇
建築に関連する

Scope1, 2, 3情報の出力が可能
GHGプロトコルと整合したサプライチェーン排出量の
算定が可能2. サプライチェーン

〇
改修部分のみの算定が可能新築に加えて既存・改修建物の算定が可能3. 新築･既存･改修

〇
標準機能で精算用に対応、カーボンデザ

イナーを用いて概算用に対応
設計初期段階の概算、竣工段階の精算の両方が可能4. 算定時期

〇
固定・可変設定の両方に対応

CASBEEと整合した固定設定と長寿命評価を想定した
可変設定が可能5. 評価期間

◎
CASBEE-建築の用途区分以上に

多様な用途に対応
CASBEE建築における用途区分以上での算定が可能6. 対象用途

〇
ISO21930の表記区分での結果が表示可能

t/年㎡への換算可能
ISO21930における表記区分に準拠、t/年㎡の結果表示
が可能7. 表示方法

◎
EPD反映による個別努力の反映が可能

個別建物のライフサイクルカーボン削減、企業のス
コープ3削減への活用が可能8. 活用方法

ホールライフカーボン算定ツールとして国際的に普及しているOne Click LCA
は基本的条件案へ適合することを確認。

5.1.1 基本的条件に合致するJ-CATの仕様（1/14）
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表 5.2 日本建築学会の提言『LCA ツールの整備に関する今後の課題』との関連 

 

 

図 5.1 基本的条件に合致する J-CAT の仕様 1. 国際整合 
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図 5.2 基本的条件に合致する J-CAT の仕様  2. サプライチェーン① 

 
図 5.3 基本的条件に合致する J-CAT の仕様  2. サプライチェーン② 

【仕様】建築関連の各業種で異なるScope 1, 2, 3の算定へ対応可能な算定
ツールとする。

素材
製造

部品
製造

製品
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施工 使用 廃棄

素材製造者 素材製造者 Scope3

サプライチェーン排出量

業種別のScope1, 2, 3

建築物のLCA とサプライチェーン排出量の関係
建築物のLCA  (ISO21930)

参照：小林、滝澤ほか：電気設備に関わる事業者のサプライチェーン排出量に関する基礎検討, （第40回）電気設備学会全国大会 2022.09
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廃棄業者
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解体段階
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5.1.1 基本的条件に合致するJ-CATの仕様（4/14）

参考：小林、滝澤ほか：電気設備に関わる事業者のサプライチェーン排出量に関する基礎検討, （第40回）電気設備学会全国大会 2022.09

5.1.1 基本的条件に合致するJ-CATの仕様（5/14）
建築関連の各業種で異なるScope 1, 2, 3イメージ

ISO 21930における建物ライフサイクル表記区分
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図 5.4 基本的条件に合致する J-CAT の仕様 3. 新築・既存・改修①

 

図 5.5 基本的条件に合致する J-CAT の仕様 3. 新築・既存・改修② 
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図 5.6 基本的条件に合致する J-CAT の仕様 3. 新築・既存・改修③ 

 

図 5.7 基本的条件に合致する J-CAT の仕様 4. 算定時期 
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①既存建物の改修
（37年）

②建替時
（60年）
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ファイ
ル
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合
計

C1
-

C4
B6-
B7
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B5B1A4-

A5
A1-
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改修項目にもとづく算定
内装全面改修、インナーサッシ追加、自然換気口追加、更新機器（熱
源機（ガス吸⇒空冷モジュールチラーR410a）、自動制御、照明器具
等）、既存利用（空調機器、床吹出口等）、エネルギー性能は、ZEB 
Ready
B2-B5 参考①B2-5から①A1-5を減じている
水光熱費は実績値
設備工事を計算ツール内の非表示シート（電、空、衛、昇の改
修の数値に置き換え（A1-A5合算値）

・

・
・
・

組合
せ98.00.154.824.3 13.01.34.5①既存建物の改修

（37年）

建替えビルは、ZEB Ready、ノンフロン断熱材（GWP=1、
B1≒0）、冷媒R410a
C1-C4には参考④、参考⑥から算出（既存ビル解体を含む）

・
・組合

せ
118.

10.854.830.113.73.814.9②建替時
（60年）

改修工事の算定対象・方法・期間
算定対象：過去の履歴には遡らず、改修対象部分のみとする。
算定方法：設備改修の算定が正確に算定するために、現段階では詳細算定法を

用いる。
評価期間：躯体改修が伴わない場合、新築評価期間（60年等）−築年数

躯体改修が伴う場合、新築評価期間
算定例

参照：ツール開発SWG 高井委員作成資料

標準算定法では設備工事の算定が難しいため、設備は詳細算定
法にて算定
設備工事の算定に詳細算定法を適用すれば、建替や継続利用と
比較した改修による削減効果を算定可能

5.1.1 基本的条件に合致するJ-CATの仕様（8/14）

基本的条件案分類

設計初期段階の概算、竣工段階の精算の両方が可能4. 算定時期

【仕様】設計～竣工まで標準的な利用を想定した標準版、設計初期段階の
概算用の簡易版、竣工段階の精算等用の詳細版を作成。

5.1.1 基本的条件に合致するJ-CATの仕様（9/14）
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図 5.8 基本的条件に合致する J-CAT の仕様 5. 評価期間

 

図 5.9 基本的条件に合致する J-CAT の仕様 6. 対象用途 5 
  

基本的条件案分類
原則、CASBEE-建築と整合した固定設定
長寿命評価の場合には可変設定が可能5. 評価期間

【仕様】耐用年数は、建物単位でCASBEEと整合した固定設定を原則とする。
ただし長寿命化評価の場合には可変設定を可能とする。

デンマーク
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固定設定
物販店等：30年
事務所等：60年
住宅：品確法により
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評価期間

既往のLCCO2評価、指針、制度における評価期間の考え方

海外では、評価期間60年、又は50年の固定設定での評価が主流。国内では、
CASBEEにて、耐用年数30, 60, 90年の固定設定。

【今後の課題】評価期間を変更可能とする長寿命化対応の条件

5.1.1 基本的条件に合致するJ-CATの仕様（10/14）

基本的条件案分類

CASBEE-建築における用途区分以上での算定が可能6. 対象用途

【仕様】用途分類はCASBEE-建築、BEIの用途分類を網羅している
「AIJ LCA指針の用途分類」とする。将来的には、戸建住宅、
低層共同住宅も含めた全用途を対象とする。

（参考）BEI（参考）CASBEE建築評価ツール用途分類案
＝AIJ LCA指針

用途
分類

事務所等事務所事務所
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病院等病院病院・診療所

集会所等集会所集会施設

工場等工場工場

同上同上流通施設

-集合住宅集合住宅

-同上独身寮

当面の用途分類整理案
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5.1.1 基本的条件に合致するJ-CATの仕様（11/14）



22 

 

 

図 5.10 基本的条件に合致する J-CAT の仕様 7. 表示方法①

 

図 5.11 基本的条件に合致する J-CAT の仕様 7. 表示方法② 

  5 

基本的条件案分類

ISO21930における表記区分に準拠、t/年㎡の結果表示が可能7. 表示方法

【仕様】 ISO21930およびWBCSD報告書における表記区分に準拠した形でホールライフ
カーボンの算定を可能とする。補足情報D区分についても今後算定を検討する。
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5.1.1 基本的条件に合致するJ-CATの仕様（12/14）

注：ISO21930やWBCSDにおける表記では
A1、A2などに分類した単位を「モジュール
A1」「モジュールA2」などと呼んでいる。
本報告書では便宜的に「A1原材料の調達段
階」「A2 工場への輸送段階」などと呼ぶ。

基本的条件案分類

ISO21930における表記区分に準拠、t/年㎡の結果表示が可能7. 表示方法

【仕様】長寿命評価を考慮した「t/年㎡」、海外のEmbodied Carbonの
結果表記において一般的な「t/㎡」両方の結果表示を可能とする。

デンマーク
Building 

Regulation

イギリス
London 

Plan
BREEAMLEED

AIJ
「建物の

LCA指針」
CASBEE

t/年㎡
50年平均

60年
累計 t/㎡

60年
累計 t/㎡

60年
累計 t/㎡t/年㎡

t/年㎡
30 or 60
or 90年
平均

結果表記方法

〇〇〇〇〇〇Embodied 
Carbon算定

範囲 〇ー任意算定ー〇〇Operational 
Carbon

既往のLCCO2評価、指針、制度における結果表記方法

Embodied Carbonのみの場合、累計 t/㎡表記が主流、Operational Carbon
を含むWhole life Carbonの場合、t/年㎡表記が主流。
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5.1.1 基本的条件に合致するJ-CATの仕様（13/14）
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図 5.12 基本的条件に合致する J-CAT の仕様 8. 活用方法 

  

基本的条件案分類
個別建物のライフサイクルカーボン削減、企業のスコープ3削減への
活用が可能8. 活用方法

【仕様】個別建物のライフサイクルカーボン削減、企業のスコープ3削減
（複数建物、年度別）検討が可能な算定ツールとする。

Σ Scope3-1, 3-2
例）X1年度の建築主（不動産開発企業、テナントビル）のScope1～ 3

+Σ Scope1, Scope2, Scope3-1, 3-5, 3-11

企業単位、建物単位の算定・評価の目的イメージ

Scope3では、竣工時点でA1-A5計上、塗りつぶし部 がX1年度計上範囲

建物Y

建物Z

X1年度

竣工

建物単位
（ﾗｲﾌｻｲｸﾙ､

個別建築）
A1-A5 C1-C4建物X

竣工

竣工

B1-B5＋B6-B7

C1-C4

C1-C4

A1-A5

A1-A5

B1-B5＋B6-B7

B1-B5＋B6-B7

企業単位
（年度別､複数建築）
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5.1.1 基本的条件に合致するJ-CATの仕様（14/14）
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5.1.2. 算定ツールの基本的枠組み 
 開発した算定ツール、J-CAT の基本的枠組みを整理した。 

表 5.3 算定ツールの基本的枠組み① 

 

 5 
図 5.13 算定ツールの基本的枠組み② 

 

5.1.2 算定ツールの基本的枠組み（1/2）1
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基本的枠組み

和文正式名称 建築物ホールライフカーボン算定ツール
英文正式名称 Japan Carbon Assessment Tool for Building Lifecycle
略称（愛称） J-CAT ※商標登録出願中

（日本 の カーボン アセスメント ツール）

名称・
呼称

【新築】用途別固定
（物販店等：30年、事務所等：60年、住宅：品確法により30 or 60 or 90年）
【改修】躯体改修を伴わない場合：新築評価期間 − 築年数

躯体改修を伴う場合：新築評価期間
評価期間

非住宅＋集合住宅
低層共同住宅・戸建住宅は2024年度以降整備対象用途

活用目的（設計/施工/竣工、新築/既存、大規模/小規模、多様な用途等）に合
わせた3つの算定法（簡易・標準・詳細）を整備

エンボディドカーボン削減とオペレーショナルカーボン削減のトレードオフ等
の多様な削減手法へ対応

時間経過に伴う算定条件の変化を加味した算定結果表記
炭素貯蔵量情報表記へ対応

多様な
使い方を
想定した
デザイン

2023年度未対応、2024年度連携のための条件整理BIM連携

補足情報エンボディドカーボン

算定可能
範囲

DC4C3C2C1B5B4B3B2B1A5A4A3A2A1

再利用・
リサイク
ル・エネ
ルギー回

収等

廃
棄
物
の
処
理

中
間
処
理

廃
棄
物
の
輸
送

解
体
・
撤
去

改
修

交
換

修
繕

維
持
保
全

使

用

施

工

現
場
へ
の
輸
送

製

造

工
場
へ
の
輸
送

原
材
料
の
調
達

ー
※
4

○
※
1

○○○○○
○
※
2

○
○
※
1

※1    木材等の炭素貯蔵量、吸収量は国際的な統一指標未整備の現時点では、ホールライフカーボン
算定結果に算入しない。ただし別途、参考情報として、算定根拠と共に記載可能な欄を結果表記
に含める

※2 国際整合を図る、日本建設業連合会様のご意見を反映するために算定対象範囲を仮囲い内の
消費エネルギー＋廃棄物処理分とする

※3    CASBEE-建築における算定方法（リファレンス建物（DECC,非住宅建築物のエネルギー消費
に係わるデータベースを基に設定された値、コンセント含む）とBEIより算定）を踏襲する

※4    2023年度時点でDは算定対象外とするものの、海外算定事例等を参考に算定方法を継続検討する

5.1.2 算定ツールの基本的枠組み（2/2）

オペレーショナルカーボン
算定可能

範囲
B7B6

水消費エネルギー消費

○○ ※3
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5.1.3. 算定ツールの特徴 
 開発した算定ツール、J-CAT の持つ特徴を整理した。 

 

図 5.14 J-CAT の特徴 

 5 
図 5.15 J-CAT の特徴①-1 

特徴② ホールライフカーボンの算定が可能

特徴① 活用目的に合わせた3つの算定法を提供

特徴④ デフォルト値の充実
冷媒漏洩率/更新率/修繕率など

資材数量削減、低炭素資材採用、EPD（環境製品宣言）の活用、木材利用、
施工努力、長寿命化、フロン削減、オペレーショナルとエンボディドのト
レードオフなど、多様なGHG排出量削減手法に対応

特徴③ 従来から多用されている簡易的な金額ベース
では無く、数量ベースで算定が可能

特徴⑤ 算定結果情報の充実
詳細な内訳、時間経過に伴う算定条件の変化を加味し
た結果表記など

算定ツール
算定ソフト＋算定マニュアルで構成

5.1.3 算定ツールの特徴

J-CAT

2024.5　試行版
V1.0

Japan Carbon Assessment Tool for Building Lifecycle
建築物ホールライフカーボン算定ツール

算　定　ソ　フ　ト
標 準 算 定 法

標 準 算 定 法
簡 易 算 定 法

詳 細 算 定 法

特徴① 活用目的に合わせた3つの算定法を提供（1/3）

設計～竣工まで最も標準的な利用を想定した標準算定法、 設計初期段階の概算
用の簡易算定法、竣工段階の精算等用の詳細算定法の3つの算定法での算定が可
能。

5.1.3 算定ツールの特徴

詳細算定法
特に詳細な分析・検証
に用いる想定

標準算定法
最も標準的に利用しや
すい位置づけ

簡易算定法
主に設計段階での利用
を想定

任意設計～施工～竣工主に設計初期段階活用ステージISO 21930区分

資材量入力資材量入力資材量入力躯体
杭基礎・鉄・コンクリ

A1
原材料
の調達
A2
工場へ
の輸送
A3
製造
A4
現場へ
の輸送

資材製造
段階

資材量入力資材量入力統計資材量建築主要資材
屋根・外壁・内部仕上

資材量入力統計資材量統計資材量建築その他
断熱・雑工事・他

資材量入力統計資材量統計資材量
設備
電気・機械・衛生

工事分倍率工事分倍率工事分倍率共通費A5
施工施工段階

簡易・標準・詳細算定法＜A1-A5＞ （参照：不動産協会 建設時ＧＨＧ排出量算定マニュアル）
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図 5.16 J-CAT の特徴①-2 

 
図 5.17 J-CAT の特徴①-3 

簡易・標準・詳細算定法 ＜B1-B5＞算定方法
詳細算定法

特に詳細な分析・検証
に用いる想定

標準算定法
最も標準的に利用しや
すい位置づけ

簡易算定法
主に設計段階での利用
を想定

任意設計～施工～竣工主に設計初期段階活用ステージISO 21930区分

同左同左フロン充填量
×想定漏洩率フロン漏洩B1

使用

使用段階
（資材
関連）

同左同左
維持保全に関する
エネルギー・水消費量
推定

維持保全
B2
維持
保全

同左同左修繕率/更新周期
初期値又は個別入力

躯体
杭基礎・鉄・コンクリ

B3
修繕
B4
交換
B5
改修

同左同左修繕率/更新周期
初期値又は個別入力

建築主要資材
屋根・外壁・内部仕上

修繕率/更新周期
初期値又は個別入力同左修繕率/更新周期

初期値
建築その他
断熱・雑工事・他

修繕率/更新周期
初期値又は個別入力同左修繕率/更新周期

初期値
設備
電気・機械・衛生

個別入力可能範囲
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5.1.3 算定ツールの特徴

特徴① 活用目的に合わせた3つの算定法を提供（2/3）

設計～竣工まで最も標準的な利用を想定した標準算定法、 設計初期段階の概算
用の簡易算定法、竣工段階の精算等用の詳細算定法の3つの算定法での算定が可
能。

詳細算定法
特に詳細な分析・検
証に用いる想定

標準算定法
最も標準的に利用し
やすい位置づけ

簡易算定法
主に設計段階での利
用を想定

任意設計～施工～竣工主に設計初期段階活用ステージISO 21930区分
端材率/廃材リユース

率＋
廃棄物リサイクル率
初期値又は個別入力

同左
端材率/

廃材リユース率
初期値又は個別入力

躯体
杭基礎・鉄・コンクリ

C1  
解体・
撤去
C2
廃棄物
の輸送
C3
中間処
理
C4
廃棄物
の処理

解体段階
＋

補足情報

同上同左
端材率/

廃材リユース率
初期値又は個別入力

建築主要資材
屋根・外壁・内部仕上

同上端材率/廃材リユース
率 初期値

端材率/廃材リユース
率 初期値

建築その他
断熱・雑工事・他

同上端材率/廃材リユース
率 初期値

端材率/廃材リユース
率 初期値

設備
電気・機械・衛生

簡易・標準・詳細算定法 ＜C1-C4＞算定方法案

個別入力可能範囲
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5.1.3 算定ツールの特徴

特徴① 活用目的に合わせた3つの算定法を提供（3/3）

設計～竣工まで最も標準的な利用を想定した標準算定法、 設計初期段階の概算
用の簡易算定法、竣工段階の精算等用の詳細算定法の3つの算定法での算定が可
能。



27 

 

 
図 5.18 J-CAT の特徴②-1 

 
図 5.19 J-CAT の特徴②-2 

ISO21930における表記区分に準拠した形でホールライフカーボンを算定可能
とする。補足情報D区分は将来的に算定を検討する。

補足情報ホールライフカーボン

DC4C3C2C1B7B6B5B4B3B2B1A5A4A3A2A1

再利用・
リサイク
ル・エネ
ルギー回

収等

廃
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の
処
理

中
間
処
理

廃
棄
物
の
輸
送

解
体
・
撤
去

水
消
費
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ネ
ル
ギ
ー
消
費※
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修
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使
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工

現
場
へ
の
輸
送

製

造

工
場
へ
の
輸
送

原
材
料
の
調
達

ー◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎
本ツール

算定
可能範囲

ー〇ーー〇ー〇〇LEED V4.1

△△△△△△△△△△△〇BREEAM

△△△〇△〇△△△〇〇〇RICS

●●●●●●WBCSD

●●ー●●●ーー●●●●WorldGBC

表示単位 ◎：算定可能 〇：算定必須 △：算定任意 ●：算定推奨 ー：算定範囲外
※エネルギー消費はいずれも給湯、コンセントを含む建物全体エネルギーが対象

参考：WGBC WHOLE LIFE CARBON REPORTING AND TARGETS             
https://worldgbc.org/wp-content/uploads/2023/03/1744-WGBC-Position-Paper-FINAL-200323.pdf

特徴② ホールライフカーボンの算定が可能（1/2）
5.1.3 算定ツールの特徴

オペレーショナルカーボンに関して、CASBEE-建築におけるライフサイクル
CO2評価における算定方法を適用。

<B6>エネルギー消費

CASBEE-建築 LCCO2評価におけるオペレーショナルカーボン算定方法
①基準値：

用途別・規模別一次エネルギー消費量
の統計値と想定エネルギー構成比から
CO2排出量を算定

②削減量：
新築
基準値×(1-BEI※)、
自然エネルギー利用量推定値
（自然換気等のBEI未評価分）
効率的運用による効果（CASBEE LR1/4. 
効率的運用評価による補正）

③オペレーショナルカーボン：
（Operational Carbon <B6>）
新築①－②で算定
既存は実績値

※ 建築物省エネ法に基づく算定、DHCの場合の熱源
に関する消費エネルギーはDHCのCOPから算出
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特徴② ホールライフカーボンの算定が可能（2/2）
5.1.3 算定ツールの特徴
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図 5.20 J-CAT の特徴③ 

 
図 5.21 J-CAT の特徴④-1 

特徴③ 従来から多用されている簡易的な金額ベースでは無く、
数量ベースで算定が可能

従来から多用されている簡易的な金額ベースでは無く、物価上昇や契約金額の変
動などの影響を受けない資材数量ベースの算定を可能とする。
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5.1.3 算定ツールの特徴

建設工事費 原単位×
￥

アップフロントカーボンの算定方法 A
環境省「サプライチェーン排出量算定 排出原単位データベース」など

課題：算定が容易な反面、
物価変動などの影響を受け、排出量が変わってしまう、排出量の内訳が不明

資材別数量 原単位×
kg・m3

アップフロントカーボンの算定方法 Ｂ

物価変動の影響を受けず、排出量の内訳が把握可能
サプライチェーンと連携した適正な削減努力を反映

　

 

 

　
　
　
　
　

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
　

土工・地業; 0%

躯体; 49%

外装; 5%内装; 14%

その他; 3%

電気; 8%

空調; 10%

衛生; 4%搬送; 1%共通費分; 6%

0.94
ｔ-CO2/㎡

 

 

J-CATの算定方法

建設工事一式

建設工事
部位別

参照：CIBSE, Embodied carbon in building services: a calculation methodology、日本建築学会 建物のLCA指針

国内外の冷媒によるフロン漏洩量算定方法、初期値の設定方法 比較
日本建築学会

建物のLCA指針
CIBSE

Embodied carbon in building services: a 
calculation methodology

冷媒
フロン漏洩
算定手法

建物床面積あたりの冷媒重量[kg/㎡]、
冷媒種別地球温暖化係数、製造時の漏
洩率、運用時の年平均漏洩率、廃棄時

の漏洩率から算出

機器別・冷媒別初期充填量、冷媒種別
地球温暖化係数、運用時の年平均漏洩

率、廃棄時の漏洩率から算出

①冷媒漏洩による
GHG排出量
計算方法

10％（基準案初期値）⇒
＜本ツール初期値＞0.2%設定-（設定なし）②生産時の漏洩率

デフォルト値[%]

0％（基準案初期値）⇒
＜本ツール初期値＞2%設定-（設定なし）③施工時の漏洩率

デフォルト値[%]
2%（基準案初期値）⇒

＜本ツール初期値＞
機器別係数0.8～8.9%設定

設備種類別に
2～6%

④運用時の年平均
漏洩率
デフォルト値[%]

0%又は100%（基準案初期値）⇒
＜本ツール初期値＞56%設定

設備種類別に
1～3%

⑤廃棄時の漏洩率
デフォルト値[%]

<B1>フロン漏洩率

冷媒によるフロン漏洩量算定方法は、国際的な算定方法と整合した日本建築学会
建物のLCA指針の算定方法を用いる。ただし、漏洩率の設定は公表済の最新統計
値を用いる。削減策も反映可能な枠組みとする。

特徴④ デフォルト値の充実（1/4）1

2

3

4

5
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5.1.3 算定ツールの特徴
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図 5.22 J-CAT の特徴④-2 

 
図 5.23 J-CAT の特徴④-3 

冷媒充填量算定時に必要で算定が煩雑な「冷媒液管長」は空調容量当たりの冷媒
液管長を用いて算定。（液管サイズは代表液管サイズとして任意で選択）

空調冷媒充填量 ＝ 工場出荷時の初期充填量 ＋ 設置場所現地での充填量

カタログ等で確認 機器等充填量＋冷媒液管の充填量※1

冷媒液管の充填量
＝Σ冷媒液管長[m]×液管サイズごとの単位長当たり質量[m/g]

で求めれらるが、冷媒液管長算定が煩雑である。

冷媒液管の充填量
＝空調容量[kW]×空調容量当たりの冷媒液管長[m/kW] ※2

×代表液管サイズの単位長当たり質量[g/m]

※2 空調容量当たりの冷媒液管長例（ケーススタディ結果等を基に適宜更新）

簡
易
化

※1冷媒液管の充填量の算定方法

屋上設置 ：5m/kW
各階設置または屋上・各階混合設置：4m/kW

1

2
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4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

特徴④ デフォルト値の充実（2/4）
<B1>冷媒充填量

5.1.3 算定ツールの特徴

冷媒充填量算定時に必要で算定が煩雑な「冷媒液管長」は空調容量当たりの冷媒
液管長を用いて算定。（液管サイズは代表液管サイズとして任意で選択）

空衛学会誌過去3カ年（2022年1月～2024年1月）の「竣工設備概要データシート」より、
40物件の空調負荷当たりの冷媒用銅管の延べ長さ（m/kW）を集計。（外れ値除く）
集計結果を基に空調容量当たりの冷媒液管長を設定。

屋上設置 ：5m/kW（データの94%カバー可能）
各階設置または屋上・各階混合設置：4m/kW（データの91%カバー可能）

※データシート記載の空調負荷当たりの延べ長さ（m/kW）を2で除すことで冷媒液管の長さと仮定した。
※屋上設置物件：17件、各階設置または屋上・各階混合設置物件：23件
※屋上設置か否かはデータシート記載内容および航空写真により確認。

75%の物件をカバーできる数値（屋上設置：4.2、屋上設置以外：3.3）から切り上げ、
以下を基準値とする。

屋上設置 各階設置または
屋上・各階混用設置

5.3
4.2

3.22.9
2.5

0.8

6.3

2.6 2.5
1.20.6

3.3

空調容量当たりの冷媒液管長[m/kW]
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特徴④ デフォルト値の充実（3/4）
<B1>冷媒充填量

5.1.3 算定ツールの特徴
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図 5.24 J-CAT の特徴④-4 

 
図 5.25 J-CAT の特徴⑤-1 

最新のBELCAデータ集・建築保全センターの建築物のLCCデータ集を参考に初
期値を設定（BELCAと建築保全センターの平均値等）

更新周期 修繕率

BELCA

建築保全
センター

LCAツールより大きいデータ割合

LCAツールより小さいデータ割合

LCAツールと同等のデータ割合

更新周期は
BELCA、建築保全センター共に
AIJ LCAツールの初期値より大き
い傾向

修繕率は
BELCA、建築保全センター共に
AIJ LCAツールの初期値より小さ
い傾向

BELCAと建築保全センターのデータとLCAツールデータの比較

<B3～B5>更新周期、修繕率

5.1.3 算定ツールの特徴

特徴④ デフォルト値の充実（4/4）1
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65%

22%

13%

80%

8%

12%

31%

6%
63%

36%

6%

58%
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図 5.26 J-CAT の特徴⑤-2 

5 つの特徴に加えて、J-CAT では、資材数量削減、低炭素資材採用、EPD（環境製品宣言）の
活用、木材利用、施工努力、長寿命化、フロン削減、オペレーショナルとエンボディドのトレ
ードオフなど、多様な GHG 排出量削減手法に対応可能とした。 5 

表 5.4 多様な削減手法への対応 

J-CAT 算定ソフト　標準算定法
算定結果 2024.5　試行版  v1.0

建物名称 モデルビル 外観パース
主要用途 事務所
所在地 東京
竣工年
主要構造 S造
階数
延床面積 ㎡ 高さ 50 m
評価期間 60 年 建替周期 60 年
算定日 算定者 ○○設計
算定目的 SBT
算定時点
建物形状：
最大スパン：
基準階面積：
杭・基礎：
耐震基準： 新耐震基準 旧耐震基準
耐震性能グレード： 基準級 上級 特級

その他の特記事項 Whole life carbon　内訳①

Whole life carbon (時系列)

2003 年

地上14階　地下1階

着工時の見積内訳に基づく
最上階セットバック
17,500mm

20,288

2023年

既成杭

電力のCO2排出係数固定

900m2

A1-3
15% A4-5

2%
B1
3%

B2-5
19%B6-7

61%

C1-4
0.5%

96.2 
kg-CO2e/m2年

0

200

400

600

800

1000

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28 30 32 34 36 38 40 42 44 46 48 50 52 54 56 58 60

G
H

G
排

出
量

[k
g

-C
O
₂
e/

㎡
]

築年数 [年]
資材製造 A1-A3 施工 A4-A5 使用 B1-B5 使用 B6-B7 解体 C1-C4 【参考】木材の炭素貯蔵/排出量

竣工～10年目 竣工～30年目 竣工～60年目

【参考】CASBEE評価結果書式一般向け算定結果イメージ

将来的にはベンチマークと算定値を併記する等、削減努力の評価結果を記載

名称、建設地、
用途、竣工年、
規模、階数、
構造等の一般情報
評価期間

外観パース等

ホールライフカー
ボン削減のための
資材選定、設計、
施工等による配慮
事項を記載
（算定者のリテラシー
向上に寄与）

5.1.3 算定ツールの特徴
特徴⑤ 算定結果情報の充実（2/2）
CASBEE評価結果書式を参考に、建物概要、外観、評価結果、配慮事項で構成された一般
向け結果表記、専門家向けの結果表記の2つを用意し、算定者の目的に合わせて活用する。
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5.1.4. 不動産協会 環境委員会「建設時 GHG 排出量算定マニュアル」検討会との連携 

 
不動産協会 2023 年度検討会における改訂概要 5 
① 建築「一式計上項目」を金額入力ではなく、数量入力による GHG に対する割増率で算定。 
② 設備工事の標準値について、事務所、集合住宅以外はサンプル数が少ないため「全規模」

の規模別統計値を共通で用いる。 

算定の可否・変更対応方法建設段階における削減手法（例） 詳細算定法標準算定法簡易算定法

〇
左記同様

〇
左記同様

〇
コンクリートスラブを

一部木材に変更
①木質合成床

建築・構造

〇
左記同様

〇
左記同様

〇
高炉セメントA/B/C種資

材量入力
②躯体への高炉セメントA/B/C種採用

〇
左記同様

〇
左記同様

〇
電炉材使用量入力③電炉鋼比率向上

〇
左記同様

△
複合原単位新規追加×④OAフロアの材質変更（ｽﾁｰﾙ、樹脂、木製品な

ど）

〇
左記同様

△
複合原単位新規追加×⑤躯体以外の木質材料への変更（木間仕切など）

〇
資機材削減××⑥室内負荷の見直しによる容量適正化

設備 〇
ダクト量変更××⑦床吹出空調等設計の工夫によるダクト量削減

〇
資機材削減××⑧低照度化による照明器具削減

〇
左記同様

〇
左記同様

〇
工事分倍率の調整⑨現場内再生可能エネルギー採用率向上

施工 〇
左記同様

〇
左記同様

〇
工事分倍率の調整⑩軽油代替燃料、軽油用燃料促進剤の採用

〇
左記同様

〇
左記同様

〇
工事分倍率の調整

⑪水素燃料等の代替燃料導入、大型重機の電動化、
ハイブリッド化

A. アップフロントカーボン関連

5.1.3 算定ツールの特徴
多様な削減手法への対応（1/2）1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

算定の可否・変更対応方法使用・改修・廃棄段階における削減手法（例） 詳細算定法標準算定法簡易算定法
△

耐用年数変更
△

耐用年数変更
△

耐用年数変更
①建物の長寿命化
躯体耐久性、天井高、床荷重、予備スペース等

長寿命化

〇
条件に合わせて項目入

力

〇
条件に合わせて項目入

力
（建築のみ）

△
条件に合わせて項目入

力（躯体のみ）
②リファイニング建築

〇
材料の耐用年数変更

〇
材料の耐用年数変更

（建築のみ）
×③資材の耐用年数向上

耐用年数の長い材の選択等
〇

設備の更新周期変更××④設備の耐用年数向上
外部設置の最小化等

〇
資機材数量＋電力使用

量
△

左記同様

△
電力使用量入力

（オペレーションの
み）

⑤太陽光発電による電力使用量削減オペレーショナ
ル
＋エンボディド 〇

左記同様
〇

左記同様
〇

資材数量＋エネルギー⑥ガラス・断熱材による外皮性能強化
〇〇〇⑦既存躯体利用

Reduce

○○○⑧ロングスパンの中止
〇

廃材発生量削減××⑧資材・機器の梱包材の削減

〇
左記同様

〇
左記同様

〇
フロン使用量・漏洩量

を詳細入力
⑨低GWP冷媒対応機器採用

〇
ランプ交換周期変更××⑩LEDランプ部分交換対応

〇
発生土量の変更××⑪発生土の削減

〇
廃材のリユース率変更

△
廃材のリユース率変更

（建築のみ）
×⑫各廃材のリユース

Reuse
〇

蓄電池の交換周期変更××⑬再生蓄電池の採用
△

リサイクル率変更
（廃材削減効果のみ）

××⑭資材・機器のリサイクル率向上Recycle
×××⑮冷媒再生処理

B. アップフロント以外のエンボディドカーボン関連

5.1.3 算定ツールの特徴
多様な削減手法への対応（2/2）1

2
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③ 定法別の補正係数の設定。 
簡易算定法：建築 6 工事細目+6 工事細目以外    ＝建築主要 6 工事細目  ×1.6 倍  
標準算定法：建築 14 工事細目+14 工事細目以外＝建築主要 14 工事細目×1.1 倍 
上記補正によって算定結果を極力、簡易＞標準＞詳細算定法の関係として、詳細入力す
るほど算定値が小さくなる仕組みとする。 5 

④ EPD を用いた算定方法の適用、需要の高い複合原単位を新規作成 
 

J-CAT にも上記改訂を反映し、アップフロントカーボンについては不動産協会ツールと同じ
結果となるように連携を図る。 
 10 

 
図 5.27 EPD の産業連関表データベースへの組込方法検討 1 

5.1.4 不動産協会 環境委員会
「建設時GHG排出量算定マニュアル」検討会との連携

EPDの産業連関表データベースへの組込方法検討（1/5）
1
2
3
4
5
6
7
8
9

10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20

• EPD普及促進、個別製品の削減努力の反映
EPDを用いた算定の目的

• LCA研究において、算定根拠の異なる「産業連関表ベースの原単位」と「積み上げベースの原単位」（EPD等）の混
用は原則不可。

• 産業連関表ベースの原単位には、波及効果（製造増加がもたらす経済効果によって発生する間接的な排出）が含まれ
ているため、波及効果が含まれていない「積み上げベースの原単位」「EPD」へ単純入替すると過小評価につながる

➡「産業連関表ベースの原単位」を「環境配慮製品 EPD」へ置き換え、
算定ツールへ組み込む方法をEPDが整備されるまでの当面の対応策として検討

黎明期 成熟期

産業連関表ベースの原単位
黎明期の「産業連関表ベースの原単位」
と「波及効果分を加算したEPD」を併用 EPDの個別製品データ

普及期

A1 
原材料の調達

A2
工場への輸送

A3
製造

製造増加がもたらす経済効果によって発生する間接
的な排出＝②波及効果

生産＋原材料・エネルギー・輸送
＝①資機材製造 EPD

A1 
原材料の調達

A2
工場への輸送

A3
製造

生産＋原材料・エネルギー・輸送
＝①資機材製造

製造増加がもたらす経済効果によって発生する間接
的な排出＝②波及効果

産連
A1 
原材料の調達

A2
工場への輸送

A3
製造

生産＋原材料・エネルギー・輸送
＝①資機材製造 EPD

EPD整備

※国内EPDに加え、海外EPDも整備対象とする
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図 5.28 EPD の産業連関表データベースへの組込方法検討 2 

 
図 5.29 EPD の産業連関表データベースへの組込方法検討 3 

5.1.4 不動産協会 環境委員会
「建設時GHG排出量算定マニュアル」検討会との連携

多数の建材において適用可能、大多数の建材の業界標準データが未整備の状況を勘案し、当面の現実
的対応策として「案2 波及効果 割増による入替案」を採用

案3  
業界標準値との

比率による補正案

案2  
波及効果

割増による入替案
案1

単純入替案算定方法案

組込方法
イメージ

○
波及効果を一定程度考慮できる
比率補正のためマイナス値にな
ることはない

◎
必要なデータ種類が少ない
波及効果を一定程度考慮できる
単純入替のためマイナス値にな
ることはない

〇必要なデータ種類が少ないメリット

必要なデータ種類が多い
業界標準値の整備が遅れている、業界標準
値次第で、元のEPDよりも値がが小さく
なる場合がある

波及効果の推定方法を要検討
⇒EPD×波及効果相当比率による割増
部門ごとの波及効果となり平均的な評価と
なる

波及効果効果が考慮されず削減効果を過大
評価する可能性デメリット

組込方法3案の比較

2022年度は案3 比率補正案で高炉と電炉、ポルトランドセメントと高炉セメントの原単位を設定

①資機材製造

②波及効果

産連データ

+
EPD

①資機材製造
①資機材製造

②波及効果

産連データ

+
②波及効果相当割増

EPD

+
①資機材製造

業界標準

EPD
①資機材製造

①資機材製造

①資機材製造

②波及効果

産連データ

+
×

EPDの産業連関表データベースへの組込方法検討（2/5）
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5.1.4 不動産協会 環境委員会
「建設時GHG排出量算定マニュアル」検討会との連携

EPDの産業連関表データベースへの組込方法検討（3/5）

産業連関表データ（AIJ LCAデータ）算定範囲
(①資機材製造＋②波及効果)

A1 
原材料の調達

A2
工場への輸送

A3
製造

積上データ（EPD）算定範囲
（①資機材製造）

生産＋原材料・エネルギー・輸送
＝①資機材製造（直接効果＋第1次波及効果相当）

製造増加がもたらす経済効果によって発生する間接的な排出
＝②波及効果（第2次波及効果相当） 波及効果相当比率 [%]

－
波及効果相当

積上データ（EPD）算定範囲

＝

「波及効果相当比率」の算定

積上データ算定範囲 ：①資機材製造（直接効果＋第1次波及効果相当）
産業連関表データ算定範囲 ：①資機材製造＋②波及効果（直接効果＋第1次波及効果相当＋第2次波及効果相当）
①資機材製造：資機材製造時の排出（直接効果相当）

＋資機材製造に必要な原材料生産・エネルギー投入・輸送時の排出（第1次波及効果相当）
②波及効果 ：製造増加がもたらす経済効果によって発生する間接的な排出（第2次波及効果相当）
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図 5.30 EPD の産業連関表データベースへの組込方法検討 4 

 

 

表 5.5 EPD の産業連関表データベースへの組込方法検討 5 5 

 

5.1.4 不動産協会 環境委員会
「建設時GHG排出量算定マニュアル」検討会との連携

EPDの産業連関表データベースへの組込方法検討（4/5）

産業連関表による環境負荷原単位データブック（3EID 2005年度）の中の建築資材・設備関連部門
における投入部門別内訳（生産者価格基準）から「波及効果相当比率」を推定。

「波及効果相当比率」の算定

建築資材・設備関連の各部門（AIJ 建物のLCA指針で使用されている部門）の波及効果相当比率

波及効果相当比率＝波及効果相当の部門 ÷（全部門－波及効果相当の部門）

素材に近い部門は波及効果が小さく、建築設備のような多種多様
な素材で構成される部門ほど波及効果が高い傾向

（木材（合板）の算定と同じ方法を他部門にも適用）

※ 算定方法、比率、品目数は随時見直し、継続的に改善を図る
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5.1.4 不動産協会 環境委員会
「建設時GHG排出量算定マニュアル」検討会との連携

EPDの産業連関表データベースへの組込方法検討（5/5）
組込可能なEPD一例

A4 流通段階の想定
A4A1-A3

数量
単位単位事業者名登録製品名称登録番号 流通段階資材製造

段階
A4はアルミサッシ同等と仮定して、アルミ圧延製品
原単位の流通分を想定0.12 2.29kgkg-CO2/kgYKK AP株式会社ビル用樹脂形材(中間財)JR-AD-19001E-A

A4は追_製材★のA4/(A1-A3)の比率同等と想定0.40 2.55m2kg-CO2/m2中本造林株式会社建築用内外装部材 焼杉 / 素焼（無塗
装・国産材）JR-BC-20001E

A4はせっこうボード12.5mm同等と想定0.29 5.86m2kg-CO2/m2吉野石膏株式会社せっこうボード
(天井の仕上げ材)JR-AC-21001E-A

A4は床仕上 ﾀｲﾙｶｰﾍﾟｯﾄ同等と仮定1.13 10.8m2kg-CO2/m2株式会社サンゲツタイルカーペットNT700JR-AN-21001E

A4は追_躯体PCa、PCｺﾝｸﾘｰﾄ（Fc120N/mm2）(A1-
A3:872kg-CO2/m3)同等と想定57.94 942.9m3kg-CO2/m3株式会社安藤・間安藤ハザマ低炭素型PCa製品

（Fc=60N/mm2 ）JR-BH-22006E

A4は床仕上 OAﾌﾛｱ（ｾﾒﾝﾄ）のA4同等と想定2.55 13.52m2kg-CO2/m2フクビ化学工業株式
会社クリーンOAフロア TN-50JR-AG-22001E

A4はアルミサッシ同等と仮定して、アルミ圧延製品
の流通分を想定0.12 7.33kgkg-CO2/kg株式会社LIXILビル用アルミ形材「PremiAL（プレミ

アル）」JR-AD-22001E-A

A4は追_合板（日本）★のA4/(A1-A3)の比率同等と
想定2.77 45.25m2kg-CO2/m2センクシア株式会社ウッドコアスチールフロアWSA500NJR-AG-23011E

A4はアルミサッシ同等と仮定して、アルミ圧延製品
の流通分を想定0.12 3.13kgkg-CO2/kg株式会社LIXILアルミ形材「PremiAL（プレミアル）

R100」JR-AD-23001E-A

A4は追_合板（日本）★のA4/(A1-A3)の比率同等と
想定1.18 19.23m2kg-CO2/m2住友林業クレスト

株式会社Hikiita Floor 114 FlatEPD HUB, HUB-
1117

2024年4月時点で、国内EPD「エコリーフ」238種、
海外EPD EPD Hub社の「EPD Hub認証」日本登録データベース4種を整備
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5.1.5. 施工時 GHG 排出量算定範囲・方法の検討 
AIJ 建物の LCA 指針の工事分倍率の考え方を踏襲しつつ、国際整合を意識し、算定範囲を仮

囲い内＋産業廃棄物の運搬＋処理を必須の算定対象とする。日建連からのデータ提供等に基づ
き算定方法・範囲を継続検討する。日建連 環境情報開示ガイドライン算定推奨範囲と整合した
算定範囲（残土・廃棄物搬出分を含める、廃棄物処理は中間処理・最終処分まで含める）とし、5 
本ツールで、日建連算定の実績データを活用可能な枠組みとする。 
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表 5.6 施工時 GHG 排出量算定範囲・方法の検討 1 

 

 

図 5.31 施工時 GHG 排出量算定範囲・方法の検討 2 

  5 

国内外算定範囲・算定法比較と本ツールの方針

【参考】
日建連

環境情報開示
ガイドライン
算定推奨範囲

本ツールの
方針One Click LCAAIJ 建物のLCA指針

方法①：項目別実績値を基
に算定
方法②：実績値が無い場合
は、建設時GHG排出量に
用途・構造別係数（工事分
倍率）を乗じて算定

方法①：項目別実績値
を基に算定
方法②：実績値が無い
場合は、
延床面積×係数による
簡易算定

建設時GHG排出量に
用途・構造別係数（産
業連関表を基に算定し
た工事分倍率）を乗じ
て算定

算定方法

仮囲内に限定した算定
工事用エネルギー、産業廃
棄物処理が必須の算定対象、
上水・下水も実績を入力す
れば任意に算定可能、不動
協算定ツール上のその他 現
場分も暫定計上

仮囲内に限定した算定
工事用エネルギー、産
業廃棄物処理が必須の
算定対象、上水・下水
も実績を入力すれば任
意に算定可能

工事用エネルギー・産
業廃棄物処理・上下水
等の仮囲内に加え、自
家用車・本社分・一般
廃棄物等の仮囲外も含
んだ算定

算定範囲

〇（建設会社におけ
るScope1,2）

〇（建築主における
Scope3-1 or 3-2）〇〇電気工事

用エ
ネル
ギー仮

囲
内
＋
産
廃
分

〇（同上）
残土・産廃搬出含む〇（同上）〇〇軽油

〇（同上）〇（同上）〇〇その他燃料

△（任意）△（任意）△（任意）〇上水
△（任意）△（任意）△（任意）〇下水

〇（建設会社におけ
るScope3-5）

〇（建築主における
Scope3-1 or 3-2）〇〇

建設時の
産業廃棄物処理
（いずれも中間処
理・最終処分含む）

×××〇仮囲外（自家用車・本社
分・一般廃棄物分等）

AIJ 建物のLCA指針の工事分倍率の考え方を踏襲しつつ、国際整合を意識し、
算定範囲を仮囲い内＋産業廃棄物の運搬＋処理を必須の算定対象とする。日建連
からのデータ提供等に基づき算定方法・範囲を継続検討する。

5.1.5 施工時GHG排出量算定範囲・方法の検討
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国内外算定範囲・算定法比較と本ツールの方針
日建連 環境情報開示ガイドライン算定推奨範囲と整合した算定範囲（残土・廃棄
物搬出分を含める、廃棄物処理は中間処理・最終処分まで含める）とし、本ツー
ルで、日建連算定の実績データを活用可能な枠組みとする。

 

建設会社における
Scope1, 2
仮囲い内で使用される
工事用エネルギー＋残
土・廃棄物搬出の燃料
が算定対象
⇒施工時GHG排出量
(A5)として算定

⇒資材製造段階(A1-A3)、
現場への輸送(A4）
として算定

報開示ガイドライン 抜粋※1

※1 参照：日建連 環境情報開示ガイドライン（2021年5月) P.35に加筆
https://nikkenren.com/publication/pdf.php?id=351&fi=965&pdf=guideline_2021.pdf
※2 参照：接続産業連関表で用いる部門分類表及び部門別概念・定義・範囲
https://www.soumu.go.jp/main_content/000713644.pdf
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表 5.7 施工時 GHG 排出量算定範囲・方法の検討 3 

 

 
図 5.32 施工時 GHG 排出量算定範囲・方法の検討 4 5 

モデルビルを用いた試算結果比較

【参考】
日建連算定事例

平均値

本ツールの
暫定方針案

（2310β版結果）
One Click LCAAIJ

建物のLCA指針施工（A5）

65.0
（最大：約114, 

最小: 約22）

59.3
工事分倍率 約6％
方法②：工事分倍率を
乗じた算定を適用
標準算定法による試算、
その他「現場分」は
暫定計上

66160
工事分倍率19.8％モデルビル S造事務所

延床面積 約20,000㎡
試算結果 [kg-CO2/m2]

〇

46.17

〇〇〇電気工事用
エネル
ギー

仮
囲
内
＋
産
廃
分

算
定
範
囲

〇〇〇〇軽油
〇〇〇〇その他燃料

算定対象外算定対象外算定対象外〇上水
算定対象外算定対象外算定対象外〇下水

〇〇 0.46〇〇
建設時の
産業廃棄物処理
（いずれも中間処理・最終
処分含む）

〇 7.1
（最大：12.99, 

最小: 1.88）

〇 12.67
※共通仮設にあたらな
い衣類・履物等を省い

た範囲で設定
〇〇

現場分
(共通仮設：現場事務所､仮
囲い等準備工事)

×××〇
仮囲外
（自家用車・本社分・一般廃棄
物分等）

AIJ 建物のLCA指針の工事分倍率の考え方を踏襲しつつ、国際整合を意識し、
算定範囲を仮囲い内に限定、工事用エネルギー＋産業廃棄物を必須の算定対象と
する。日建連からのデータ提供等に基づき算定方法を継続検討する。

5.1.5 施工時GHG排出量算定範囲・方法の検討
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【参考】既往算定ツールの算定方法①
One Click LCA  ：仮囲い内データ、実績使用量×原単位による算
定に加えて簡易算定として、床面積あたり原単位を整備
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図 5.33 施工時 GHG 排出量算定範囲・方法の検討 5 

  

【参考】既往算定ツールの算定方法②
EC3 ：使用量×原単位による算定

Electricity Natural Gas 他
北アメリカのみ

種類

項目（ユーザーが追加）

使用量 単位 ソース

EC3-A５ 概要

-中略- -中略-

引用元：https://buildingtransparency.org/ec3/buildings/public

5.1.5 施工時GHG排出量算定範囲・方法の検討
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5.1.6. フロン・ハロン漏洩算定方法・初期値の検討 
冷媒によるフロン漏洩量算定方法は、国際的な算定方法と整合した日本建築学会 建物の LCA

指針の算定方法を用いる。ただし、漏洩率の設定は公表済の最新統計値を用いる。削減策も反
映可能な枠組みとする。 

表 5.8 フロン・ハロン漏洩算定方法・初期値の検討 1 5 

 
表 5.9 フロン・ハロン漏洩算定方法・初期値の検討 2 

 

冷媒によるフロン漏洩量算定方法・初期値設定の本ツールの方針（1/2）

【基本方針】冷媒によるフロン漏洩量算定方法は、国際的な算定方法と整合した
日本建築学会 建物のLCA指針の算定方法を用いる。ただし、漏洩率の設定は公
表済の最新統計値を用いる。削減策も反映可能な枠組みとする。

基本方針案項目
国際的な算定方法（CIBSE, TM65）と整合している
日本建築学会 建物のLCA指針の算定方法を用いる

算定方法：建物床面積あたりの冷媒重量[kg/㎡]
冷媒種別地球温暖化係数、製造時の漏洩率
運用時の年平均漏洩率、廃棄時の漏洩率から算出

冷媒による
フロン漏洩量
算定方法

運用時の漏洩率：経済産業省の機器種類別の統計値を用いる
廃棄時の漏洩率：環境省のフロン類の廃棄時回収率の統計値を用いる

冷媒漏洩率
の設定

下記の削減策が反映可能な枠組みとする
対策① 漏洩検知器機能導入
対策② 低GWP冷媒機器、（将来）ノンフロン冷媒対応機器の導入
対策③ 空調容量削減、冷媒配管長短縮

削減策

5.1.6 フロン・ハロン漏洩算定方法・初期値の検討
1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

参照：CIBSE, Embodied carbon in building services: a calculation methodology、日本建築学会 建物のLCA指針

国内外の冷媒によるフロン漏洩量算定方法、初期値の設定方法 比較
J-CAT

(2024/5公開版)
J-CAT

(2024/1時点)
日本建築学会

建物のLCA指針

CIBSE
Embodied carbon in building 

services: a calculation 
methodology

冷媒
フロン漏洩
算定手法

2024/3 時点における
最新の公的な統計値

2024/1時点における
最新の公的な統計値

建物床面積あたりの冷
媒重量[kg/㎡]、冷媒
種別地球温暖化係数、
製造時の漏洩率、運用
時の年平均漏洩率、廃
棄時の漏洩率から算出

機器別・冷媒別初期充填量、
冷媒種別地球温暖化係数、
運用時の年平均漏洩率、
廃棄時の漏洩率から算出

①冷媒漏洩による
GHG排出量
計算方法

左記同様経済産業省
0.2%設定

10％
（基準案初期値）-（設定なし）②生産時の漏洩率

デフォルト値[%]

左記同様経済産業省
2%設定

0％
（基準案初期値）-（設定なし）③施工時の漏洩率

デフォルト値[%]
経済産業省＋環境省

機器別係数
0.8～8.9%設定

経済産業省
機器別係数

2～17%設定
2%

（基準案初期値）
設備種類別に

2～6%
④運用時の年平均

漏洩率
デフォルト値[%]

環境省
56%設定

環境省
60%設定

0%又は100%
（基準案初期値）

設備種類別に
1～3%

⑤廃棄時の漏洩率
デフォルト値[%]

日本冷凍工業会
漏えい監視システム削
減効果を設定可能

ーーー⑥削減対策

冷媒によるフロン漏洩量算定方法・初期値設定の本ツールの方針（2/2）
5.1.6 フロン・ハロン漏洩算定方法・初期値の検討

【基本方針】冷媒によるフロン漏洩量算定方法は、国際的な算定方法と整合した
日本建築学会 建物のLCA指針の算定方法を用いる。ただし、漏洩率の設定は公
表済の最新統計値を用いる。削減策も反映可能な枠組みとする。
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図 5.34 フロン・ハロン漏洩算定方法・初期値の検討 3 

 
図 5.35 冷フロン・ハロン漏洩算定方法・初期値の検討 4 

各段階の漏洩率の設定は国内公表済の最新統計値を用いる。

生産時フロン漏洩率は、0.2%程度

施工時フロン漏洩率は、2%程度 とされている。

5.1.6 フロン・ハロン漏洩算定方法・初期値の検討
冷媒によるフロン漏洩率の初期値検討（1/4）1
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出典：第19回 産業構造審議会 製造産業分科会 化学物質政策小委員会 フロン類等対策ワーキンググループ
資料3-2 1995～2022年におけるHFC等の推計排出量

5.1.6 フロン・ハロン漏洩算定方法・初期値の検討
冷媒によるフロン漏洩率の初期値検討（2/4）
各段階の漏洩率の設定は国内公表済の最新統計値を用いる。
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出典：環境省：温室効果ガス排出量算定方法検討会 HFC等4ガス分科会「HFC等4ガス分野における排出量の算定」の資料,
https://www.env.go.jp/content/000217019.pdf

運用時フロン漏洩率は、機器種類別に異なるが 0.8～8.9%とされている。



42 

 

 

図 5.36 フロン・ハロン漏洩算定方法・初期値の検討 5 

 

図 5.37 フロン・ハロン漏洩算定方法・初期値の検討 6 

5.1.6 フロン・ハロン漏洩算定方法・初期値の検討
冷媒によるフロン漏洩率の初期値検討（3/4）
各段階の漏洩率の設定は国内公表済の最新統計値を用いる。
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出典：環境省フロン排出抑制法に基づく令和４年度のフロン類の充塡量及び回収量等の集計結果
https://www.env.go.jp/press/press_02690.html

国内の廃棄時フロン漏洩率は、約56%とされている。

日本冷凍空調工業会（JRA）規格 / JRA GL-17：2021に準拠した冷媒漏え
いの常時監視システムを導入する場合、冷媒漏えい量の使用時の削減率は
19.6%※と報告されている
【整備方針案】
JRA規格に準拠した冷媒漏えい常時監視システムを導入した場合、運用時の漏
洩率を削減可能とする

出典：ダイキン技術フォーラム2023資料

※数値の出典：一般社団法人日本冷凍空調工業会／環境企画
委員会／常時監視システム対応WGによる調査結果より
（2024/4）、「冷媒漏えいの常時監視システムにおけるフロ
ン漏えい量は、監視無しの場合に比べて、19.6%削減。約
4,560事例を対象とした調査結果。」

5.1.6 フロン・ハロン漏洩算定方法・初期値の検討
冷媒によるフロン漏洩量の削減対策
有効な削減策について算定ツールへ反映可能な枠組みとする。
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図 5.38 フロン・ハロン漏洩算定方法・初期値の検討 7 

 

図 5.39 フロン・ハロン漏洩算定方法・初期値の検討 8 

【入力例】
運用時フロン漏洩率: ビル用パッケージエアコン 初期値2.9％/年
冷媒漏えいの常時監視システム導入による削減率：19.6%/年 より
2.9％×（1-0.196) ≒ 2.33%/年 を年平均漏洩率（％/年）に入力

5.1.6 フロン・ハロン漏洩算定方法・初期値の検討
冷媒漏えいの常時監視システム導入による削減効果の反映
有効な削減策について算定ツールへ反映可能な枠組みとする。
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【出力例】
常時監視システム導入により、導入無しに比べて、約8％の冷媒漏えい起因の
GHG排出量削減、Whole life carbonでは0.8％の削減相当※
※冷媒R-410A、Whole life carbonに占める冷媒漏えい起因のGHG排出割合を10%と仮定した場合

常時監視システム導入無し：2.9％/年（初期値）
導入有り：2.33％/年に変更

更新周期(年） 40.0 40.0 40.0 40.0 15.0 15.0 20.0 25.0
年平均漏洩率（％/年） 2.0% 2.0% 2.0% 2.0% 2.33% 2.33% 0.1% 1.0%
工場での漏洩割合（％） 20.0% 20.0% 0.0% 0.0% 0.2% 0.2% 1.0% 10.0%
現場での漏洩割合（％） 0.0% 0.0% 20.0% 20.0% 2.0% 2.0% 0.0% 0.0%
廃棄時フロン回収率(％) 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 44.0% 44.0% 100.0% 0.0%

発泡断熱材
（工場成形板）-1

発泡断熱材
（工場成形板）-2

発泡断熱材
（現場発泡）-1

発泡断熱材
（現場発泡）-2

空調冷媒-1 空調冷媒-2 消火剤 遮断器、変圧器

地球温暖化物質の延床面積あたり使用量
用途別・物質別重量（kg/m2)

建築関連用途

出典：CIBSE, TM65  Embodied carbon in building services: a calculation methodology
CIBSE: Chartered Institution of Building Services Engineers

CIBSE, TM65 Embodied carbon in building services: a calculation methodology

イギリスの建築設備技術者協会 CIBSEでは、建築設備のエンボディド
カーボン算定方法、冷媒漏洩量の算定方法を規定している。

・Basic calculation method（簡易計算法）とMid-level calculation method
（標準計算法）の2種類の計算方法が用意されている。 Mid-level 

calculation 
method
よりも
Basic calculation 
method
の方が値が大きく
出る傾向

5.1.6 フロン・ハロン漏洩算定方法・初期値の検討
海外における冷媒漏洩量算定の取組（1/4）1
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図 5.40 フロン・ハロン漏洩算定方法・初期値の検討 9 

 

図 5.41 フロン・ハロン漏洩算定方法・初期値の検討 10 

出典：CIBSE, TM65  Embodied carbon in building services: a calculation methodology

イギリスの建築設備技術者協会 CIBSEでは、建築設備のエンボディド
カーボン算定方法、冷媒漏洩量の算定方法を規定している。

   

g  g  

CIBSE: Chartered Institution of Building Services Engineers

 

アメリカ暖房冷凍空調学会 ASHRAEにおいてもCIBSEの取組にならい、
北米版の建築設備のエンボディドカーボン算定方法に関する解説を2024
年7月に発効予定。

ASHRAE：American Society of Heating, Refrigerating and Air-Conditioning Engineers
出典：ASHRAE HP, https://www.ashrae.org/about/tfbd-technical-resources

ASHRAE, Building Performance Standards: A Technical Resource Guide

5.1.6 フロン・ハロン漏洩算定方法・初期値の検討
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海外における冷媒漏洩量算定の取組（3/4）
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図 5.42 フロン・ハロン漏洩算定方法・初期値の検討 11 

 

図 5.43 フロン・ハロン漏洩算定方法・初期値の検討 12 

地球温暖化物質集計表

CFC CFC-11 CFCl3 4000 1 遠⼼冷凍機冷媒,発泡断熱材

ハロン Halon1301 CF3Br 5600 10
ハロン1301消⽕剤
（N2・CO2消⽕等を除く）

HCFC HCFC-22 CF2HCl 1700 0.055
チラ―、パッケージエアコン、
発泡断熱材

HCFC-123 C2F3HCl2 93 0.02 遠⼼冷凍機冷媒

HCFC-141b C2FH3Cl 630 0.11
硬質ウレタンフォーム（ノンフ
ロン断熱材を除く）

HCFC-142b C2F2H3Cl 2000 0.065

押出法ポリスチレンフォーム、
ポリエチレンフォーム（ノンフ
ロン断熱材を除く）

HFC HFC-23 CHF3 11700 0 HFC-23消⽕剤
HFC-32 CH2F2 650 0 HFC407Cの構成冷媒
HFC-125 C2HF5 2800 0 HFC407Cの構成冷媒

HFC-134a CH2FCF3 1300 0
チラ―、パッケージエアコン、
発泡断熱材

物質名 化学式
地球温
暖化係

数

オゾン
層破壊
係数

建築関連⽤途

断熱材・消⽕剤・空調冷媒のGWPについて、AIJ LCA指針の内容に加えて、ノン
フロン建材や低GWP冷媒の使⽤を適切に算定できる⼊⼒様式を⽤意。

• ハロン
不活性ガス消⽕は窒素等の代替品が
普及している。

• 硬質ウレタンフォーム
フロン法GWP⽬標値が100(2024年)

• 押出法ポリスチレンフォーム
100％ノンフロン化
（環境省, 建材⽤断熱材フロンの処理技術, H19）
https://www.env.go.jp/earth/ozone/tt-bi/0cover.pdf

• ユーザーが各物件の使⽤建材に即し
た数値を⼊⼒できる欄を⽤意

• デフォルト欄では「N2消⽕、ノン
フロン建材は除くこと」を注記

• ノンフロン発泡ガスの代表値(イソ
ブタン︓GWP3)を追加

GWP※の⾒直しとフロン・ハロン漏えいへの影響（1/2）
※GWP︓地球温暖化係数(Global Warming Potential)

5.1.6 フロン・ハロン漏洩算定⽅法・初期値の検討
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図 5.44 フロン・ハロン漏洩算定方法・初期値の検討 13 

5.1.7. 維持保全の算定範囲・方法の検討 
ISO 21930 における維持保全（B2）の定義では清掃などのメンテナンスサービスに伴う GHG

も算定対象とされており、本 SWG 作成の算定ツールと合致する。ただし、AIJ LCA 指針の算定5 
方法は、他産業への波及効果を考慮した原単位を用いている分、海外の算定値よりも大きい傾
向となっている。メンテナンスのためのグリッド電力・水・燃料の消費量を推定し、維持保全
（B2）に計上（One Click LCA の算定方法を導入）予防的および定期的なメンテナンスの一環
としての部品の交換は、修繕率を基に修繕（B3）にて算定（AIJ 建物の LCA 指針の算定方法を
踏襲）する。 10 

空調冷媒-1 空調冷媒-2 消火剤

遠心冷凍機冷媒,発泡断熱材

ハロン1301消火剤
（N2・CO2消火等を除く）

CO2換算重量(kg-CO2/㎡) 22.1 0.0 0.0

評価対象期間(年） 60.0 60.0 60.0
建替周期（年） 60.0 60.0 60.0
建替回数（回/評価期間） 0.0 0.0 0.0
改修回数（回/評価期間) 3.0 3.0 2.0
更新周期(年） 15.0 15.0 20.0
年平均漏洩率（％／年） 12.0% 3.5% 0.1%
工場での漏洩割合（％） 0.2% 0.2% 1.0%
現場での漏洩割合（％） 2.0% 2.0% 0.0%
廃棄時フロン回収率(％) 44.0% 44.0% 100.0%
資材製造（新築工事） 0.001 0 0

地球温暖化物質
用途別・物質別重量（kg

建築関連用途

現行のAIJツールでは消火剤・空調冷媒について実態とは異なると考えられる漏え
い率・回収率がデフォルトで設定されている。
➡国家ハロンマネジメント戦略や最新の冷媒漏えいの実態に基づいた数値に修正が

求められる。

• 年平均漏洩率：1.0％→0.1％
• 工場での漏洩割合：10％→1％
• フロン回収率：0％→100％

「ハロン消火剤を用いるハロゲン化物消火設備・機器の資料抑
制等について」の一部改正について, 総務省消防庁予防課, 
2019/01/29
http://www.sknetwork.or.jp/pdf_topics/20190129-B.pdf

GWP ※の見直しとフロン・ハロン漏えいへの影響（2/2）
※GWP：地球温暖化係数(Global Warming Potential)

5.1.6 フロン・ハロン漏洩算定方法・初期値の検討
1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23



47 

 

 
図 5.45 維持保全の算定範囲・方法の検討 1

 

図 5.46 維持保全の算定範囲・方法の検討 2 

B2 維持保全段階の算定範囲・方法（1/5）
ISO 21930における維持保全（B2）の定義では清掃などのメンテナンスサービ
スに伴うGHGも算定対象とされており、本SWG作成の算定ツールと合致する。
ただし、AIJ LCA指針の算定方法は、他産業への波及効果を考慮した原単位を用
いている分、海外の算定値よりも大きい傾向となっている。

— B2, preventative and regular maintenance activity such as cleaning and the planned 
servicing, replacement of replaceable components or repair of worn, damaged or 
degraded parts;
清掃、計画的な整備、交換可能な部品の交換、摩耗・損傷・劣化した部品の修理など、予防的・定期的な
整備活動

— B2, production (A1 to A3) of any component and ancillary products used for 
maintenance, for example cleaning agents;
— B2, transportation (A4) of any component and ancillary products used for 
maintenance;
— B2, use of related energy and water, including generation and distribution;
— B2, transportation of any waste from maintenance processes or from maintenance 
related transportation;
— B2, end-of-life processes of any waste including transportation and the maintenance 
process, including any part of the component and ancillary materials removed.

ISO 21930 で定義される維持保全（B2）に含まれる範囲

5.1.7 維持保全の算定範囲・方法の検討
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B2 維持保全段階の算定範囲・方法（2/5）
ISO 21930における維持保全（B2）の定義では清掃などのメンテナンスサービ
スに伴うGHGも算定対象とされており、本SWG作成の算定ツールと合致する。
ただし、AIJ LCA指針の算定方法は、他産業への波及効果を考慮した原単位を用
いている分、海外の算定値よりも大きい傾向となっている。
＜AIJ 建物のLCA指針の算定範囲・方法＞
維持保全（B2）GHG＝規模別維持保全費×建物サービス原単位（産業連関表ベース）

※参照：接続産業連関表で用いる部門分類表及び部門別概念・定義・範囲
https://www.soumu.go.jp/main_content/000713644.pdf

科目 維持管理コスト（千円/年㎡）
平均 ～3000㎡ 3000～ 5000～ 10000～ 20000～ 50000㎡～

5000㎡ 10000㎡ 20000㎡ 50000㎡
対象棟数 棟 529 117 90 134 93 68 27
延床面積 ㎡ 7394375 213509 356550 972985 1272259 1999384 2579688
有効面積 ㎡ 5360779 169814 279909 746841 934465 1439309 1790441
有効率 ％ 72.5% 79.5% 78.5% 76.8% 73.4% 72.0% 69.4%
保安警備費 2.8151 2.7536 2.8384 2.8785 3.0204 2.596 2.5345
衛生清掃費 2.6157 2.8505 2.4987 2.485 2.6199 2.5126 2.8834
昇降機費 0.6186 0.8106 0.6115 0.4802 0.6304 0.534 0.6704
電気機械設備関係費 2.9932 2.1674 2.8425 3.2781 3.5337 3.249 3.1559
その他 0.4546 0.5404 0.5069 0.3132 0.2731 0.8498 0.2389
合計 9.4972 9.1225 9.298 9.435 10.0775 9.7414 9.4831

建物サービス部門名
単位2015年度2011年度2005年度

t-CO2/
百万円

0.01 0.02 0.11 単位直接CO2排出量
3EID 0.64 0.76 0.70 CO2排出原単位

（エネルギー起源）

・産業連関表による環境負荷原単位データブック（3EID）
CO2排出原単位(I-A)-1（輸入品国産仮定型）

ビルメンテナンスによる直接排出以上に間接排出大、
ただし、電力消費は間接排出に含まれており、直接排出分だけ
では過少評価になる
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図 5.47 維持保全の算定範囲・方法の検討 3  

B2 維持保全段階の算定範囲・方法（3/5）
ISO 21930における維持保全（B2）の定義では清掃などのメンテナンスサービ
スに伴うGHGも算定対象とされており、本SWG作成の算定ツールと合致する。
ただし、AIJ LCA指針の算定方法は、他産業への波及効果を考慮した原単位を用
いている分、海外の算定値よりも大きい傾向となっている。
＜One Click LCAの算定範囲・方法＞

①メンテナンスのためのグリッド電力・水・燃料の消費量
+

②予防的および定期的なメンテナンスの一環としての部品の交換

※清掃などのメンテナンスサービスに伴うGHGは直接算定されていないものの、
上記①＋②の算定で代替されているものと思われる

※①メンテナンスに関連する施設管理室（監視室、警備室、清掃員控室等）
の消費量を入力

消費量算定が難しい場合は、
（エネルギー消費（B6）＋水消費（B7）量）×施設管理室が延べ面積に占める割合
で代用される場合あり、算定分をB6,B7から差し引いて維持保全（B2）へ計上

※②部品交換は修繕（B3）との区分が難しいため、修繕（B3）に含める事例が多い
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図 5.48 維持保全の算定範囲・方法の検討 4 

 

図 5.49 維持保全の算定範囲・方法の検討 5 

  5 

B2 維持保全段階の算定範囲・方法（4/5）
＜対応方針案＞メンテナンスのためのグリッド電力・水・燃料の消費量を推定し、
維持保全（B2）に計上（One Click LCAの算定方法を導入）
予防的および定期的なメンテナンスの一環としての部品の交換は、
修繕率を基に修繕（B3）にて算定（AIJ 建物のLCA指針の算定方法を踏襲）

【参考】デンマーク
Analysis of new 

modules in 
connection with 

calculation of the 
climate impact of 

buildings, 2023.10, 
BUILD, Denmark

【参考】イギリス
Whole life carbon

assessment for the
built environment

RICS 
PROFESSIONAL 

STANDARD
Global

2nd edition
2023、RICS

One Click LCAAIJ
建物のLCA指針維持保全（B2）

11.5
(10事例のケーススタ
ディに基づく試算）

10
（参考値）8410

モデルビル
S造事務所
延床面積 約20,000㎡
試算結果 [kg-CO2/m2]

〇〇
〇

※部品交換は修繕
(B3)で別途計上

〇
※部品交換は修繕
(B3)で別途計上

メンテナンス活動
メンテナンスに伴う
エネルギー消費

算
定
範
囲 ×××〇上記以外の

誘発排出(波及効果)

各算定結果、文献値比較
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新築または既存： 既存 入力欄： 必須入力項目
【新築の場合CASBEEより転記】事業者名：

【新築の場合CASBEEより転記】〇△電力(H30年実績値)： t-CO2/kWh 任意入力項目
(1) 消費エネルギー量集計表

年間消費エネルギー量 備考 施設管理諸室の消費割合

① 96.2 kWh/年m2 ※既存の場合に入力 0.22%

集　② 141.6 MJ/年m2 ※既存の場合に入力 0.22%

計　③ 0 MJ/年m2 ※既存の場合に入力 0.22%

表　④ kg-CO2/年m2 ※新築の場合に「CASBEE-建築（新築）におけるライフサイクルCO2評価」結果を転記 0.22%

⑤ 0.51 m3/年m2 ※既存の場合は実績値、新築の場合は想定年間使用上水量を入力 0.22%

⑥ 0.41 m3/年m2 ※既存の場合は実績値、新築の場合は想定年間使用排水量を入力 0.22%

⑦ 10.7 kg/年m2 ※既存の場合は実績値、新築の場合は想定年間廃棄物量を入力 0.22%

(2) 運用エネルギー関連環境負荷と水光熱費（税別）集計表
kg-CO2/☆

換算係数 分母の単位
① 5111001 事業用電力 0.463 kWhあたり 44.5 0.10

環境　② 5121011 都市ガス 0.067 MJあたり 9.5 0.02
と 　③ 2111015 Ａ重油 0.074 MJあたり 0.00

  水光　　 エネルギー小計 54.0 0.12
熱費　④ 5211011 上水道・簡易水道 0.179 m3あたり 0.1 0.00

の 　⑤ 5211031 下水道 2.268 m3あたり 0.9 0.00
集計　⑥ 5212011 廃棄物処理（公営） 0.352 kgあたり 3.8 0.01

   表 合      計 58.8 0.13

施設管理諸室消費分
kg-CO2/年m2

（新築）電力、ガス、石油合計

（既存）消費電力量
エネルギー種別

kg-CO2/年m2行コード エネルギー種別

一般廃棄物量

（既存）消費ガス量
（既存）消費石油量

上水消費量
下水排水量

B2 維持保全段階の算定範囲・方法（5/5）

メンテナンスに関連する「施設管理室（監視室、警備室、清掃員控室等）の建物全体に占める
エネルギー消費割合」を入力
消費割合設定が難しい場合は、施設管理室が延べ面積に占める割合にて代用、算定分をエネル
ギー消費（B6）と水消費（B7）から差し引いて維持保全（B2）へ計上

算定結果＝
0.13kg-CO2/年㎡、約8kg-CO2/㎡

エネルギー消費入力シート モデルビルでの入力例

＜対応方針案＞メンテナンスのためのグリッド電力・水・燃料の消費量を推定し、
維持保全（B2）に計上（One Click LCAの算定方法を導入））
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5.1.8. 炭素貯蔵、経年変化に関する算定結果表記の検討 
 炭素貯蔵量、吸収量は、現時点では国際的に多数派であるホールライフカーボン算定結果に
含めないこととする。ただし参考情報として、算定根拠と共に記載可能な欄を結果表記に含め
る。 

 5 
図 5.50 炭素貯蔵、経年変化に関する算定結果表記の検討 1 

  

資材製造 施工 解体
対象資材 A1-A3 A4-A5 B1-B5 B6-B7 C1-C4

※各資材の解体段階分はWhole life carbonの中で計上されている。

算定根拠/出典
kg-CO2e/㎡

段階
使用

表記方法：ISO21930(2017)
算定方法：林野庁 建築物に利用した木材に係る炭
素貯蔵量の表示に関するガイドライン

木材
（自動算定） -346 346

木材（製材、集成材、合板）の使用量・材種
の入力による生物由来の炭素貯蔵量・排出量の
自動算定
表記方法：ISO21930(2017)準拠
算定方法：林野庁 建築物に利用した木材に係る炭素貯蔵量の表示に関するガイドライン

準拠

炭素貯蔵量の表記（1/3）
炭素貯蔵量、吸収量は、現時点では国際的に多数派であるホールライフカーボン
算定結果に含めないこととする。ただし参考情報として、算定根拠と共に記載可
能な欄を結果表記に含める。

＜炭素貯蔵量の表記案＞

①木材

②木材以外（コンクリート等）
算定者により、結果表記シート中に、算定値、算定根拠/出典を任意記載

＜入力シート＞

樹種選択
木材使用量
入力[ｍ3]

木材：ISO21930(2017)に
基づき、資材製造段階（A)で
－1kg CO2e/kgCO2、解体段
階（C3）で＋1kg 
CO2e/kgCO2として表記。英
仏独の「規制的手法」におい
ては、一定条件下で建物の生
涯炭素排出量から木材炭素貯
蔵量を差し引く事例もあるが、
世界的には希少な事例と認識。
今後の海外動向にも注視しつ
つ、当面は以下のように別枠
の表記とする。

コンクリート等の木材以外の資材については、算定者による任意記載
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図 5.51 炭素貯蔵、経年変化に関する算定結果表記の検討 2 

 
図 5.52 炭素貯蔵、経年変化に関する算定結果表記の検討 3 

木材・木材製品の原単位データ（排出量・固定量）

◆日本における木材・木材製品の原単位データ整備状況
①排出量（産業連関表方式）

・「建築用木材のLCA データベースの構築」
2012年2月、南部・伊香賀・本藤・小林・恒次(敬称略)

②排出量（積み上げ方式）
・「国産および外国産木質建築部材の生産・輸送に伴うGHG排出量」

2011年4月、古俣・加藤・石川・辻本・服部(敬称略)
・「製材・集成材のGHG排出量調査」2022年～？実施中（要確認）

③固定量
・「建築物に利用した木材に係る炭素貯蔵量の表示に関するガイドラ

イン」2021年10月、林野庁

16© SUMITOMO FORESTRY CO.,LTD. ALL RIGHTS RESERVED.

◆ One Click LCAにおける木材・木材製品の原単位データの状況
①汎用データ：Ecoinvent等のデータを電力原単位で換算して使用
②EPD：世界中のEPDを搭載（日本は不足）、輸入材の評価も可能

参考：2023年 第2回データベース検討SWG 鈴木委員作成資料

炭素貯蔵量、吸収量は現時点ではホールライフカーボン算定結果に含めない。
ただし参考情報として、算定根拠と共に記載可能な欄を結果表記に含める。

5.1.8 炭素貯蔵、経年変化に関する算定結果表記の検討
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炭素貯蔵量の表記（2/3）

◆ ISO21930 建築及び建材の製品環境宣言 関連個所（抜粋）

20© SUMITOMO FORESTRY CO.,LTD. ALL RIGHTS RESERVED.

（参考）ISO21930（2017）における炭素固定量の扱い

7.2.7 ライフサイクル中のバイオマス由来炭素吸収量と排出量の算定

再生可能な資源に由来するバイオベース材料（木材、亜麻仁油、コルク、
バイオベースポリマーなど）は、生物起源炭素を含む。

生物起源炭素の流れは、製品システムに
流入（A-1段階）する場合 -1 kg CO2e / kgCO2として取り扱われ、
排出時（C-3段階）は +1 kg CO2e / kgCO2として取り扱われる。

二次材料・燃料として別の製品システムに投入される場合は、
-1 kg CO2e / kgCO2として取り扱われる。

木材の場合、持続可能な方法で管理された森林に由来する木材に限り、
製品システムに流入（A-1段階）する生物起源の炭素のフローを
-1kg-CO2e/kg-CO2とすることができる。

参考：2023年 第2回データベース検討SWG 鈴木委員作成資料

炭素貯蔵量、吸収量は現時点ではホールライフカーボン算定結果に含めない。
ただし参考情報として、算定根拠と共に記載可能な欄を結果表記に含める。
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図 5.53 炭素貯蔵、経年変化に関する算定結果表記の検討 4 

 

図 5.54 炭素貯蔵、経年変化に関する算定結果表記の検討 5 

Whole life carbon (時系列)
電力のCO2排出係数固定
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竣工～10年目 竣工～30年目 竣工～60年目 竣工～2030年 竣工～2050年

時間経過に伴う算定条件の変化を加味した結果表記（1/4）
短期大量排出のEmbodied carbonの影響度を表現するために
時間経過に伴う算定条件の変化を加味した結果表記を追加。

①電力の排出係数が将来変化しない場合、②将来的に排出係数
が小さくなる場合をの2ケースの結果が切替表記可能

Upfront,
Upfront以外の
Embodied, 
Operational 
carbonの比率を
表記
①竣工～10, 30, 
60年目積算、②竣
工～2030, 2050
年積算の2ケース
で表記可能

築年数別のGHG排出量を表現
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5.1.8 炭素貯蔵、経年変化に関する算定結果表記の検討

参考情報として
木材の炭素貯蔵/排出
量を表記

Whole life carbon (時系列)
【参考】電力のCO2排出係数変化
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資材製造 A1-A3 施工 A4-A5 使用 B1-B5 使用 B6-B7 解体 C1-C4 【参考】木材の炭素貯蔵/排出量

竣工～10年目 竣工～30年目 竣工～60年目 竣工～2030年 竣工～2050年

電力の排出係数が将来変化しない場合 電力の排出係数が将来的に小さくなる場合

電力排出係数の将来低下に伴う
Operational carbon低下

表記切替可とする

時間経過に伴う算定条件の変化を加味した結果表記（2/4）1
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5.1.8 炭素貯蔵、経年変化に関する算定結果表記の検討

Whole life carbon (時系列)
電力のCO2排出係数固定
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資材製造 A1-A3 施工 A4-A5 使用 B1-B5 使用 B6-B7 解体 C1-C4 【参考】木材の炭素貯蔵/排出量

竣工～10年目 竣工～30年目 竣工～60年目 竣工～2030年 竣工～2050年

短期大量排出のEmbodied carbonの影響度を表現するために
時間経過に伴う算定条件の変化を加味した結果表記を追加。
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図 5.55 炭素貯蔵、経年変化に関する算定結果表記の検討 6 

 

図 5.56 炭素貯蔵、経年変化に関する算定結果表記の検討 7 
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5.2. 産業界の意見を幅広く汲み取るためのケーススタディ 

5.2.1. 実施概要 
約 30 棟、8 用途、4 構造種別を対象にケーススタディを実施した。 

表 5.10 ケーススタディを実施概要 

 5 
 
 

  

5.2 産業界の意見を幅広く汲み取るためのケーススタディ 5.2.1 実施概要
算定対象プロジェクト建物No.委員 階数面積主構造主用途新築・改修

aCRC造事務所新築①－1① aCRC造事務所新築①－2
eGSRC造集合住宅新築②－1

②
aES造流通施設新築②－2
cDS造事務所新築②－3
bERC造集合住宅新築②－4
bBS造事務所新築②－5
bDS造事務所新築③－1③ bES造病院・診療所新築③－2
cDS造事務所新築④－1④ aCRC造集合住宅新築④－2
aC木造学校（小中高）新築⑤－1⑤
aDS造事務所新築⑥－1⑥ bDSRC造事務所改修⑥－2
bGS造流通施設新築⑦－1⑦
bES造事務所改修⑧－1⑧ aDRC造集合住宅新築⑧－2
dGS造事務所新築⑨－1

⑨
cDS造事務所新築⑨－2
eHS造複合用途（主用途：事務所）新築⑨－3
eHRC造集合住宅新築⑨－4
dHS造事務所新築⑨－5
cES造ホテル・旅館新築⑩－1⑩
bGS造病院・診療所新築⑪－1⑪ aES造学校（小中高）新築⑪－2
cC木造集会施設新築⑫－1⑫ cES造事務所新築⑫－2
cES造事務所新築⑬－1⑬

[延面積分類] A:300㎡未満、B:300㎡以上2,000㎡未満、C:2,000㎡以上5,000㎡未満、D:5,000㎡以上10,000㎡未満、
E:10,000㎡以上30,000㎡未満、F:30,000㎡以上50,000㎡未満、G:50,000㎡以上100,000㎡未満、H:100,000㎡以上
[階数分類] a:地上5階以下、b:地上6～10階、c:地上11～20階、d:地上21～30階、e:31階以上 ※新築には既存含む

ケーススタディ対象建築：約30棟、8用途、4構造種別1
2
3
4
5
6
7
8
9

10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
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5.2.2. ケーススタディ分析結果 

 
図 5.57 ケーススタディ分析結果 1 

 

図 5.58 ケーススタディ分析結果 2 5 
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アップフロントカーボン（UC） 構造別の分析1
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• 木造はS造平均に比べ、やや値が低
い傾向

• 集合住宅、学校は事務所用途に比
べ、やや値は低い傾向

• 流通施設・学校・病院のように比
較的建築面積が大きい用途では、
土木・地業の割合が大きくなる傾
向にある。

木造

SRC造
(集合住宅)

平均：
1,093
kg-CO2/m2

平均：
944
kg-CO2/m2

RC造(①-1庁舎、それ以外集合住宅)S造

その他の構造

5.2 産業界の意見を幅広く汲み取るためのケーススタディ 5.2.2 ケーススタディ分析結果（1/5）
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ホールライフカーボン（WLC） 用途別の分析1
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• 全体を通して大きな異常値は無し
• 事務所のホールライフカーボンは

100～150kg-CO2/m2年程度
• 事務所よりも大の傾向：

病院、宿泊施設
• 事務所よりも小の傾向：

集会施設、学校、流通施設、集合住宅

病院

集会施設
学校

宿泊

流通施設

病院
流通施設

事務所 集合住宅

その他用途

平均：
108
kg-CO2/年m2

平均：
80
kg-CO2/年m2

学校（小中高）

5.2 産業界の意見を幅広く汲み取るためのケーススタディ 5.2.2 ケーススタディ分析結果（2/5）



56 

 

 

図 5.59 ケーススタディ分析結果 3 

 
図 5.60 ケーススタディ分析結果 4  

ホールライフカーボン算定結果一覧

1. オペレーショナルカーボンが過半を占め
る結果

2. 建設段階のA以上に使用段階のBの比率大
3. 冷媒のフロン漏洩B1の影響が約7%
4. WBCSDケーススタディ平均値との比較で

は、
① 運用エネルギーB6 電力のCO2換算係数の

違い （ツール初期値0.463kg-CO2/kWh, 
WBCSDケーススタディ0.233kg-
CO2/kWhかつ年々減少想定 ）

② B1,B2の算定対象の有無による違い
③ 地震の有無による躯体量の違い
が影響し、本ツールの値が大きい傾向

J-CAT ケーススタディ新築平均

参照：WBCSD: Net-zero-buildings-where-do-we-stand（2021）

WBCSD ケーススタディ平均値

  

WBCSDケーススタディではB1, B2算定対象外

アンケート結果

• マニュアルや結果表示については、概ねわかりやすい意見が過半占めた
• ソフトの使いやすさについては、複合原単位の充実化、初期値・参考値の充

実化等に関する改善要望の意見があった。
• 複合原単位については、不動産協会と連携し充実化を図る
• 初期値については、要望が多かった冷媒配管長、水消費量、廃棄物量に関す

る初期値・参考値の充実化を図る

5.2 産業界の意見を幅広く汲み取るためのケーススタディ 5.2.2 ケーススタディ分析結果（4/5）
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図 5.61 ケーススタディ分析結果 5 

  

標準算定法に要する作業時間
全体平均：5.5人工

5.2 産業界の意見を幅広く汲み取るためのケーススタディ 5.2.2 ケーススタディ分析結果（5/5）
アンケート結果

• 標準算定法による要する作業時間は、全体平均で5.5人工となった。スタ
ディによって要した人工に差が出る結果となった。

• 社内ツールの使用が省力化に役立ったと回答している委員もおり、作業者の
習熟度や物件ごとの特徴など、他の要因も考えられるため今後も継続した調
査が必要である。
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5.2.3. 国際的な算定ツールとの比較検証 
国際的な算定ツールである One Click LCA 算定結果と比較。 Whole life Carbon の算定結果は

約 12%の差異であることが確認された。原単位・初期値や BIM 連携有無の点で相違点がある。
各段階別の内訳を比較。 Operational と Embodied の比率の差異は小さい。一方、原単位の相違
による新築時の値の差異、電力原単位の相違による差異が見られる。 5 

表 5.11 国際的な算定ツールとの比較検証 1 

 
  

One Click LCA
グローバル（欧州）仕様

One Click LCA
国内カスタマイズ仕様

J-CAT
（算定結果は詳細算定法の値）

暫定結果

○全てに適合○全てに適合1. 基本的条件（案）への適合

1,045kg-CO2e/㎡1,129kg-CO2e/㎡856kg-CO2/㎡Upfront Carbon2. 
算定結果
（オフィス
モデルビ
ル）

1,696kg-CO2e/㎡2,096kg-CO2e/㎡1812kg-CO2/㎡Embodied Carbon

49kg-CO2e/年㎡66kg-CO2e/年㎡59kg-CO2/年㎡Operational Carbon

78kg-CO2e/年㎡101kg-CO2e/年㎡89kg-CO2/年㎡Whole life Carbon
＜エコインベント登録の

欧州製品データ＞
高炉:形鋼 2 ,鋼板 3kg-
CO2e/kg（概数）
電炉:形鋼 1 ,鋼板 1 
kg-CO2e/kg （概数）
コンクリート 260kg-CO2e/
㎥（Fc24, ポルトランドセメント）

＜エコインベント登録の
日本製品データ＞

高炉:形鋼 2 ,鋼板 3kg-
CO2e/kg（概数）
電炉:形鋼 1 ,鋼板 1 
kg-CO2e/kg （概数）
コンクリート 270kg-CO2e/
㎥（Fc24, ポルトランドセメント）

高炉 1.810kg-CO2/kg
電炉 0.935kg-CO2/kg
コンクリート 267.2kg-CO2/㎥
（Fc24, ポルトランドセメン
ト）

建築資材の原単位
（主要材の一部）

3. 
原単位・
初期値 面積あたり原単位、仮囲い内の消費エネルギー＋廃棄物処理分工事分倍率、

仮囲以内＋廃棄処理分施工由来

メンテナンスに使用するエネルギーから推定維持保全
OCLデフォルト（更新周期）/

修繕率は算定範囲外
BELCA(更新周期)/
CASBEE(修繕率)BELCA、保全センター平均値更新周期・修繕率

初期値無し（左記同様に入力）経産省・環境省統計平均値冷媒フロン漏洩率
Excel or Web入力Excel入力入力方法4.

使い勝手 左記同様ISO21930段階別、部位別内訳出力情報
Revitプラグイン機能装備現時点（2023年度）連携不可5. BIM連携

国際的な算定ツールであるOne Click LCA算定結果と比較。 Whole life 
Carbonの算定結果は約12%の差異であることが確認された。原単位・初期値
やBIM連携有無の点で相違点がある。

※One Click LCA算定作業協力：住友林業㈱様

5.2 産業界の意見を幅広く汲み取るためのケーススタディ 5.2,3 国際的な算定ツールとの比較検証（1/4）
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図 5.62 国際的な算定ツールとの比較検証 2 

 
  

*施工由来(A5) ：仮囲い以内に限定した値
**維持保全（B2)：メンテナンスに使用するエネルギー・水消費の推定値
**電力消費量は、IDEA v3.1を使用した。( )内はecoinent”Electricity, Japan”の場合を示す。

※One Click LCA算定作業協力：住友林業㈱様

One Click LCAJ-CAT段階別 暫定結果

1063.4807.8A1-A3,A4新築
(kg-CO2/㎡) 66.0*48.0*A5

236.8225.4B1フロン漏洩
(kg-CO2/㎡)

7.7**
(9.8)7.8**B2維持保全

(kg-CO2/㎡)

687.4674.4B3-B5修繕・交換・改修
(kg-CO2/㎡)

65.6kg-CO2/年㎡
（81.1)***

58.8kg-CO2/
年㎡B6-B7エネルギー

(kg-CO2/年㎡)

35.149.0C1-C4解体
(kg-CO2/㎡)

100.6kg-CO2/年㎡
(116.0)

89.0kg-CO2/
年㎡

合計(kg-CO2/年㎡）
（評価期間60年)

各段階別の内訳を比較。 Operational とEmbodiedの比率の差異は小さい。一
方、原単位の相違による新築時の値の差異、電力原単位の相違による差異が見ら
れる。
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モデルビルを用いた国際的な算定ツールとの比較検証
5.2 産業界の意見を幅広く汲み取るためのケーススタディ 5.2,3 国際的な算定ツールとの比較検証（2/4）

19%

4%0%

11%
65%

1%

ONE CLICK LCA

16%

4%0%

12%

67%

1%

J-CAT

A1-A5 B1 B2 B3-B5 B6-B7 C1-C4

0

20000000

40000000

60000000

80000000

100000000

120000000

140000000

One Click LCA



60 

 

 同規模・同構造で立地の異なる建物の One Click LCA 算定結果を比較し、地域差を検証。躯
体数量や電力原単位の差異を確認した。 

 

図 5.63 国際的な算定ツールを用いた地域差に関する検証 1 

 5 
図 5.64 国際的な算定ツールを用いた地域差に関する検証 2 

①躯体数量の差異、特に鉄骨量の差異（地震の有無等
の地域差）から、A1-A3で約193kgCO2e/m2の差異が
生じている。
②電力原単位の差異が影響。加えてWBCSD(Office 
building, London)では、電力消費に

ついて、FES “steady progression”シナリオに基
づく、漸進的な脱炭素化が採用されている(単純計算
では、2,600kgCO2e/m2を超える
222kWh/m2*60年*0.2kgCO2e/kWh=2,664kgCO2e/m2)。
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モデルビル
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WBCSD
Office building, 

London, UK

段階別 延床面積
あたりのGHG排出量

kgCO2e/m2
約20,000m2約30,000m2延床面積

日本・オフィス・S造イギリス・オフィス・S造立地・用途・構造
975503A1-A3
7040A4-A5

616388（B1未算定）B1-B5
2,9601,512B6-B7

356C1-C4
1,045543アップフロントカーボン

1,696937エンボディドカーボン

2,9601,512オペレーショナルカーボン

4,6562,449ホールライフカーボン

資材数量・消費エネルギー量
0.32 m3/m20.56 m3/m2コンクリート
33.42 kg/m257.01 kg/m2鉄筋

166.75 kg/m229.85 kg/m2鉄骨
1.23 kg/m28.28 kg/m2アルミ

135 kWh/年m2222 kWh/年m2ｴﾈﾙｷﾞｰ消費(電気,ｶﾞｽ)
0.42kgCO2e/kWh0.233kgCO2e/kWh電力原単位

①

②

※WBCSD(2020),Net-zero buildings:Where do we stand?p51-58より算定結果を引用

①

②

1

2
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4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

同規模・同構造で立地の異なる建物のOne Click LCA算定結果を比較し、地域差
を検証。躯体数量や電力原単位の差異を確認した。

One Click LCA算定作業協力：住友林業㈱様

5.2 産業界の意見を幅広く汲み取るためのケーススタディ 5.2.3 国際的な算定ツールとの比較検証（3/4）

0.6%12.7%
1.9%

1.1%
2.9%

1.0%

15.8%

0.5%
63.6%

基礎

躯体

外装

内装下地

内装仕上

その他

設備

現場運営

OC

モデルビル(WLC)
1.7%

34.8%

5.2%
2.9%

8.0%
2.8%

43.4%

1.2%

モデルビル(EC)
4.2%

23.4%

20.8%
3.4%

4.9%
1.6%

38.5%

3.2%

Office building,London(EC)
1.6%

8.9%
8.0%

1.3%

1.9%
0.6%

14.7%

1.2%

61.7%

Office building,London(WLC)

※WBCSD(2020),Net-zero buildings:Where do we stand?p51-58より算定結果を引用

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

資材 建設 EoL
A1-A3 A4-A5 B1-B5 B6-B7 C

基礎
基礎・地下躯体・擁壁

36 3 0 1.1 39

躯体
柱梁・床・屋根・階段

204 6 6 3.0 219

外装
外壁・窓・扉

100 1 94 0.2 195

内装 下地・建具 16 0 16 0.1 32

内装 仕上 23 0 23 0.0 46

その他 5 0 10 0.0 15

設備 120 1 240 1512 1.4 1,873

現場運営（A5） 30 30

503 40 388 6 937

1512 1,512

503 40 388 1512 6 2,449

A-C

ステージ

エンボディドカーボン

オペレーショナルカーボン
エネルギーと水の使用

建物のGHG排出量

部
位

ホールライフカーボン

kgCO2e/m2

Office building, London, UK
使用 資材 建設 EoL

A1-A3 A4-A5 B1-B5 B6-B7 C

基礎
基礎・地下躯体・擁壁

25 3 0 1 29

躯体
柱梁・床・屋根・階段

546 31 2 11 590

外装
外壁・窓・扉

66 4 17 2 88

内装 下地・建具 35 2 12 1 50

内装 仕上 50 6 66 12 135

その他 36 3 7 1 47

設備 217 5 512 2,960 2 3,696

現場運営（A5）・解体(C1) 15 5 21

975 70 616 35 1,696

2,960 2,960

975 70 616 2,960 35 4,656

モデルビル ステージ

ホールライフカーボン

kgCO2e/m2
使用 A-C

部
位

エンボディドカーボン

オペレーショナルカーボン
エネルギーと水の使用

建物のGHG排出量

One Click LCA算定作業協力：住友林業㈱様

5.2 産業界の意見を幅広く汲み取るためのケーススタディ 5.2.3 国際的な算定ツールとの比較検証（4/4）
同規模・同構造で立地の異なる建物のOne Click LCA算定結果を比較し、地域差
を検証。躯体数量や電力原単位の差異を確認した。
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5.2.4. BIM 連携に向けた課題 
国際的な算定ツールである One Click LCA を用いてモデルビルにおける BIM 連携を試行し

た。 

 
図 5.65 BIM 連携に向けた課題 1 5 

 
  

One Click LCAプラグインを用いたBIM連携の試行結果

・形状（層の構成、各層の厚み）入力
・モデルに対してマテリアル、カテゴリを設定

基礎・スラブ・外壁・柱・梁・階段・窓・内壁・天井・・・・

BIM（Revit）

・マテリアルと原単位を紐づける
・未入力資材等の補正
基礎 →鉄骨造用現場打コンクリートフーチング基礎、日本向
スラブ →鋼・コンクリート複合床スラブ複合部材、日本向
外壁 →複層窓ガラス、アルミサッシ、サッシ枠含、日本向
柱 →鉄骨柱、UC350x350、S355、One Click LCAデータ利用

・・・

拡張機能（プラグイン）

One Click LCA モデルの数量を算出して自動計算

①設計BIM（Revit）入力

各資材形状入力
材料（マテリアル）
部位（カテゴリ）設定

②拡張機能
（プラグイン）設定
マテリアルと原単位の
紐づけ
未入力資材の補正

③One Click LCAによる
算定

最もアップフロントカーボンに影響する6工事細項目について
BIM連携による試算を実施

※（LEVEL DEVELOPMENT (LOD) SPECIFICATION PART 1 & COMMENTARY
For Building Information Models and Data December 2020)より
LoD300程度のモデルを対象とする。

国際的な算定ツールによるモデルビルにおけるBIM連携

LOD(Level Of Detail) 
＝300程度

5.2 産業界の意見を幅広く汲み取るためのケーススタディ 5.2.4 BIM連携に向けた課題（1/5）
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表 5.12 BIM 連携に向けた課題 2 

 

 
図 5.66 BIM 連携に向けた課題 3  

One Click LCAプラグインを用いたBIM連携の試行結果
数量算定可能な範囲は躯体の一部に限定された
• BIMに入っていない鉄筋やデッキプレートはコンクリート量や面積か

ら推定
• 比較的数量算定が容易な躯体数量についての差異は約2.5％となるこ

とを確認した
差異

( BIM連携(C) /
OCL見積書(B) )

C. OCL-BIM連携
（kg-CO2/m2）

B. OCL-見積書
ベース

（kg-CO2/m2）
A. AIJ-見積書ベース

（kg-CO2/m2）
BIM連携による数量

算定可否部材

0.52（+3.％）24.5224.0037.87
△

鉄筋は延べ床面積
から推定

土木・地業

ーー105.7898.38○ｺﾝｸﾘｰﾄ

躯体

ーー446.26259.45○鉄骨

-13.43（-36.9％）（23.00）36.4323.26
△

コンクリート量から
推定

鉄筋

ーー39.9921.97△
スラブ面積から推定

ﾃﾞｯｷ
ﾌﾟﾚｰﾄ

-16.98（-2.7％）611.48628.46403.1合計

-16.46 (-2.5％)636.00652.46441.0
簡易算定法
数量入寮対象
合計

国際的な算定ツールによるモデルビルにおけるBIM連携
5.2 産業界の意見を幅広く汲み取るためのケーススタディ 5.2.4 BIM連携に向けた課題（2/5）
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BIM連携の課題
国際的な算定ツールによるモデルビルにおけるBIM連携

10F 500×500？
1F 600×600？
どこまで詳しくモデリング？

スラブまで到達
しているか？

デッキプレートは
面積？体積(重量)？

鉄筋はモデリング
されていない

①実態に即したモデリング ➁モデルの詳細度

➂BIMに未入力の項目

デッキプレートの
凸凹は加味するのか？

現状では他のツールを
用いて算定

④形状が複雑な項目

カーテンウォール

金属はGHGへの影響は
大きいがサッシのよう
な部分は形状が細かく、
体積を拾えない

接合部の形状

中空の形状

5.2 産業界の意見を幅広く汲み取るためのケーススタディ 5.2.4 BIM連携に向けた課題（3/5）
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表 5.13 BIM 連携に向けた課題 4 

 

 

図 5.67 BIM 連携に向けた課題 5 

BIM連携の課題と対応策
対応案・方向性内容課題

実建物の形状に近づけるためのモデリ
ングルールの整備についてBIM推進会
議に検討を要請する。

BIMの精度によるところが大きいため、
LOD等について定義が必要。

①実態に即した
モデリング 各社のBIM利用状況について調査し、

業界全体での動向や共通した利用項目
の洗い出しを行い、それに準拠する。

算出精度と労力のバランスを取る必要
がある。

統計値の調査や過小評価されない設え
とすることが求められる。

鉄筋等はモデリングされていない。
SRC造では、鉄骨とコンクリートの数
量を案分する必要がある。

➁モデルの詳細度

壁の面積、部屋オブジェクト等から概
算することで対応する。

設備や内装仕上げ、型枠数量などは、
通常BIMに入力されないことが多い。

➂BIMに未入力
の項目

メーカー各社に詳細なモデルの整備を
要請する。

窓サッシ等は、形状が細かくソリッド
での入力では数量に大幅な誤差が出る。

④形状が複雑な
項目

• 上記についてOne Click LCAによる海外でのBIM活用についても同
様の課題は存在していると思われ、海外事例についても随時収集し、
対応策を継続検討

5.2 産業界の意見を幅広く汲み取るためのケーススタディ 5.2.4 BIM連携に向けた課題（4/5）
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BIM連携検討の方向性（案）

本SWG
作成ツール

部材
集計表

➡
各社設定の
部材名称

➡
複合原単位との紐づけ

複合資材按分
資材数量
自動算出

• 当面はCO2算定上影響の大きい躯体を中心にBIM連携による数量
拾いを検討

• BIMから出力された部材集計表データを複合原単位と紐づけ、
複合資材を按分の上、本ツールへ取り込み、資材数量の自動算
出が可能な仕組みを2024年度以降整備

➡

マクロ等で対応

ツールのBIM連携方法の暫定イメージ

2023年度 ～ 当面 将来
（2026年度を目途）

ツール開
発の視点

⇒ 躯体を中心とした ⇒ 仕上、設備を含んだ
BIM連携による数量算定 BIM連携BIM

5.2 産業界の意見を幅広く汲み取るためのケーススタディ 5.2.4 BIM連携に向けた課題（5/5）
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5.3. 算定ツールの今後の検討項目 

 
  

 

1. 使用者からのフィードバック等を踏まえた改良の継続検討

各種の削減努力を反映できるような改良を含む

2. BIM連携のための条件検討

必要に応じての算定ツールのインターフェイス整備

3. 日本建築学会 LCA指針改訂版に対応したJ-CATの改訂検討

4. CASBEE-建築のLCCO2（=ホールライフカーボン）

簡易計算のためのデータベース作成

5. WEB入力による算定の検討

6. 算定結果のデータベース化・結果分析

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10
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6. 原単位データベース検討 

6.1. 当推進会議で目指すデータ整備の方向の明確化 

建築物は数多くの部品・部材から構成されているため、建築物全体の WLC 評価を信頼性が高
く比較可能なものとするには、足し算が可能となる建材データベースの構築が必要である。 
また、それらデータベースを整備する仕組みは数多くの建材メーカーが対応できるような仕5 

組みにすべきである。

 
図 6.1 データベース検討 SWG 活動の方向性 

現在一般的に使用されている産業連関表ベースの原単位と、EPD 等の積み上げベースの原単
位の特徴を改めて比較した表を基に SWG 内で議論を行い、当面は産連表ベース及び積み上げベ10 
ースとの混用可能性の検討、将来的には積み上げベースをデータ整備の方針とすることを確認
した。 

 

■ 建築物全体の評価が可能となる建材データベースの構築が必要
・建築物は数多くの部品・部材から構成されている
（戸建て住宅でも数万点、千種類程度）
・建築物全体の評価のためにこれらのデータを使って足し算をしたい

‐ 数多くの種類の建材データがそろっている必要がある
・そのため計算可能・比較可能なデータとなっているのか

‐ 同じ条件のデータになっているのか
- 信頼性のある評価となっているのか

■ 数多くの建材が対応できるような仕組みにすべき
・建材メーカーは多様

- 建材によって製造には複雑なプロセスもシンプルなプロセスもある。
- 多品種少量生産のため、多数のEPDが必要になる可能性あり
→素材に近い建材と製品の種類が多い建材の差

- 大規模事業者と中小事業者がある
→大規模事業者が多品種の建材を供給
→中小事業者などが多く個別の建材EPDがないものについては、

標準データで補完するなど対応が必要か

建築物は数多くの部品・部材から構成されているため、建築物全体のWLC評価を信頼性が高
く比較可能なものとするには、足し算が可能となる建材データベースの構築が必要である。
また、それらデータベースを整備する仕組みは数多くの建材メーカーが対応できるような仕
組みにすべきである。
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図 6.2 原単位比較表 

 
図 6.3 積み上げ方式：EPD タイプ等 
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図 6.4 産業連関表ベースと積み上げベース混用可能性の検討 

 
6.2. 利用可能な既存の EPD 等の原単位データの収集、整理 

将来的な方向性を積み上げベースとして見据えながら、当面の対応としては現実的かつ効率5 
的な対応が必要となることから、国内外で活用可能な LCA の主要データベース資源の調査を行
った。 
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図 6.5 日本の主なデータベース 

 
図 6.6 世界各国の主なデータベース 

日本の原単位データベースとしてはIDEA、3EIDが主流。積み上げ型データ
ベースとしてはIDEAが最大。既存の貴重な資源として活用方法を検討する。

日本の主なデータベース

出典 国内）IBECs連続講座 小林委員発表資料より抜粋

 

国際的に主要なデータベースとして,Gabiがある。日本ではIDEAが最大、次い
でJLCA-LCAデータベースがあり既存の貴重な資源として活用方法を検討する。

出典：2022年度 第2回エンボディドカーボン評価WG 神崎専門委員資料
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6.3. 原単位データベースの現状分析 

6.3.1. EPD 等の現状分析と課題整理 
SWG としての整備方針を検討するため、EPD 等の抱える現状の課題を経産省カーボンフット

プリントレポートを参考に整理した。 5 

 
図 6.7 EPD 等の現状分析と課題 

 

国内EPDの普及促進のための主な課題として、①算定ルールが未整備②第三者検証サービスの供給力の
確認③使用可能なデータベースの不足と2次データ利用料の負担④国内のインセンティブ・情報開示の動
きが限定的、が挙げられる。本SWGでは、EPD登録の国内現⾏制度であるSuMPOが運用するエコリー
フの今後の普及に関する課題と論点を改めて整理し、今後のあり⽅を議論する。

現行制度エコリーフの主な課題
①算定ルールが未整備
②第三者検証サービスの供給力の確認
（需要増加への対応について）
③使用可能なデータベースの不足と2次データ利用料

およびEPD取得にかかる費用負担
④国内のインセンティブ・情報開示の動きが限定的

【参考】経産省 CFPレポートの「CFPの取組の現状と課題、今後の方向性」
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図 6.8 主な課題①「算定ルールが未整備」 (1) 

 
図 6.9 主な課題①「算定ルールが未整備」(2) 

算定ルール

PCR（Product Category Rule、EPDの算定ルール）は、適用範囲や、各種データの品質、
シナリオ等の算定ルールなどより構成される。本SWGでは、PCRの整備に向けての論点を抽
出し、関連業界の意見を徴収。現状の課題について把握するとともにそのあり方を検討した。

今後のPCRあり方論点（想定）
・好ましいカテゴリー分類の粒度（製品群とするか製品個別とするか等）
・ユニット製品や中間製品の算定範囲ルール化の要否
・算定結果の信頼性の担保
（次ページ比較可能性と責任の所在と共に議論。

算定ルール、プロセスデータ、データの組成に関する規程が十分か）
・算定ルールの検証方法とルール間の整合性

EPDの現状認識 主な課題① 「算定ルールが未整備」（１）

現行のプログラムで建築生産の特性を反映できるか
各業界からの意見を踏まえて議論

建材のPCR（製品別算定ルール）の構成（例 窓サッシ製品）

 
 

一次データの収集範囲の設定基準
一次データの品質
一次データの収集方法

製造段階に適用する項目 建設段階に適用する項目

インパクト評価に関 12 宣言方法

他社製品と比較されることが想定
されるEPD算定において最低限満
たすべき追加要件

EPD算定で満たすべき
基礎的な要件

→ EPDの正確性

E
P
D
の
客
観
性
↑

認証機関による
検証

業界ガイドライン
による

内部検証

＜EPD比較可能性の段階的整理＞
EPDの利活用シーンにより求められる正確性や客観性は異なる。EPD算定結果の比較可能性
を利活用シーン別に整理し、比較を行う場合に必要な算定ルールの要件と算定結果に対する
責任の所在の考え方を検討した。

EPDの現状認識 主な課題① 「算定ルールが未整備」（2）

段階 算定に求められる最低要件 想定されるシーンの例

1

全てのEPD算定で満たすべき基礎的要件
○ISO/GHGプロトコルを参考にした自主的な算
定検証

• 自社のサプライチェーン全体の排出量の把握、排出源の多いプロセスの分析
• 自社製品の排出量の削減計画の策定、削減推移の測定
• サプライヤに対する排出削減の協力要請
• 金融市場・評価機関等からのScope 3排出量に対する開示要求への対応
• 自主的なEPDによる企業／製品ブランディング

２
他社製品・別材料と比較されることを想定
する場合の追加要件
○認証機関による第三者検証
○業界ガイドラインによる内部検証

•EPDを活用した公共調達
•EPDに基づく規制等
•顧客企業におけるグリーン調達行動での要件化

具体的な検証方法/
PCRの整備・統一
の検討が必要
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図 6.10 主な課題①「算定ルールが未整備」(3) 

 

図 6.11 主な課題①「算定ルールが未整備」 (4) 

出典：経済産業省 「 GX 促進に向けたカーボンフットプリントの製品別算定ルール策定支援事業」より

経済産業省は2023年3月に（必ずしも建築分野に限定しない）全分野の製品を対象としたカーボン
フットプリントの普及・促進を図るべく「レポート」及び「ガイドライン」を公表。その中でグ
リーン製品の公平な算定・比較においては業界で統一された製品別算定ルールを確立することが不
可欠として 「GX 促進に向けたカーボンフットプリントの製品別算定ルール策定支援事業」を実施。
データベースSWGでは、今後の建材分野の算定ルール整備促進に向け、同様の支援事業の必要性
について検討した。

※2023年度は公募終了
＜参考＞2023年度選定団体
参加団体①
一般社団法人全日本文具協会
参加団体②
日本製紙連合会
参加団体③
一般社団法人オフィス家具協会
参加団体④
日本電信電話株式会社

カーボンフットプリントの製品別算定ルール策定支援事業

EPDの現状認識 主な課題① 「算定ルールが未整備」（3）
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図 6.12 主な課題②第三者検証サービス供給力の確認 

 
図 6.13 主な課題③使用可能なデータベースの不足と 2 次データ利用料および EPD 取得にかかる費用負担 (1) 

現状国内で運用されている認証体制の例としては、SuMPOが環境ラベルプログラムの検証・登録
及び、レビューア・内部検証員の登録評価を実施。 SWGでは、今後増加が予測される建材EPDの
登録申請数を推測し必要となる認証サービスの供給力について検討するとともに、現状体制につ
いて各方面より意見を徴収し、新たな認証体制構築の要否およびその体制について検討した。

出典：SuMPO環境ラベルプログラム システム認証機関の力量に関する要求事項
https://ecoleaf-label.jp/regulation/k0sc7i00000000ca-att/JC-01-03.pdf

登録レビューア・内部検証員の
登録・評価規程

出典：SuMPO環境ラベルプログラム 登録レビューア・
内部検証員の登録・評価規程（総則、要求事項、手順）
https://ecoleaf-label.jp/regulation/k0sc7i00000000ca-att/JR-11-04.pdf

検証・認証方式の体制及び流れ
認証機関例）JQA（一般財団法人日本品質保証機構）

＜SuMPO環境ラベルプログラム＞

今後増加が予測される建材EPDの登録申請数を推測し必要と
なる認証サービスの供給力について検討する ※ 2023年8月にSuMPO「運用改善に関するオンライン説明会」にて

PCRモデレーター制度他、PCR策定制度の改定の情報の説明があった。

EPDの現状認識 主な課題② 「第三者検証サービス供給力の不足」
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図 6.14 主な課題③使用可能なデータベースの不足と 2 次データ利用料および EPD 取得にかかる費用負担 (2) 

 
図 6.15 主な課題③使用可能なデータベースの不足と 2 次データ利用料および EPD 取得にかかる費用負担 (3) 

国内外共にEPD取得までに係る費用は検証および登録費を含めると年間数十万～百万円を
超えるケースもあり、企業にかかる金銭的負担は大きい。 SWGでは、認証数の普及のた
めの料金形態の在り方について検討した。
EPD認証費用例（国内）

出典 国内）岩下委員提供資料およびIBECs連続講座SuMPO神崎様発表資料より抜粋 https://sumpo.or.jp/scheme/price.html
国外）Publication costs at EPD International AB https://www.environdec.com/pricing/pricing2023

EPD認証費用例（海外：The International EPD System）

Step1.PCRの選択
Step2.ＬCA評価
Step3.EPDフォーマット
Step4.検証
Step5.登録と公開

国内 海外
二次データベース (IDEA等)

利用料
3万円～10万円 非公開（個社で別途購入が必要）

検証料 17万円/製品 非公開（検証機関ごとに設定）
EPD登録料 無料 （€/EPD毎）

No.1        1000€ （約16万円程度）
No.2-4      500 € （約8万円程度）

No.5-99    100 €
No.100以上 50 €

年間公開料 大企業1万円～150万円
中小企業1万円～50万円

年会費としてデータ公開登録期間中に支払う
（€/年・企業団体ごと）

業界 2500€（約40万円程度）
中小企業 1000€（約16万円程度）

EPDの現状認識 主な課題③「使用可能なデータベースの不足と2次データ
利用料およびEPD取得にかかる費用負担」（２）

EPDの現状認識 主な課題③「使用可能なデータベースの不足と2次データ
利用料およびEPD取得にかかる費用負担」（３）

【参考資料】EPD取得までに係る費用例（国内）

出典：岩下委員作成資料
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図 6.16 主な課題④インセンティブ・情報開示の動きが限定的 (1) 

 
図 6.17 主な課題④インセンティブ・情報開示の動きが限定的 (2) 

 5 

日本の現状
・政府/民間調達での活用は限定的
・インセンティブの活用事例も限定的
・CFP開示の動きは一部企業による取組であり限定的
・算出ルール（PCR）の情報公開が限定的

■米国
‐ EPDを用いた法規制の制定が進む
例① カリフォルニア州でBuy Clean California Actが制定。公共事業プロジェクトでEPDを使用したGWPの上限値の
適合性を判断。
例② ミネソタ、コロラド州他で建設資材の調達に関してLCA実施、またはEPD取得を義務化
‐ インセンティブ
例① LEED認証においてEPD 認定を取得⼜は LCA を実施した財調・製品を用いるとポイントが加算され、認証レベル
を上げることができる
例② メリーランド州ではLEEDシルバー評価を受けた新築商業ビルに固定資産税の控除
■欧州
‐ 公共調達における調達基準においてLCAの実施やEPD認定などを義務化や加点されるシステムを活用
‐ インセンティブ
例 英国ではBREEAMにおいてEPD認定の取得でポイント獲得ができる
‐ デジタルプロダクトパスポート（DPP）では企業が自社製品の環境フットプリント、CFPの情報開示を求めており、欧
州委員会は環境フットプリント※の詳細算出ルールを規程した文書を2023年に発表予定
※環境フットプリント (Environmental Footprint）：温室効果ガスによる気候変動への影響だけでなく、人体の健康、生活の質、生態系など複数
の環境影響領域を評価し、一定の算定基準で数値化する、マルチクライテリアでのライフサイクル環境影響評価
■金融市場
‐ 企業のサプライチェーン排出量の把握と開示を義務付け。

海外では各国自治体によるEPDを用いた規制の制定が進み、国際イニシアティブからの情報開示を
求める動きも活発化。欧州では環境フットプリントの詳細算出ルールを規定した文書を発表予定。
SWGでは、国内での今後のデータベースの在り方を議論する上での論点とする。

海外の情報開示に関する動向 ※）詳細は海外SWGにて報告予定

出典：CFPレポート「CFP利活用シーンの多様化」より引用

国内のデータベースの在り方を議論する
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6.3.2. データの整備状況、利用状況に関する世界の趨勢の把握 
ドイツでは BBSR（※） が開発した LCI データベース ÖKOBAUDAT が無料公開されており

公共建築物について活用が義務化される。データベースは建材ごとの平均値に 20％上乗せをし
たジェネリックデータであり、メーカーは自社製品との差分を PR 利用することでデータセット
数の拡張が進む。（※）ドイツ連邦建設都市空間整備研究所 5 

 
図 6.18 データの整備状況、利用状況に関する世界の趨勢の把握 (1) 

ドイツではBBSR（※） が開発したLCI データベースÖKOBAUDAT が無料公開されており公
共建築物について活用が義務化される。ドイツでは建材ごとの平均値に20％上乗せをした
数値を一般製品の原単位データとしており、メーカーは自社製品との差分をPR利用する
ことでデータセット数の拡張が進む。（※）ドイツ連邦建設都市空間整備研究所

図と概要一部出典：OKOBAUDAT HP https://www.oekobaudat.de/no_cache/en/database/search/daten/db1.html#bereich1
出典：「Ocobaudat の動向について（参考資料）」 八木委員資料より作成

ドイツの積み上げ型原単位LCIデータベース ÖKOBAUDAT
・BBSRが開発
・GaBiバックグラウンドデータがベース
・建材ごとの平均値に20％上乗せをした一般製品の原単位データ
・ドイツ政府により無料で公開
・政府建物で活用が義務化
・建築製品用の 1,400 以上のデータセット
・EN 15804 準拠

ドイツのLCA算定ソフトウェア eLCA
・BBSRが開発
・ドイツ政府により無料で公開
・ドイツではBIMベースのLCAの取組みが進み、将来的には

open BIM を用いたLCA の半／全自動化が検討されている。

Onlineデータバンク
OKOBAUDAT

LCA
ソフトウェア 建物評価

1

2

3

4

5

6

7

8

9
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図 6.19 データの整備状況、利用状況に関する世界の趨勢の把握 (2) 

 
図 6.20 データの整備状況、利用状況に関する世界の趨勢の把握 (3) 

各国のEPDプログラムでは、対象の区分け方によってEPDの分類を行っ
ている。本SWGでは、EPDの利活用シーンに応じた類型の使い分けにつ
いて議論する。

IBU EPD(ドイツ)
におけるEPDの2×4の分類

特定企業 製造業者グループ

特定製品のEPD

製品グループの
平均のEPD

代表する製品の
EPD

最も環境影響の
大きい製品の
EPD

特定製品のEPD

製品グループの
平均のEPD

代表する製品の
EPD

最も環境影響の
大きい製品の
EPD

① 特定企業の特定製品の
EPD  

② 特定プロジェクトに
おける特定製品のEPD

③ 特定企業の類似製品
グループのEPD

④ 業界団体による類似製品
の平均的EPD

The International EPD SYSTEM
(スウェーデン)
によるEPD分類

出典:The International EPD SYSTEM
野城智也「建築構成材のEPD普及推進を」https://azs-air.co.jp/column/474/
国際 EPD システム「EPD4類型」https://www.environdec.com/all-about-epds/what-is-an-epd

IBU EPD：General Instructions for the IBU EPD programme / Institut Bauen und Umwelt e.V. / P20 
https://ibu-epd.com/wp-content/uploads/2021/02/General-Programme-Instructions-v.2.0.pdf(金田委員作成資料より作成）

① EPDの類型

国内のEPDプログラム体系においても複数のEPD類型に対応が可能。工
業会・団体の企業会員からの収集データに一定の代表制（ 母集団の大
きさ）を確保できれば工業会・団体EPDとして登録が可能となる。

出典:岩下委員提供資料より引用

① EPDの類型（国内事例）（1/2）

★3

★2 ★１

★次ページで事例を示す



77 

 

図 6.21 データの整備状況、利用状況に関する世界の趨勢の把握 (4) 

図 6.22 データの整備状況、利用状況に関する世界の趨勢の把握 (5) 

個社EPD平均値EPDの例：石膏ボード 個社EPD代表値EPDの例：印刷用PS版

国内の「工業会カーボンフットプリント」の事例では、会員企業の各工程の累積加重平均
データを採用してCFPを算定・表示している。建材分野においても業界団体による業界
EPD取得の推進を図り、安全割増を加味したジェネリックデータとしての活用を検討する。

出典：SuMPOHP エコリーフ・CFPの宣言製品より検索 https://ecoleaf-label.jp/declaration_list/

① EPDの類型（国内事例）(2/2)

「 A社３製品国内工場サイト間の平均値」

シリーズ製品。厚み違いは表で表記

CFP算定結果の解釈、に記載された注記
「・・CTP算定に当たり、会員企業の平均データは原材
料の製造加工負荷等、工程の累積加重平均データを利用
しており・・・この結果は概算値であることをご理解く
ださい。」

工業会CFPの例：リサイクルプラスチック成型製品

A社

★3

★2★1

ドイツでは国内EPDプログラム以外のEPD製品について、検証や妥当性の確認
を経てÖKOBAUDAT受入れを認めデータ品質と一貫性を確保。受入れのない製品
については一般製品の原単位データデータの活用が行われる。

6.3 原単位データベースの現状分析
6.3.2 データの整備状況、利用状況に関する世界の趨勢の把握

② 海外認証EPDの取り扱い（ドイツ事例）

ドイツEPDプログラム（IBU）以外の
EPDや業界団体データベース

BBSR開発のEPD
編集ツール

BBSR（※）による妥当性
チェックと受入検査

ÖKOBAUDAT受け入れ
※連邦建設都市国土研究所

参照：金田委員「ドイツのホールライフカーボンに関する基本情報と 最新動向」資料p.29より引用
ÖKOBAUDAT受け入れ手順 参考HP： https://www.oekobaudat.de/en/guidance/data-providers.html
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6.3.3. 日本における WLC に関連する既存の原単位データの整備状況の調査 
国内でデータ整備を実施している団体や提供されている既存データの整備状況を調査し、国

内データベースの水準を把握することで国際基準との整合性を確認した。 

図 6.23 日本における WLC に関連する既存の原単位データの整備状況の調査 (1) 5 

図 6.24 日本における WLC に関連する既存の原単位データの整備状況の調査 (2) 

国内でデータ整備を実施している団体や提供されている既存データの整備状況を
調査し、国内データベースの水準を把握することで国際基準との整合性を確認。

出典： 2022年度 第3回エンボディドカーボン評価WG 神崎専門委員資料

日本における建材取得済みEPDは現状で230※件程度であり、低炭素製品も随時
追加されている。(※2024年3月末時点、ISO 21930準拠の製品)

出典： 鈴木委員ご作成資料（参考資料）より引用

環境認証ラベルEPDの取得状況
大分類 小分類 メーカー名 大分類 小分類 メーカー名
鉄鋼 H形鋼 JFEスチール 窓 ビル用樹脂形材 YKKAP

鋼管コラム JFEスチール ビル用アルミ形材 YKKAP
構造用厚鋼板 JFEスチール シーガル固定窓 2品目 LIXIL
異形棒鋼 岸和田製鋼 ビル用アルミ形材 LIXIL
各種鋼板 日本製鉄 「低炭素」アルミ形材 LIXIL
線材製品 日本製鉄 ガラス フロート板ガラス AGC
棒鋼製品 日本製鉄 スパッタコーティング付き
平鋼 共英製鋼 板ガラス
等辺山形鋼 共英製鋼 石膏ボード 各種石膏ボード 吉野石膏
構造用棒鋼 共英製鋼 フロア 非住宅フロア 朝日ウッドテック
異形棒鋼 共英製鋼 OAフロア フクビ化学工業
異形棒鋼 トピー工業 フリーフロア フクビ化学工業
山形鋼 トピー工業 フリーアクセスフロア センクシア
溝形鋼 トピー工業 ネットワークフロア 共同カイテック
H形鋼 トピー工業 自在マット 共同カイテック
H形鋼 ヤマトスチール ハイスチール 共同カイテック
鉄筋 東京鐵鋼 外壁材 金属サイディング 日鉄鋼板
塗装鋼板 日鉄鋼板 カーペット タイルカーペット 川島織物セルコン
軽量形鋼 日鉄鋼板 タイルカーペット サンゲツ
メッキ鋼板 日鉄鋼板 外装 焼杉 中本造林
ニスクルーフ 日鉄鋼板 金属サンドイッチパネル 日鉄鋼板

コンクリート プレキャストコンクリート 安藤・間 断熱材 吹き込み断熱 デコス
低炭素コンクリート 戸田建設 設備 エレベーター 東芝エレベータ
プレキャストコンクリート 黒沢建設 塗料 水性フッ素樹脂 AGCコーテック
ポストテンション柱部材 黒沢建設 フッ素塗料 大日本塗料

AGC
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図 6.25 日本における WLC に関連する既存の原単位データの整備状況の調査 (3) 

図 6.26 日本における WLC に関連する既存の原単位データの整備状況の調査 (4) 

本基準の構成要素
5つの指針：科学的/定量的/包括的/原
則的/透明性
4つの概念：算定範囲/データの品質保
証/排出量削減目標/適合製品の認証
〇バイオカーボン、再生可能エネル
ギー由来熱電力に係る証書適用可
×カーボンインセット及びオフセット
適用は不可

GSCC認証
基準値を満たす製品は第三者検証後に
ラベル付与。（有効３年）

鉄鋼系国際団体GSCC（電炉系）は、加盟企業に鋼材のGHG 排出量の可視化と1.5℃シナ
リオを実現する目標管理を義務付ける基準として「The Steel Climate Standard」を公
表、適合製品の認証も行う。独自の基準を策定・公表し、各国政策で採用されるべく普及活
動を展開中。

出典：大和工業提供資料「GSCC及びThe Steel Climate Standard の概要紹介」より抜粋

① 主要材料のデータベースに関わる状況：鉄鋼材（電炉系）(1/2)

鉄鋼系団体（高炉系）のレスポンシブルスチールが国際イニシアチブ「2050年スチールゼ
ロ」を発足し、世界的な認証制度を立ち上げた。団体が主張するスクラップ原料の使用率を
勘案するスライディングスケールについてはGSCC（電炉系）側と見解の相違がある。

出典：ResponsibleSteel International Standard Version 2.0       https://www.responsiblesteel.org/wp-content/uploads/2022/09/ResponsibleSteel-Standard-2.0.pdf

① 主要材料のデータベースに関わる状況：鉄鋼材（高炉系）(2/2)

スクラップ採用率（高）
→地域により入手のしやすさに差がある

排出量原単位
（低）

100％鉄鉱石を原料とした一
次製鉄 400kgCO2/ton

Level4:ニアゼロ

Level3

Level2:高品質な鉄鉱石

Level１:基準閾値

認証制度 13の原則

原料の調達プロセスを
明確にすることを求める
→スクラップは低評価

スライディングスケールの考え方

G
H

G
排

出
量

（
粗

鋼
）

スクラップ原料の使用率に応じて基準となる
GHG排出原単位を設定する
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図 6.27 日本における WLC に関連する既存の原単位データの整備状況の調査 (5) 

図 6.28 日本における WLC に関連する既存の原単位データの整備状況の調査 (6) 

日本鉄鋼連盟は連盟会員企業の鉄鋼製品LCIデータを収集し日本の鉄鋼製
品の平均CO2排出原単位を無料公開した。原単位はスクラップ投入と回
収に伴うリサイクル効果を分けた表現としている。

出典：IBECｓ連続講座「ホールライフカーボン評価の基礎知識」第二期第一回（11/30）建築躯体関連のEPD①鉄/各種鋼材（11/30日本製鉄発表資料）より抜粋

①主要材料のデータベースに関わる状況：鉄鋼材（業界原単位とEPD）

ネガティブエミッション(NETs)技術の一部としてコンクリートへのCO2固定化がある。
2023年度にコンクリートのCO2固定量評価法のJIS化が予定されており、今後のデータ
ベース整備の参考として本SWGにて動向を調査予定。

② 主要材料のデータベースに関わる状況：コンクリート

(出典)資源エネルギー庁HP  (一部加筆)

CO2の吸収量・固定量の評価方法についてルールが無く、開発
者・開発会社の自己評価が現状
➡日本コンクリート工学会が東京大学野口貴文教授を委員長とす
る

「カーボンリサイクル評価方法のJIS原案作成委員会」を設立
➡2024年3月末までのJIS化を目標とする
➡CO2の固定・吸収量がScope3に取り入れられるかは不明

(出典)環境省HP  (一部加筆)

生産～廃棄の期間が短いと固定化の意味が薄れる（NETsと言えない）
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図 6.29 日本における WLC に関連する既存の原単位データの整備状況の調査 (7) 

図 6.30 日本における WLC に関連する既存の原単位データの整備状況の調査 (8) 

企業に対するスコープ３開示要求の高まりを背景に建設会社独自の低炭
素型コンクリートの開発とEPDの取得の取組みが進む。ただし、性能や
強度の違いが排出量に影響するため単純な数値比較はできない。

②主要材料のデータベースに関わる状況：コンクリート（低炭素型製品EPD）

セメントの一部を高炉スラグに置換
したコンクリート例

強度レベル毎にEPD取得

出典：IBECｓ連続講座「ホールライフカーボン評価の基礎知識」第二期第一回（11/30）建築躯体関連のEPD②低炭素型コンクリートのEPD取得（戸田建設発表
資料）、③低炭素型プレキャストコンクリート製品（安藤ハザマ発表資料）より抜粋

①排出量（産業連関表方式）
「建築用木材のLCA データベースの構築」
②排出量（積み上げ方式）
「国産および外国産木質建築部材の生産・輸送に伴うGHG排出量」
「製材・集成材のGHG排出量調査」
③貯蔵量
「建築物に利用した木材に係る炭素貯蔵量の表示に関するガイドライン」林野庁

日本における木材・木材製品の原単位データとして、排出量は産業連関表方式、
積み上げ方式が規定されており、固定量は林野庁のガイドラインで算出式が定め
られている。

出典：鈴木委員提供資料より作成

③ 主要材料のデータベースに関わる状況：木材

①産連表方式原単位例 ②積み上げ方式排出量例（製材）

80/156

約150
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図 6.31 日本における WLC に関連する既存の原単位データの整備状況の調査 (9) 

図 6.32 日本における WLC に関連する既存の原単位データの整備状況の調査 (10) 

業界団体におけるJAS構造用製材等の原単位（全国平均値＝一般製品の原単位
データデータ）の整備が進められており、今後はISO等に整合して算定した積み
上げ方式の原単位データとしての活用を検討する。

③主要材料のデータベースに関わる状況：木材(業界団体による全国平均値)

①
②
③
④

出典：林野庁様提供資料（木材製品のLCA調査事例（Cradle-to-Gate/全国平均値））

※ 出典補足（事務局）
①論文：2019年の全国15企
業・15工場の生産データよ
り算出。
②論文：2018年の日本の企
業3社の生産データより算出。
③論文：2019年の国内13工
場からの原燃料使用量アン
ケートより算出。
④論文：日本の主要企業の
生産データより算出（投稿
時2016年）。

林野庁はESG投資等における建築物への木材利用の評価検討として「CLTやLVL等の建築
物への利用環境整備事業」を実施。各種工法によるCO2排出量の試算を行い、木質建材利
用による削減効果の確認を行う一方、EPDの不足やデータベースによる算定結果の違いを
報告。EPDの容易なデータ入手が必要としている。

CLT・MDFなど文献引用となりデータベースは未整備
EPD登録数も少ない

③主要材料のデータベースに関わる状況：木材

出典：林野庁委託事業 R４年度 CLT・LVL等の建築物への利用環境整備事業のうちCLT・LVL等の利用拡大のための環境整備 報告書

IDEAとAIJ
使用するデータベースによる算定結果の違い

算定結果を対外的に説明する際には
算定目的と対照範囲の明確な開示が必要

としている。

木造のCO2削減効果は確認

工法別算定結果の比較
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図 6.33 日本における WLC に関連する既存の原単位データの整備状況の調査 (11) 

6.4. データベースの課題解決に向けた多方面ヒアリングの実施 

データベース検討 SWG の活動の一環として、現状の国内における EPD の主な課題の課題解
決を目的として、データベースを取り巻く広範な関係者に対しヒアリングを実施した。ヒアリ5 
ング対象はデータユーザー、データ作成者、データ運営者の他、日独交流としてドイツ連邦建
設都市国土研究所（BBSR）との情報交換も行った。下図にヒアリングの実施概要を示す。 
本章では各ヒアリングの内容とヒアリング結果について報告する。 

英国での炭素計算は建築物環境性能評価基準(BS EN15978)に準拠。一定条件下で、建物
の生涯炭素排出量から木材炭素貯蔵量を差し引く事が可能。RICSや英国グリーンビルディ
ング評議会も、炭素排出量と貯蔵量を個別表示する事を条件に上記算定を認可している。

出典：鈴木委員提供資料より作成

■炭素貯蔵量を含めた算定事例

①1,723ｔ ↑

②△2,460ｔ ↓
（オフセット）

③△737ｔ
（①－②＝
1,723t－2,460t）

【プロジェクト算定結果】
・建設時の炭素排出量(エンボディドカーボン) は、1,723トン - ①
・本物件に使用する木材による炭素貯蔵量は、2,460トン - ②
・ネットエンボディドカーボンは、△737トン(=①－②)のマイナスとなる
・建物使用後60年間のオペレーショナルカーボン相当量がオフセットできる計画

上記算定の条件として、建物の解体時に木材を再利用することが前提
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図 6-4-1. 多方面ヒアリング実施概要 

 
図 6.34 データベースの主な課題に対するヒアリング計画 

データベース使用者、データー作成者、データー運営者の他、ドイツ連邦建築都
市研究所との日独交流を通じたヒアリングを実施。ヒアリング結果を踏まえEPD
整備方針案を作成し、SWGの提言としてまとめる。

データベースSWG

ヒアリング

（１） （２） （３）

世界の趨勢の把握

ドイツ調査団
（BBSR）

海外情報SWG
報告

＋
データベース
SWG委員情報

＋

1回＋委員による追加調査

4回実施

全約50のヒアリングを実施

計 11団体27社17社に実施

（４）
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6.4.1. データユーザーヒアリング 
(1)  データユーザーヒアリング計画 
データ整備を行う上で、ユーザー目線でデータベースに求める要件を整理し当面のデータベ

ース整備目標を定めるためデータユーザーを対象としたヒアリングを実施した。 5 
データユーザーとは、実務で算定業務を担う技術者を想定し、不動産会社、建設会社、設計

事務所に所属する推進会議委員を対象とした。 

 
図 6.35 データベースユーザーヒアリング計画 

 10 

(2 ) データユーザーヒアリング結果まとめ 

 データベースに求める要件は算定結果の使用目的により異なると想定し、データベースに
求める設計施工段階別要件表をもとにヒアリング結果をまとめた。 
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図 6.36 データベースに求める設計施工段階別要件表 

 
図 6.37 その他ユーザーから出された意見 

  5 

データユーザー視点でのデータベースに求める要件は算定結果の使用目的により異なる。
整備を優先して求められる代表データセット・一般製品の原単位データセットは算定結果
にインパクトが大きい建材であり、特定製品EPDは種類を限定せず普及が求められる。

データーユーザー視点のデータベースに求める設計施工段階別要件表
入札提案時 基本計画・設計時 実施設計時 着工時 竣工時

算定結果の
使用目的

CO2低減
低炭素目標設定

削減対策検討用
総量把握

⇔ 全体量の把握
（主要躯体のみ
見直し修正）

最終的な排出量の
算定

データベース
に求める精度

主要躯体・影響大：高
上記以外：低を許容

⇔ 高

特定製品EPDに修正を行わないデータ：
低を許容

建築部材の粒度
（資材の細かさ）

大分類を許容 ⇔ 細かく必要

データベース目標整備
数（※1）

※1 種類（類似製品
サイズ違いは1種と見

なす）

汎用データセット
低炭素材料特定製品EPD

20種類以上
（不足分は建築学会データをを活用する）

同左
＋

指定材の特定製品EPD

約200種類
（不足分は建築学会データをを活用する）

特定製品EPD
＋

同左

上記計500種類＋
α

重視する部材 主要躯体~仕上げまで
ｾﾒﾝﾄ・金属系建材・低炭素材料

削減努力を反映し
たい範囲全て（部
材・設備等まで）

データの第三者性
（認証制度での活用）

ー 必要
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6.4.2. データ作成者ヒアリング 
(1) データ作成者ヒアリング計画 
EPD 取得促進のための課題と要望の抽出を目的とし、データ作成者を対象としたヒアリング

を実施した。 
データ作成者とは、主に建材設備の製造業者を想定し、主要建材設備業界団体、代表メーカ5 

ーなどを対象とした。また、SWG 活動外からは所属委員が実施した大学での研究活動からも情
報提供を受けており、両ヒアリング結果を合わせた分析を行った。

 
図 6.38 ヒアリング対象 

 10 
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図 6.39 ヒアリングシート (1) 
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図 6.40 ヒアリングシート (2) 

 

図 6.41 ヒアリングシート (3) 



90 

 

 

図 6.42 ヒアリングシート (4) 

 
図 6.43 ヒアリングシート (5) 
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(2) データ作成者ヒアリング結果まとめ 

 

図 6.44 大学研究活動からの情報提供からのヒアリング結果 

 
図 6.45 SWG で行ったヒアリング結果まとめ 5 
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6.4.3. データ運営者ヒアリング 
(1) データ運営者ヒアリング計画 
第三者検証サービス供給力の拡充を目的とし、データ運営者を対象としたヒアリングを実施

した。 
データ運営者とは、国内唯一の EPD プログラム運営を行う SuMPO と、建築分野の専門性が5 

高く、認証体制への参入可能性のある機関の代表として日本建築センター、ベターリビングに
協力を仰いだ。 

 
(2) 新認証体制案とヒアリング結果まとめ 
 ヒアリングの成果として関係者合意の元に新規認証体制案のイメージ図を作成した。 10 

 
図 6.46 新規認証体制案イメージ図 

建築建材分野のEPDおよびPCR検証サービス供給⼒の強化を⽬的とし、早期に実
現可能な体制として既存の認証体制を拡張した複数機関による新規認証体制案を
データベース検討SWGで検討した。以下はそのイメージ（案）である。

＊ 建築分野の専門性を有し、中立的な機関が新規参入する可能性のある役割を示す。
（機関の例として日本建築センター(BCJ)様・ベターリビング(BL)様等）
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図 6.47 ヒアリング結果まとめ（1） 

 

 
図 6.48 ヒアリング結果まとめ（2） 5 
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6.4.4. ドイツ連邦建設都市国土研究所（BBSR）との意見交換 
データベース整備が進むドイツより日独交流を目的にドイツ連邦建設都市国土研究所（BBSR）

が来日した。交流会ではドイツの現在政策に至る社会的背景や構造化 PCR、今後の方針等につ
いてヒアリングを行った。 

 5 
図 6.49 ヒアリング結果まとめ 

 
ドイツ側からの情報提供：質疑回答形式 

質疑項目 BBSR 回答 
ドイツの EPD 整備現況に至
るまでの政策アプローチの
経緯。EU 指令の影響や業界
の自主的取組み姿勢が与え
た影響、サスティナビリテ
ィ情報開示の進展が与えた
影響など。積み上げベース
の考え方が主流となってい
る社会的背景（日本は産業
連関表ベースが主流。） 

・公共建築として模範モデルとなることを目指しているためサスティナビ
リティ情報開示の影響は現段階で大きくはない。ただし、社会情勢として
開示への対応を行う必要性は感じており、排出量証書という形でカバーす
ることを検討している。そういった意味で ÖKOBAUDAT やツールの開
発は継続していきたい。 
ドイツにおけるデータベース整備の変遷 
・2004 年～データ整備を開始 当時データセット数 70（ジェネリックデ
ータのみ） 
・2005 年 最初の EPD が開発 
・ 2007 年に EPD を用いた建築物の評価ツールが開発された。しかし
EPD はあくまでボランタリーなものなので、EPD だけを使って評価をす
ると精度が荒くなってしまった。 そこで、建築物の評価のクオリティを
高めるために ÖKOBAUDAT を開発した 
・2008 年～建物の LCA 評価を開始。 
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      同時期にデータベースの質担保を目的に ÖKOBAUDAT の開
発 
・2023 年 ÖKOBAUDAT には 1400 のデータセットが登録。その内 500
がジェネリックデータ 
  ⇒この数について不十分と考えている。設備機器のデータが特に不
足。750 が最終目標 
   海外製品にも今後範囲を広げていきたい。 
・2045 年 カーボンニュートラル達成目標 

ドイツ独自の産業事情が建
材データベースに与えた影
響。製造業が盛んであるこ
とから他国利用を意識して
いるか。また他国利用を意
識する場合に重視すべき
点。 

・EU がグリーン製品単一市場構想の一環として開発した製品環境フット
プリント（PEF）にはドイツでは対応できていない。EU 内など多国間調
和を図るのはこれからの検討であるが、様々な環境表示システムに対応で
きるようフレキシビリティを持たせた整備を心掛けている。 
・ドイツで整備しているジェネリックデータはデータセットに安全率を上
乗せして整備したが、産業界からのアプローチにより個社の環境品質アピ
ールに対する要望があり、政府は個別製品の EPD が LCA 評価に耐えうる
品質を担保していることを条件に個社の努力を評価するシステムとして発
展させた。 

現在進行中の最新情報、若
しくは将来の方針。 

・A1-A3 だけでなく A4, A5 の評価も必要であると考えている。 
・EU 内で統一化されたデータベースプラットフォームへの調和 
・今後継続してドイツ‐日本の情報共有を行う。20 年で得た知見により
アドバイスできる。 
・エミッションをオフセットすることもしていきたい 
・ドイツは国内のシステムがしっかりしていることもあり、国際化には前
向きである。 

EPD オンラインツールを提
供しているベルリン IBU を
BBSR から紹介して頂く事
ができるか。 

紹介は可能である。 
ドイツの 20 年の経験から日本に最適な窓口を紹介できると考えているの
で今後も窓口は BBSR として対応していきたい。 
・ドイツでは 10 のツールがある。ツールのプログラム品質の担保が重要
であると考えている。ツールのプログラム認証機能は現状ない。 
・EPD に関しても 6 つの団体や企業がある。 

日本の PCR 整備状況現状と
今後整備方針としての構造
化 PCR についてのご意見。 

・構造化 PCR については認識している。CorePCR だけでは算定結果の精
度については懸念があり、詳細な PCR を作成することで個々の削減ポテ
ンシャルを算定できるような仕組みが必要。 
・ドイツでも建材のジャンルごとに PCR が設けられており、調和されて
いない。その結果、EPD の精度が落ちることが考えられている 

ＥU 内の他国からの建材デ
ータの扱いについて。国別
排出係数の違いや他国間移

EU 内など多国間調和を図るのはこれからの検討であるが、様々な環境表
示システムに対応できるようフレキシビリティを持たせた整備を心掛けて
いる。 
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動を行う建材に対する扱い
など。 

輸入建材の環境負荷の算出方法は場合による。 
・その国の、その製品の EPD がしっかりしたものであれば、その値を使
うことも考えられる（一部、エコバウダットに組み込まれている） 
・もしそうでなければ、ドイツの general data を使うしかない。 

断熱性や耐久性といった性
能とエンボディドカーボン
のトレードオフの捉えられ
方 

アップフロントカーボンの影響は半分くらいにしか考えていない。 

EPD が活発／消極的な分野
とその理由 

冷暖房や電気設備といった機械製品ではデータが足りていない、EPD も
無いような状況。 
機械製品は部品の数が多く、調達の段階で国外を経るため EPD を作るの
が難しいのだろう。 

  

 
 

6.5. EPD の取得推進方針と整備方針 

6.5.1. EPD の取得推進方針 
 建物の LCA を正しく評価するため、国内データベースの方向性を個別製品の EPD として定5 
めた。個別製品 EPD 普及のための現状課題について、各課題解決に向け実施した多方面ヒアリ
ングの結果を SWG 内で議論し、下記の通り EPD の取得推進方針を定めた。 
 

 
図 6.50 EPD の取得推進方針  10 
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6.5.2. EPD の整備方針 
 整備方針は当面の対応として「普及期」、将来的に目指すべき方向性として「成熟期」に分
け、運用しながら順次制度を高めていく方針として整理とした。 
成熟期にかけては個別製品 EPD の普及促進、普及期においては不足する個別製品 EPD の代

替データとして工業会・団体 EPD を割増した安全側割増の暫定値データセットの整備を行い、5 
不足分の原単位データを補填する計画とした。 
算定ルールは比較可能で汎用性の高い構造化 PCR を整備方針として掲げた。  
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図 6.51 原単位データ整備の当面と将来の展望 

算定ルールの
整備方針

2024年度以降に算定ルール策定のための会議体をデータベース検討
SWG内に設置することを検討した。
構造化PCR（比較可能な算定ルール（※））を検討する
課題）件数の膨大さ・策定方法・策定会議体の設定
※ 排出係数、使用エネルギー、地域や時期が反映可能なルール

業界団体別に構造化PCRを整備 、算定範囲等基本ルールを統一し公平性に配慮
汎用性が高く幅広い建材と幅広い企業規模への配慮

整備すべき
データベースの類型

生産国別 もしくは 生産地域別 の 《汎用データセット》(no EPD)
〈安全側割増の暫定値ﾃﾞｰﾀｾｯﾄ〉 〈業界標準の代表値データセット〉

工業会・団体別の
暫定値データセット

※整備方法､対象､分類について次頁で議論

工業会・団体別の
代表値データセット

（業界団体 公表のLCIデータ)
例：日本鉄鋼連盟公表のLCIデータ

主要構造材（鉄･ｺﾝｸﾘｰﾄ･木）の
代表値データセット
（文献値に基づくデータ)

例：日本建築学会学術論文集の引用値
(例：国内における｢合板(北米産)｣のデータ)

《業界EPD》
〈平均値EPD〉

複数社平均EPD
例：AGC と 日本板硝子 と セントラル硝子プロダクツ の平均

工業会・団体EPD
例：板硝子協会

《個社EPD》
〈平均値EPD〉 〈代表値EPD〉 〈特定製品EPD〉

製品群EPD
A社の E製品群

（例：せっこうボード類
＝C製品とF製品とG製品の平均値）

ｼﾘｰｽﾞ製品EPD
A社のC製品(白)､(黒)

個社EPD
A社のC製品

（B工場とD工場
の平均）

工場特定EPD
A社のB工場で
製造したC製品

(取得方法)
ﾃﾝﾌﾟﾚｰﾄEPD

A社のB工場で
製造したC製品

データベースの視点 普及期 成熟期
2023年度 ～ 当面 （2026年度を目途） 将来

整備着手の
考え方

特定製品EPD：優先順位は設けない
少 ⇒ 多

汎用データセット：
躯体、外装、内装（石膏ボードまで）

⇒ 内装その他、設備（※）等
少 ⇒ 多

※）設備のデータベースは空衛学会・電
気設備学会と連携していく。

各EPDプログラム
例：SuMPO環境

ラベルプログラム
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図 6.52 暫定値データセットの位置づけと活用方法 

 
図 6.53 PCR 策定のための建材製品分類 

建材の製品分類について
• 構造化PCR策定のためには、網羅的な階層構造による製品分類が必要。
• 建材業界団体の分類に近く、建築の発注に整合した公共建築工事標準仕様書を参考分類の

草案とする。
• 公共建築工事標準仕様書は建材業界団体のほとんどが関わっているため連動しやすい。
• 先行するBIM推進会議でも同様の方針

EPDの整備に先行して、PCRの策定が必要となる。
建材の特性(多数・大量の製品、多様なメーカー等)に合わせた実用的なPCR（製品カテゴ
リ ルール）の在り方、策定方法について、データベース検討SWG内で議論した。

対象 分類 備考
日本標準産業分類 全産業 4層構造

大分類(  20項目) 中分類(     99項目)
小分類(530項目) 細分類(1,460項目)

Archimap（建材情報センター）
https://www.archimap.ne.jp/

建材･設備 3層構造
製品分類 細分類(1,420項目)
掲載数12,800製品､12,800企業

掲載製品 12,800製品
掲載企業 12,800社

公共建築工事標準仕様書
(公共建築協会)

建材・設備 3層構造(〇〇工事編･編･節) 建設業界におけるスタンダード
として民間工事も含め広範に用
いられている製品分類である。

【以下は参考】
IDEA 全産業 データ数 約5000

(基本分類数は約2000)

日本建築学会LCA指針 建材･設備 約400
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図 6.54 PCR 原案策定の手順 

 

図 6.55 公共建築工事標準仕様書における製品分類「建築工事編」 

建築工事編
２章 仮設工事
２節 縄張り、遣方、足場等
３節 仮設物
４節 仮設物撤去等
３章 土工事
２節 根切り等
３節 山留め
４章 地業工事
３節 既製コンクリート杭地業
４節 鋼杭地業
５節 場所打ちコンクリート杭
地業
６節 砂利、砂、捨コンクリー
ト地業等
５章 鉄筋工事
２節 材料
３節 加工及び組立
４節 ガス圧接
５節 機械式継手
６節 溶接継手
６章 コンクリート工事
２節 コンクリートの種類及び
品質
３節 コンクリートの材料及び
調合
４節 レディーミクストコンク
リート工場の選定、コンク
リートの製造及び運搬
５節 コンクリートの品質管理
６節 コンクリートの工事現場
内運搬、打込み及び締固め
７節 養生
８節 型枠
９節 試験等
10 節 軽量コンクリート
11 節 寒中コンクリート
12 節 暑中コンクリート
13 節 マスコンクリート
14 節 無筋コンクリート

15 節 流動化コンクリート
７章 鉄骨工事
２節 材料
３節 工作一般
４節 高力ボルト接合
５節 普通ボルト接合
６節 溶接接合
７節 スタッド溶接及びデッキ
プレートの溶接
８節 錆止め塗装
９節 耐火被覆
10 節 工事現場施工
11 節 軽量形鋼
12 節 溶融亜鉛めっき工法
８章 コンクリートブロッ
ク、ＡＬＣパネル及び押
出成形セメント板工事
２節 補強コンクリートブロッ
ク造
３節 コンクリートブロック帳
壁及び塀
４節 ＡＬＣパネル
５節 押出成形セメント板（Ｅ
ＣＰ）
９章 防水工事
２節 アスファルト防水
３節 改質アスファルトシート
防水
４節 合成高分子系ルーフィン
グシート防水
５節 塗膜防水
６節 ケイ酸質系塗布防水
７節 シーリング
10 章 石工事
２節 材料
３節 外壁湿式工法
４節 内壁空積工法
５節 外壁乾式工法
６節 床及び階段の石張り
７節 特殊部位の石張り

11 章 タイル工事
２節 セメントモルタルによる
タイル張り
３節 有機系接着剤によるタイ
ル張り
12 章 木工事
２節 材料
３節 防腐・防蟻・防虫処理
４節 鉄筋コンクリート造等の
内部間仕切軸組及び床組
５節 窓、出入口その他
６節 床板張り
７節 壁及び天井下地
13 章 屋根及びとい工事
２節 長尺金属板葺
３節 折板葺
４節 粘土瓦葺
５節 とい
14 章 金属工事
２節 表面処理
３節 溶接、ろう付けその他
４節 軽量鉄骨天井下地
５節 軽量鉄骨壁下地
６節 金属成形板張り
７節 アルミニウム製笠木
15 章 左官工事
２節 下地
３節 モルタル塗り
４節 床コンクリート直均し仕
上げ
５節 セルフレベリング材塗り
６節 仕上塗材仕上げ
７節 マスチック塗材塗り
８節 せっこうプラスター塗り
９節 ドロマイトプラスター塗
り
10 節 しっくい塗り
11 節 こまい壁塗り
12 節 ロックウール吹付け
16 章 建具工事

２節 アルミニウム製建具
３節 樹脂製建具
４節 鋼製建具
５節 鋼製軽量建具
６節 ステンレス製建具
７節 木製建具
８節 建具用金物
９節 自動ドア開閉装置
10 節 自閉式上吊り引戸装置
11 節 重量シャッター
12 節 軽量シャッター
13 節 オーバーヘッドドア
14 節 ガラス
17 章 カーテンウォール工
事
２節 メタルカーテンウォール
３節 ＰＣカーテンウォール
18 章 塗装工事
２節 素地ごしらえ
３節 錆止め塗料塗り
４節 合成樹脂調合ペイント塗
り（ＳＯＰ）
５節 クリヤラッカー塗り（Ｃ
Ｌ）
６節 アクリル樹脂系非水分散
形塗料塗り（ＮＡＤ）
７節 耐候性塗料塗り（ＤＰ）
８節 つや有り合成樹脂エマル
ションペイント塗り（ＥＰ－
Ｇ）
９節 合成樹脂エマルションペ
イント塗り（ＥＰ）
10 節 ウレタン樹脂ワニス塗り
（ＵＣ）
11 節 ステイン塗り
12 節 木材保護塗料塗り（Ｗ
Ｐ）
19 章 内装工事
２節 ビニル床シート、ビニル
床タイル及びゴム床タイル張

り
３節 カーペット敷き
４節 合成樹脂塗床
５節 フローリング張り
６節 畳敷き
７節 せっこうボード、その他
ボード及び合板張り
８節 壁紙張り
９節 断熱・防露
20 章 ユニット及びその他
の工事
２節 ユニット工事等
３節 プレキャストコンクリー
ト工事
４節 間知石及びコンクリート
間知ブロック積み
21 章 排水工事
２節 屋外雨水排水
３節 街きょ、縁石及び側溝
22 章 舗装工事
２節 路床
３節 路盤
４節 アスファルト舗装
５節 コンクリート舗装
６節 カラー舗装
７節 透水性アスファルト舗装
８節 ブロック系舗装
９節 砂利敷き
23 章 植栽及び屋上緑化工
事
２節 植栽基盤
３節 植樹
４節 芝張り、吹付けは種及び
地被類
５節 屋上緑化

公共建築工事標準仕様書における製品分類「建築工事編」

課題
・素材ベース建材（鉄・アルミ等）の進め方
・8章構造材の整理等
・J-CAT（2024年版、2024年10月公表予定）への反映
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図 6.56 公共建築工事標準仕様書における製品分類「設備編」 
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6.5.3. 2024 年度に向けた課題と今後情報収集と議論が必要な項目 

 

図 6.57 2024 年度以降の課題 

 
図 6.58 関連省庁のデータベースに関するスタンス 5 

2024年度以降の取組（案）
・工業会 /団体算定ルール策定のための会議体をデータベー

ス検討SWGが主体となって設定
・製品毎の算出方法の議論
・PCRが違う（国内既存・海外等の）EPD取り扱いの議論

工業会・団体別
EPD と 構 造 化
PCRの整備

・汎用データセット（EPD以外の類型）の整理、データセット名称
の検討
・割増率の見極めと割増を行う段階について、ツール側との調整

データセット
類型

・公共標準仕様書を基にした製品分類の検討
・BIM推進会議との連携
・コンクリート鉄アルミ等の素材ベース建材の対応

建材の製品分
類

・各種更新されたデータ（※）との連動をどうするか検討。
※電力排出係数、汎用データセット等

・環境配慮材の基準数値との比較表示可能性について検討

EPD全般

・当面新規参入機関の体制構築サポート
・検証機関を認証する機関の必要性について議論

認証体制

SWGが2023年度示すデータベース整備方針を踏まえた2024年度以降の活動に
ついて、具体的な指針と、継続して議論が必要な項目の案を下記に示す。
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図 6.59 関連省庁との交流の継続 

  

継続した情報収集が必要な項目案
関連省庁との情報共有の場の構築

一次データ取得に対する企業支援等各種事業の取組経産省・環境庁
電力排出係数の算定方法整理の取組
排出削減努力量の評価
CFPの算定結果確からしさやデータ取り扱い議論の動向

経産省

炭素貯蔵量及び効果の評価可能性（次ページ以降参照）林野庁
その他

・世界動向を注視。
（例として鉄鋼のスクラップ材の扱い等）
・各種性能とエンボディドカーボンのトレードオフの捉
え方
・木材以外の炭素固定性能を持つ建材の炭素固定量及び
効果の評価可能性

各種取り扱い

SWGが2023年度に示すデータベース整備方針を踏まえ、2024年度以降の活動
に関する具体的な指針とｔ、継続して議論が必要な項目の案をまとめた。
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図 6.60 林野庁との情報交流：炭素貯蔵量の扱い  
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図 6.61 ツール算定結果における木材・コンクリートの炭素固定量の表 

  



106 

 

7. 海外動向調査 

7.1. WLC に係る世界の国・自治体等の動向調査 

ホールライフカーボンに関する日本の政策、ツール、データベースが備えるべき国際性を定
めるため、各国自治体・国際イニシアティブの社会的背景や国別事情を含めた海外動向調査を
行った。調査結果を踏まえ、日本の政策、ツール、データベースが備えるべき国際性の水準に5 
ついて報告する。 

7.1.1. 欧州の最新動向 

 

図 7.1 EU タクソノミー規則建築分野
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図 7.2 欧州各国における LCA 規制の概要 

 
図 7.3 スウェーデンにおける LCA 規制の概要 

 5 
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図 7.4 北欧における LCA 規制の概要 

 
図 7.5 欧州における特徴的な LCA 規制アプローチ 

 5 
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図 7.6 フランスでの政策推敲プロセス 

 
ドイツでは公共建築物の計画を評価する評価手法 BNB が確立されている。 

 5 
図 7.7 ドイツにおける公共建築物評価手法 BNB の概要 
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図 7.8 ドイツにおける環境評価制度の概要 

 
図 7.9 ドイツにおける省エネ・LCA 関連の補助金制度 
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図 7.10 ドイツのデータベースと LCA 計算ツールの連携 

 

 
図 7.11 ドイツにおける LCA 計算ツールと BIM との連携システム 5 
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7.1.2. 北米の最新動向 
米国では、近年より LCA 政策の普及が進むが、各州の取組状況は国内でばらつきがみられ

る。特に北米、西海岸、カナダバンクーバーなどではエンボディドカーボン関連条例の制定が
進むなど取り組みが先進的であり、報告義務化が進む。今後は、独自に段階的規制強化の導入
を検討している州もある。 5 
一方、資本市場における ESG に対する関心の高まりから、民間でも環境認証評価制度の活用

など自主的な取り組みが広がっている。民間の最新動向を探るため、米国のグローバル不動産
会社の動きについても調査を行った。 

 
図 7.12 北米におけるエンボディドカーボン関連条例 10 
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図 7.13 米国の不動産業界の取組み 

 
図 7.14 バンクーバーのエンボディドカーボン関連条例 

 5 
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図 7.15 カリフォルニアのエンボディドカーボン関連条例 

 
図 7.16 ゼロカーボン認証規格 ILFI 

 5 
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図 7.17 CLF によるベンチマーク調査事例 

 

7.1.3. 豪州の最新動向 
 豪州でもエンボディドカーボンに対する政策は取組みが進む。一方、エンボディドカーボン5 
に対する報告義務、上限規制などは行われていない状況である。 

 
図 7.18 豪州でのエンボディドカーボン関連政策  
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図 7.19 豪州環境認証機関 NABERS 
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7.1.4. 海外における生物由来炭素貯蔵量の扱い 
 WLC 算定における生物由来炭素貯蔵量の評価、扱いについて調査を行った。特に、WLC 報
告義務の規制化が進む欧州での事例や算定法を定める国際規格を調査し、今後日本における対
応の参考とする。 

 5 
（a） 

 
（b） 

図 7.20 英国ロンドンでの事例 
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（a） 

 
（b） 

図 7.21 炭素貯蔵量の算定方法に関する国際規格・ガイドライン 5 
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（c） 

図 7.22 炭素貯蔵量の算定方法に関する国際規格・ガイドライン 

 5 
図 7.23 炭素排出の動的評価（フランス RE2020/ダイナミック LCA）  
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（a） 

 
（b） 5 

図 7.24 ダイナミック LCA 算定例  
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7.1.5. 各国の LCA 政策ドライバーの所在 
 LCA 政策が進む欧州、米国における LCA 政策を牽引するドライバー所在について、推進会議
委員からの情報収集および文献調査を行った。 

 5 
図 7.25 英国ロンドンの LCA 政策ドライバー 
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図 7.26 ドイツの LCA 政策ドライバー 

 
図 7.27 米国の LCA 政策ドライバー（CLF 政策リサーチャーインタビューより） 
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図 7.28  CLF によるエンボディドカーボン政策前進のためのテーマ検討レポート 

CLF『Advancing the LCA Ecosystem 2023』 
 

7.1.6. LCA 専門家人材育成制度 5 
 LCA 評価の義務化が制度化され、LCA 専門家に対する需要が高まっている。各国での専門家
養成プログラムの普及状況とその内容について調査した。 
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図 7.29 各国の LCA 専門家養成制度 

 

7.1.7. サーキュラーエコノミー（循環型経済） 
 脱炭素化を考慮する上で、持続可能な形で資源を利用する「サーキュラーエコノミー（循環5 
型経済）」への移行を目指すことが世界の潮流となっている。 
欧州においては循環型経済への移行を政策目標として掲げていることから、欧州でのサーキ

ュラーエコノミー関連政策の最新動向とその普及状況について調査した。 
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図 7.30 欧州におけるサーキュラーエコノミーの基準 

 
図 7.31 EU タクソノミーでのサーキュラーエコノミー要件の概要 

 5 
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図 7.32 欧州におけるサーキュラーエコノミー適合実態調査 
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7.1.8. アメリカ環境保護庁（EPA）建設資材・製品の環境情報開示に助成金 

図 7.33 アメリカ環境保護庁（EPA）建設資材・製品の環境情報開示に助成金（1/3）

図 7.34 アメリカ環境保護庁（EPA）建設資材・製品の環境情報開示に助成金（2/3）5 

7.1.8 アメリカ環境保護庁（EPA）建設資材・製品の環境情報開示に助成金（1/3）
2023年9月、EPAは、建築資材製品メーカー等に対しEPDの作成や、透明化、報告
基準の準備に総額1億ドルの助成を行うことを発表した。製品に起因するGHG排出
量の開示を促進し、排出量の少ない建設資材・製品市場の需要を喚起する狙い。

【参考URL】https://www.epa.gov/greenerproducts/grant-program-reducing-embodied-greenhouse-gas-emissions-construction-
materials-and より事務局和訳、概説

項目 内容
助成庁 アメリカ環境保護庁（EPA）

※バイデン政権の「アメリカへの投資」政策の一環、インフレ抑制法による
目的 米国全土でより低炭素の建設資材および製品の調達を促進するため

に、建設資材および製品に関連する温室効果ガス (GHG) 排出量
データの透明性と開示を向上させる。

助成件数 最大40件を見込む（適格なPJを選定）
助成金 総額1憶ドル

個々で25 万ドル～ 1,000 万ドル
申請受付期間 受付終了（2024年1月8日締め切り）
助成対象者 建設資材や製品の製造、再生、改修を行う事業およびそのようなビ

ジネスを支援する州、部族、非営利団体
助成対象PJ （※次ページにて詳細）

助成プログラム概要

助成対象となるプロジェクトにはEPD作成や標準化されたPCRの開発を奨励する取
り組み等が含まれる。信頼性と透明性の高いEPDやPCRの開発により、建設資材や
製品の公正な比較を可能とし、低炭素製品市場の活性化を促進させる。

プロジェクト分類 内容
①EPD作成のための新規
or改善プロジェクト

信頼性の高いなEPD を作成するための重要なデータ、分析、ま
たはフィードバックを新規および/または改善するプロジェクト。

②標準化されたPCRの開
発を奨励するプロジェク
ト

下記を含む標準化PCRの開発を奨励するプロジェクト。
・EPD作成に必要なデータの特定と収集方法の検討
・EPDでの報告方法の検討
・信頼性確保に必要な検証方法の検討

③EPD作成開示のための
ツールとリソース開発

EPDの作成と開示をより容易、迅速、かつコスト効率的にするた
めのツールやリソースの開発に貢献するプロジェクト。

④EPD の開発と検証 EPD をメーカーが作成するプロジェクト。
EPDを作成するための支援をメーカーに提供するプロジェクト。

⑤EPD データ プラット
フォームの構築

・EPDの報告、利用可能性、検証を支援
・異種のEPDシステムの標準化を支援
・建築設計・調達システムへのEPD統合を支援

対照プロジェクトの５つのカテゴリー
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図 7.35 アメリカ環境保護庁（EPA）建設資材・製品の環境情報開示に助成金（3/3） 

  

217

【参考資料】スケジュール

リリース

受付締め切り

選考結果通知
賞選定

プロジェクト開始
プロジェクト完了予定

【参考URL】 https://www.epa.gov/system/files/documents/2023-11/reducing-embodied-greenhouse-gas-emissions-for-
construction-materials-and-products-508.pdf より抜粋
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7.2. WLC 関連の脱炭素に向けた国際イニシアティブの動向調査 

 主要な脱炭素に向けた国際イニシアティブの最新動向を調査した。調査対象イニシアティブ
を下記に示す。 
 
,<本年度調査対象としたイニシアティブ> 5 
・IFRS S2 （国際サステナビリティ基準審議会/気候変動開示） 
・IEA EBC / Annex 89, 72,  
・SBTi / Building Sector guidance 
・ASHRAE / Zero Net Carbon Building performance 
・VCMI 及び ICVMI 10 
 

7.2.1. IFRS S2 （国際サステナビリティ基準審議会/気候変動開示） 

図 7.36 IFRS S2 （国際サステナビリティ基準審議会/気候変動開示） 

 15 
 
 
 
 
 20 

TCFDから気候関連情報開示の責任を引き継ぐISSBがサステナビリティ開示基準の最終版
を2023年6月に公開。スコープ1、2に加えてスコープ3の開示を求めていることから、今
後日本の建設・不動産関連企業のエンボディド算定・報告が必須となると予測される。

IFRS S2 （国際サステナビリティ基準審議会/気候変動開示）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

• 2023年6月、IFRSの国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）が2つのサステナビリ
ティ開示基準を公表。

• サステナビリティ関連財務情報開示の全般的要求事項（S1）
• 気候関連開示（S2）

※ISSBは国際会計基準（IFRS）設定主体を傘下に持つIFRS財団の下に設置。
IFRSは140ヵ国以上で義務化されている基準で日本でも使用を容認。

• 證券監督者国際機構（IOSCO）は、S1・S2の承認を決定しており、
今後各国でS1・S2に基づく各国基準が開発される方向。

• 日本においてもSSBJにてS1・S2をベースとした基準の開発が進む。
（2025年3月に公表予定）

• ISSB基準の特徴
• TCFDの枠組み「ガバナンス、戦略、リスク管理、指標と目標」に基づく開示。

→金融安定理事会(FSB)はS1・S2は「TCFDによる作業の成就」とし、来年以降、
IFRS財団が企業の気候関連開示の進捗に関する監督をTCFDから引き継ぐ。

• 気候変動開示ではScope3まで開示要請。
→見積りによる算定も許容される。ただし、各社がネットゼロに向けた削減を

示す中で、将来的には一次情報が必要。建築・不動産関連企業の場合、
エンボディドカーボンの算定・報告の準備が必要になると考えられる。
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7.2.2.1 IEA EBC Annex89 

 
（a） 

 5 
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（b） 
図 7.37 IEA EBC Annex89 の概要 (1) 

 
(a) 

 5 
(b) 
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図 7.38 IEA EBC Annex89 の概要 (2) 

 

 

(a) 5 
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(b) 

図 7.39 IEA EBC Annex89 の概要 (3) 

 

 5 
図 7.40 IEA EBC Annex89 の概要 (4) 
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7.2.2.2  IEA EBC Annex72 

 
(a) 

 
(b) 5 

図 7.41 IEA EBC Annex72 の概要 (1) 
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(a) 

 
(b) 

図 7.42 IEA EBC Annex72 の概要 (2) 5 
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7.2.3.1  SBTi Building Sector Guidance 

 
(a) 

 
(b) 5 

図 7.43 SBTi Building Sector Guidance の概要 (1) 
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(a) 

 
(b) 

図 7.44 SBTi Building Sector Guidance の概要 (2) 5 
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(a) 

 
(b) 5 

図 7.45 SBTi Building Sector Guidance の概要 (3) 
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図 7.46 SBTi Building Sector Guidance の概要 (4) 

 5 
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7.2.3.2 SBTi Beyond Value Chain Mitigation (BVCM) 

 
(a) 

 
(b) 5 

図 7.47 SBTi Beyond Value Chain Mitigation の概要 
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7.2.3.3 SBTi（パイロットテスト版ガイダンス） 

 
(a) 

 
(b) 5 

図 7.48 SBTi Pilot test 版ガイダンスの概要（1） 
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図 7.49 SBTi Pilot test 版ガイダンスの概要（2） 

7.2.4. ASHRAE, Standard Method : Zero Net Carbon Building performance 

 
図 7.50 Zero Net Carbon Building performance の概要 5 
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7.2.5.1 VCMI 
Claims Code of Practice （CoP）実践に関する主張規範

 
図 7.51 カーボンクレジット主張行動規範の概要 

7.2.5.2 ICVCM 5 
The Core Carbon Principles Assessment Framework 

 

図 7.52 高品質のクレジット要件と評価フレームワーク 
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7.3. 脱炭素の国際動向と政策・ツール・データベースの国際性の水準 

脱炭素の国際動向と政策・ツール・データベースの国際性の水準まとめを本 SWG 成果として
報告する。 

 

7.3.1. 脱炭素の国際動向と国際性の水準 5 
 今後ゼロカーボン推進会議から積極的に海外への発信を行う計画であることから、改めて

ゼロカーボン呼称の国際性水準を調査し、ゼロカーボンが世界的にも通用することを確認した。 

 
 図 7.53 ゼロカーボン呼称の国際性水準の確認 

  10 
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 国際動向の調査により各国の政策ドライバーの所在が報告され、特に先進的な取り組みが進
み今後日本の政策アプローチの参考となる欧州、米国についてまとめた。 

 
図 7.54 調査国の LCA 政策ドライバーの所在まとめ 

 5 
 各国の政策アプローチについての調査結果より、政策的優先順位・調査研究対象を定める上
での論点をまとめた。 

 
図 7.55 政策的優先順位・調査研究対象を定める上での論点  
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7.3.2. 政策・ツール・データベースの国際性の水準表まとめ 
 国外最新動向調査結果の要旨を下記国際性の水準表としてまとめた。各要旨について、政
策・ツール・データベースの視点で関連性の深い項目について色分けを行っている。 

赤字：政策 青字：ツール開発 SWG 緑字：データベース SWG 
調査項目 論点 調査結果要旨 

１） 建築

物の脱炭素

に関わる政

策・制度 

1 国際イニシア

ティブ 

(TCFD、ISSB、

SBTi、

CSRD/ESRS) 

求められる情報開

示の内容 

 WLC につながる

スコープ３排出量

の開示がどの程度

求められているか 

建設業界を含む幅広い産業セクターで各企業に 2050

年ネットゼロ達成目標策定を求める 

Scope3 の排出量の開示が義務化の流れ。もしくは

Scope3 排出量の開示を促進する動き。 

2 建築物に関す

る政策（支援・

規制・技術者育

成） 

活用方法 建築確認・補助金制度に活用・既設再利用の促進・木

材利用促進 

政策アプローチ ■対象用途や評価対象範囲の順次拡充や規制値の段階

的強化を計画しているが、政策的優先順位、多種多様

な物件での試算結果及び評価方法の熟度などを踏ま

え、そのステップは国により異なる。 

■欧州では評価方法公表から規制導入までの期間を約

3～6 年設けており、その期間で専門家会議の開催や

技術者育成、ケーススタディの実施等を行った後に規

制導入に至っている。 

■米国では LCA レポートの義務化が進み、一部先進

的な取組を行う北米ではエンボディドカーボンに対し

ベンチマークからの削減率を義務化する動き。ボスト

ン市では一定規模以上の建物に LEED 認証取得を必須

とする。 

新築建物の排出量

上限規制 

欧州・北米など先進的取組を行う自治体では建物用

途、特定規模を対象に制限規制を義務化が始まる 

インセンティブ 資金調達、企業のサステナビリティに関する情報開示

に対する信頼と信用の向上 

技術者育成 政府連携の NGO による資格や学位の取得コースを設

け専門職としての活用が広がる。 

その他、大学での専門コース設立、一般向けオンライ

ントレーニングの提供など。 
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支援 ドイツでは新築の住宅・非住宅の新築または全面改修

において持続可能な素材の採用で補助金 

新築住宅でライフサイクル GHG の基準レベルを満た

すと補助金 

3 ベンチマー

ク・ベースライ

ン 

設定方法 政策：自治体で AEC 業界と連携してケーススタディ

を実施。ガイドラインで基準値を設定する。 

イニシアティブ：基準年と目標年（中長期で設定） 

不動産業界：基本設計を基準とし、竣工時までの定期

報告 

調査項目 論点 調査結果要旨 

１） 建築

物の脱炭素

に関わる政

策・制度 

4 規制の種類 相対評価〇比▲％

減 

特定用途規模建物を対象にベースライン以下、もしく

は削減率を規定している。 

絶対評価（上限規

制） 

一部の国で指定された排出制限を満たす建材等低カー

ボン、サスティナブルな材料の採用を求める 

欧州では特定規模の建物に kgCO2/m2/yr の上限値を

定める事例がある。 

ドイツの公共建築物評価指標では kgCO2-eq/延べ床

面積で要求レベルが設定される 

段階評価（レーテ

ィング） 

オランダで建築環境の総合評価スコア制度 

ドイツの公共建築物評価指標では kgCO2-eq/延べ床

面積で要求レベルが設定される 

ボストン市で LEED 認証を利用した LCA レポート提

出 

段階的規制強化 欧州北米などで中長期で段階規制強化の兆候（2021

～2043 年頃まで各国で期間を設定） 

5 規制対象 新築/既存/改修 新築が多数。一部国で改修も対象となる 

6 評価対象 ・CO2 or  

CO2+フロン 

温室効果ガス 

欧州では 2030 年までにライフサイクルでの地球温暖

化係数算定義務化 

・アップフロント

のみ or ホールラ

イフ 

A1-A5 を対象とする事例が多い。 

欧州では A-D（但し、B6-8 除く）を対象とする、も

しくは当面 A1-A5、将来的に B～D にまで対象を拡大

する国もある。 

報告義務、上限規制の対象は国によって異なる。 
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木材などの固定炭

素の扱い 

フランス、ロンドンでは木材の炭素貯蔵を WLC 内で

評価する動きがある。 

関連規格・基準は ISO21930、EN15804+A2、

RICSWLC assessment for the built 

environment2nd edition に示される。※詳細は

SWG 報告参照 

・躯体のみ、内装

まで含む、設備ま

で含む 

躯体外皮内壁までが多い。 

スウェーデンでは段階的に設備、備え付け家具まで範

囲を拡大する予定 

調査項目 論点 調査結果要旨 

１） 建築

物の脱炭素

に関わる政

策・制度 

7 耐用年数 耐用年数（評価期

間） 

75 年（住宅） 50 年（事務所他）が主流。 60 年

（イギリス） 

長寿命建築の評価

の有無 

言及無し 

8 対象用途 規制対象となる建

物用途 

住宅、事務所、学校が多く国により商業他含まれる。 

対象外となる建物として工場が含まれないケースが多

い 

（カナダでは中規模以上の工場も含まれる） 

9 算定結果の表

示および評価方

法 

算定結果の単位

（t/年㎡）と評価

方法 

kg-CO2/m2 

2）各種取

り扱いと対

応  

1 再エネの取り

扱い 

オフサイトの再エ

ネをどこまで建築

物のネットゼロに

織り込むか  

SCOPE2 の算定にオフサイトの再エネの活用が有効  

追加性のあるオフサイトの再エネ 

自己託送、PPA（フィジカル PPA、バーチャル PPA） 

追加性のないオフサイトの再エネ導入 

電力会社の再エネメニュー、非化石証書、グリーン電

力証書の購入 

2 カーボン市場  カーボンオフセッ

トの扱い 

高品質なカーボンクレジットに対し認証制度 

ボランタリーカー

ボンマーケットの

動向  

企業のネットゼロ目標設定に対し、残余排出量へのオ

フセット利用を認める動き 

ネットゼロに認め

られうる要件 

高品質なカーボンクレジットとして認証を受けたクレ

ジットの購入。残余排出量をオフセット。 
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3 サーキュラー

エコノミー 

サーキュラーエコ

ノミーアクション

プランの動向 

欧州ではリサイクル建材の利用の義務付け（定量目標

を課す）、建造物のデジタル台帳の開発、土壌被覆の

抑制策などについて法案が策定される、または検討

中。※ 追加調査 

解体段階の排出

（C1-C4）の算出

への影響 

今後環境効率評価を求める規定について議論されてい

る。 

マテリアルパスポートによる廃棄やリサイクル率の改

善を推進する。 

調査項目 論点 調査結果要旨 

3） 算定ツ

ール 

評価に使われる

算定ツール 

One Click LCA、

Tally、●●●、

ケーススタディ事

例 

制限なしが多数 

One Click LCA が国際的に普及している主要算定ツー

ル、EN15978, ISO21930 に準拠した EPD の活用が

可能な算定ツールが主流 

ドイツでは政府が eLCA 算定ツールを無料公開 

CLF(カーボンリーダーシップフォーラム）は世界各地

千棟を超える建物を対象に算定結果のデータベースを

作成しベンチマークとして公表し各国が政策の参考と

している。 

 準拠している国

際規格 

ツールが準拠して

いる国際規格 

EN15804、EN15978 

算定結果の担保

方法 

  ドイツ公共建築では公共認定のツール・データベース

の利用を求める 

GHG プロトコル

との整合性 

SCOPE３の開示

に使用されている

か 

整合が主流 

4） データベース EPD、業界標準、

産業連関表もしく

は左記の併用 

EPD 推奨 

DB 構築・維持の

運営 

オンラインツールの整備で簡易化、コストダウンが図

られる 

認証体制など オンラインツールの整備で簡易化、コストダウンが図

られる 

海外製品 EPD の

取り扱い 

受入れには国内プログラムのフォーマット化と第三者

検証を求め品質の担保を行う 
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その他 複数データセット類型の整備と個社製品 EPD 普及の

ためのジェネリックデータセットの活用。ジェネリッ

クデータの活用により EPD を提出している製品やメ

ーカーが優位になる制度設計が行われる。BIM 連携が

図られる 

5） BIM 連携 海外の BIM 連携

事情 

基本問題検討 WG

に報告し 2024 年

度の方針として参

考にする  

データベース、算定ツールとの連携が図られる。

open BIM を用いた LCA の半／全自動化と、建築の

早期フェーズである建築計画における LCA への応用

が見られる。 

 
 

7.4. 2024 年度に向けた追加調査対象と課題 

 2024 年度以降期待される活動としては主に本年度行った海外の最新動向調査の継続の他、ゼ
ロカーボンビル推進会議の取組みの海外発信がある。 5 
追加調査項目としては、算定ツール・データベース視点で今後参考とすべき新たな視点につ

いて国際性の水準を追加調査する。海外発信の取組としては、本年度の推進会議成果を海外へ
広く発信することを予定している。 
 
 10 
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図 7.54 2024 年度以降の課題まとめ 

  

今後の動向が注目される政策、イニシアティブについては継続した調査を行う。
さらに算定ツール開発後に残る課題について海外での事例調査を行い、今後の算
定ツールとデータベースの段階的発展や政策展開の議論に貢献する。

追加調査対象
・先進する各国のWLC政策と主要イニシアティブの動向（2023年度からの継
続）
・Annex89の最新動向報告
・マテリアルパスポートの普及実態調査
・評価報告対象となるD（再利用・リサイクル・エネルギー回収）の具体内容
・炭素貯蔵量の扱い
算定ツール・データベース視点での2024年度課題
【データベース】EPD普及に向けた取り組み
‐ 各国でEPDの普及が課題
‐ 他海外での先進的な取り組みを調査する。

（データベースSWG側でドイツBBSRにヒアリングを実施報告済み）
【算定ツール】ベンチマーク設定に至る過程の調査
‐ ツールSWGではケーススタディを実施しCASBEEに反映する予定
‐ ベンチマーク設定に至る過程やケーススタディ（実施数・用途等）を調査し
国内ベンチマーク設定の参考とする。
- BIM連携が進むための仕組みづくり（業界連携等）
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8. 広報活動 

ホールライフカーボン関連のツールを使いこなせる人材育成を支援し、建築分野の脱炭素に
おけるホールライフカーボンの重要性や EPD 等のデータ整備の緊急性を発信していく方針であ
る。 

 5 

図 8.1  2023 年度の広報活動実績 

 

2023 年度の広報活動実績としては、ホールライフカーボン評価に関する初中級者向けの『連
続講座』1 期、2 期を実施した。1 期は主にエンボディドカーボン算定の専門家育成に向けたテ
ーマ、2 期は主に建材・設備のカーボン表示の拡充促進に向けたテーマで実施した。1 期全 5 回10 
における延べ参加者数は 2,800 人超、 2 期全 3 回における延べ参加者数は 1,500 人超となった。 
 

ホールライフカーボン関連のツールを使いこなせる人材育成を支援していく。
建築分野の脱炭素におけるホールライフカーボンの重要性やEPD等のデータ整備
の緊急性を発信していく。
2023年度の広報活動実績
ホールライフカーボン評価に
関する初中級者向けの『連続
講座』1期、2期を実施。
1期は主にエンボディドカーボ
ン算定の専門家育成に向けた
テーマ、2期は主に建材・設備
のカーボン表示の拡充促進に
向けたテーマで実施された。
1期全5回における延べ参加者
数は2,800人超、 2期全3回に
おける延べ参加者数は1,500人
超となった。
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図 8.2 連続講座 1 期の各回参加者数と参加者の属性

 

連続講座1期の各回参加者数と参加者の属性
【第１回】参加者 640名 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第 2回】参加者 620名 

【第 3回】参加者 512名 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第 4回】参加者 575名 

【第 5回】参加者 534名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【計】 参加者 延べ 2,881名 

 

連続講座2期の各回参加者数と参加者の属性
【第１回】参加者 613名 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第 2回】参加者 502名 

【第 3回】参加者 399名 

 

 

 

 

 

 

 

 

【計】参加者 延べ 1,514名 
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図 8.3 連続講座 2 期の各回参加者数と参加者の属性 
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9. まとめと今後の課題 

9.1. 2023 年度の成果 

1. 国内外動向 

① G7 大臣会合成果文書における建物のホールライフカーボン削減に関する言及や国際的
イニシアティブを背景に、スコープ１～２に加えて、スコープ３の情報開示の主流化な5 
ど、国際的圧力の高まりを確認した。 

② 建築物に係るライフサイクルカーボンの評価方法の構築（関係閣僚会議決定により３年
を目途）という政府の方向性が明示されたことを確認した。 

2. 当面と将来の展望 

① 算定ツール開発について、当面は国際動向を背景にスピード感をもって、国際標準に合10 
致した、実行可能な実用的精度のツールデザインを目指し、運用しながら順次完成度を
高めていくという展望を整理した。 

② 原単位データベース整備について、将来的な方向性を積み上げベースとして見据えなが
ら、当面は普及期として現存するあらゆる資源を活用し、成熟期にむけて建材・設備の
EPD 普及促進と認証体制構築に向けた EPD の類型、PCR 整備方針を検討し、運用しな15 
がら順次精度を高めていくという展望を整理した。 

③ 評価範囲について、評価の目的に応じて、算定対象・算定範囲を選択すること、当面は、
躯体+仕上げ+施工のアップフロントカーボンを算定開示・制度の評価範囲とすることに
ついて議論した。 

④ 日本における算定開示・制度の当面と将来の展望について議論した。 20 
3. 基本的条件 

① ホールライフカーボンを算定する上で、算定ツールが最低限守るべき、重要な基本的条
件である算定時期、評価期間などについて整理した。 

② 原単位データベースが最低限守るべき、重要な基本的条件である一貫性、実用性などに
ついて整理した。 25 

4. 備えるべき国際性の水準 

① 海外各国で異なるホールライフカーボン関連の政策アプローチやスコープ３開示が必須
となるサステナブル金融の潮流を整理した。 

② 算定ツールが備えるべき国際性の水準として、ケーススタディ蓄積を基にしたベンチマ
ーク設定・評価、大規模・新築の優先評価、耐用年数の固定設定などについて提言した。 30 

③ 原単位データベースが備えるべき国際性の水準として、EPD の類型、輸入材の扱い、
PCR の整備、BIM 連携などについて提言した。 

5. 算定ツール開発 

① 多様な使い方を想定した、建築物ホールライフカーボン算定ツール、J-CAT を開発した。 
② 数量ベース算定、簡易・標準・詳細の活用目的に合わせた 3 つの算定法の提供、デフォ35 
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ルト値・算定結果情報の充実、多様な削減手法への対応が可能な算定ツールとした。 
③ 施工段階や維持保全段階の GHG 排出量の算定方法の改良、不動産協会と連携したアッ

プフロンカーボン算定方法の導入、冷媒フロン漏洩の初期値設定、炭素貯蔵や経年変化
に関する算定結果表記について検討した。 

④ 産業界の意見を幅広く汲み取るためのケーススタディや国際的な算定ツールとの比較検5 
証により、J-CAT の妥当性確認や充実を図った。 

⑤ 算定作業効率化に資する、今後の BIM 連携のための課題を整理した。 
6. 原単位データベース検討 

① 将来的な方向性を積み上げベースとして見据えながら、当面は普及期として現存するあ
らゆる資源を活用し、成熟期にむけた建材・設備の EPD普及促進と認証体制構築に向け10 
た EPD の類型、PCR 整備方針を検討し、運用しながら順次精度を高めていく。建築物
全体の評価が可能となる建材データベース構築、数多くの建材が対応可能な仕組みを構
築という、当推進会議が目指すデータ整備方針を明示した。 

② 原単位データベースの現状分析、課題解決に向けた多方面関係者へのヒアリングを実施
した上で、EPD の取得推進・整備方針を整理した。 15 

③ 構造化 PCR（比較可能な算定ルール）の策定検討、 EPD 取得へのインセンティブを働
かせ普及促進に寄与する、安全側割増の暫定値データセット整備検討、整備すべきデー
タベース類型、整備着手の優先順位の考え方など、EPD の取得推進・整備方針を提言し
た。 

④ 建築建材分野の EPD 及び PCR 検証サービス供給力の強化を目的とし、早期に実現可能20 
な体制として既存の認証体制を拡張した複数機関による新規認証体制案を検討した。 

7. 海外動向調査 

① ホールライフカーボンに関連した各国自治体・国際イニシアティブの社会的背景や国別
事情を含めた海外動向調査、米国、欧州におけるホールライフカーボン関連の政策ドラ
イバーについて調査した。 25 

② 各国におけるホールライフカーボンの政策状況を調査した。多種多様な物件での試算結
果及び評価方法の熟度などを踏まえ、政策的な優先順位を踏まえつつ、段階的に規制等
の拡充が実施されている状況を確認した。 

③ IFRSの国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）によるサステナビリティ開示基準公表、
SBTi Building Sector Guidance、生物由来炭素貯蔵量の評価基準であるダイナミック30 
LCA、EU タクソノミー分類基準におけるサーキュラーエコノミー要件、ドイツにおけ
る LCI データベース Okobaudat やマテリアルパスポートなど、 ホールライフカーボン
に関連した最新情報を調査した。 

④ 海外動向調査を基にした、脱炭素の国際動向と政策・ツール・データベースの国際性の
水準について整理した。 35 

8. 広報活動 

① ホールライフカーボン評価に関する初中級者向けの『連続講座』第１～２シーズンを実
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施した。第１シーズンは主にエンボディドカーボン算定の専門家育成に向けたテーマ、
第２シーズンは主に建材・設備のカーボン表示の拡充促進に向けたテーマで実施され、
第１シーズン全 5 回における延べ参加者数は 2,800 人超、第２シーズン全 3 回における
延べ参加者数は 1,500 人超となった。 

 5 
9.2. 今後の課題 

① ホールライフカーボン関連の制度設計に向けた議論の深度化 
対象範囲、対象、制度策定スケジュール、段階的な制度拡充など 

② 建築物ホールライフカーボン算定ツール（J-CAT）の充実 
ベンチマーク策定のためのケーススタディ事例充実と策定方法の検討、CASBEE-建築10 
への組込、BIM 連携 

③ 原単位データベースの構築、普及促進 
構造化 PCR構築、安全側割増の暫定値データセット整備、整備すべきデータベース類
型や整備着手の優先順位の考え方の整理、認証体制の構築 

④ 国際整合 15 
ホールライフカーボンに関する制度や国際イニシアティブの最新動向、算定ツールや
原単位データベース関連情報の継続調査 

⑤ 広報・普及活動 
国際会議における発表や IBECs ホームページ上での英文資料掲載などを通じて、ゼロ
カーボンビル推進会議の取組や耐震性能等、日本の特徴が算定結果に与える影響につ20 
いて海外に向けて発信 
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APPENDIX-1 用語集 

用 語 解 説 

１次データ 製品システム内で実際に取得されたデータに基づく計算から得られるプロセス、活
動、排出係数の定量化された値。 

２次データ 
1 次データの要件を満たさないデータを指す。2 次データの情報ソースとして、外
部データベースや論文等の同一製品カテゴリー・プロセスのデータ、代理データ
（外挿・スケールアップ・カスタマイズ）が存在する。 

3EID 

産業連関表による環境負荷原単位データブック。3EID の環境負荷原単位は，各部
門の単位生産活動（百万円相当の生産）に伴い直接間接的に発生する環境負荷量を
示した数値であり，部門間の投入と産出の構造を基礎とする産業連関分析によって
算出される。 

AEC（企業） architecture, engineering and construction （companies） の略称 
建築、エンジニアリング事務所、建設会社。 

AIJ LCA 指針 

AIJ（日本建築学会）による建物のライフサイクルにおける CO2、NOX、SOX、廃
棄物の発生量および一次エネルギー・資源の消費量の評価手法をまとめた指針。建
物のライフサイクル・アセスメント（LCA）に関する基本的知識の解説も網羅して
いる。建築分野における地球温暖化防止対策、環境負荷軽減対策の一助となる一
冊。 

BBSR 

Bundesinstitut für Bau-, Stadt- und Raumforschung（連邦建築・都市・空間研究研
究所）の略称 
ドイツの連邦建築・地域計画局の研究所。連邦住宅・都市開発・建設省 (BMWSB) 
を支援し、住宅、不動産、建設、都市開発および空間開発に関連するタスクに関す
る科学的な政策アドバイスを提供する。 

BNB 

Bewertungssystem Nachhaltiges Bauen（持続可能な建築のための評価システム）の
略称 
BNB 認証制度は、36 の基準に基づいて公共建築物の持続可能性を評価する。ドイ
ツ・サステナブル建築協議会（DGNB）が開発したもので、持続可能な建築を実践
的に適用、測定、比較できるようにする。 

BS EN15978 

欧州規格：建設工事の持続可能性-建築物の環境性能の評価-計算方法 
ライフサイクルアセスメント (LCA) およびその他の定量化された環境情報に基づ
いて、建物の環境パフォーマンスを評価するための計算方法を指定し、評価結果の
報告および伝達の手段を提供する。 

BVCM 

Beyond Value Chain Mitigation の略称 
Science Based Targets initiative（SBTi）の中で定められた、企業が世界全体として
ネットゼロを達成するために、自社バリューチェーンの外、「バリューチェーンを
超えた」形で追加的な排出削減等を行なう追加的な取り組み。 

CALGreen The California Green Building Standards Code の略称 
カリフォルニア州グリーン建築基準法。州が義務付けた最初のグリーン建築基準。 

CCP 
The Core Carbon Principles (CCPs) の略称 
コアカーボン原則。情報開示と持続可能な開発に関して厳格な基準を設定する、信
頼性の高い炭素クレジットの世界的なベンチマーク。 
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用 語 解 説 

CFP ガイドラ
イン 

経済産業省が取りまとめたカーボンフットプリントに関するガイドライン。カーボ
ンフットプリントの算定及び検証について、上記の観点から具体的に必要と考えら
れる事項・枠組について整理し、それを満たすことで一定の確からしさを担保する
ことができる。 

CFP レポート 

経済産業省が取りまとめたカーボンフットプリントに関するレポート。国内外のカ
ーボンフットプリントを巡る状況を整理し、日本企業のサプライチェーン全体での
排出削減と製品・産業の競争力強化の観点から、参照すべきルールを考察するとと
もに、カーボンフットプリントに関連する政策対応の方向性を明示する。 

CLF 
Carbon Leadership Forum の略称 
建築家、エンジニア、請負業者、材料サプライヤー、建物所有者、政策立案者、団
体を結集したワシントン大学の建築環境学部による組織 

CLT 
Cross Laminated Timber（JAS では直交集成板）の略称で、ひき板（ラミナ）を並
べた後、繊維方向が直交するように積層接着した木質系材料。 

CoP 
Claims Code of Practice の略称 
炭素クレジットの自主的な使用に関する主張の実施規範 

Core PCR 
幅広い建築・建設資材を算定可能とする汎用性の高い PCR。性質が近い製品はコ
ア PCR を基に策定 Core-PCR により幅広い建築資材の LCA 算定及び EPD 化（第
三者検証）が即時可能になる。 

Cradle to Cradle
認証  

ドイツのハンブルグで 1987 年に設立された EPEA（環境保護促進機関）が行って
いる、グローバルな環境認証。Cradle to Cradle は「ゆりかごからゆりかごへ」の
意でサーキュラーエコノミーの原点となる考え方。 

DGNB 

Deutsche Gesellschaft für Nachhaltiges Bauen（ドイツの持続可能な建築評議会）
の略称 
建築物や都市空間を、そのライフサイクル全体にわたって持続可能性や福利のパラ
メーターに従って総合的に改善することを専門とする認証機関。 

ecoinvent 欧米を中心に広く使われている海外排出原単位データベース 

EN15804＋A1 

欧州規格：建設工事の持続可能性－環境製品の宣言－建設製品の製品カテゴリのコ
アルール 
建設工事の持続可能性に関する欧州規格。建設製品の製品カテゴリの中核となる規
則をカバーし、あらゆる建設製品および建設サービスのタイプ III 環境宣言のため
の中核となる製品カテゴリ規則 (PCR) を提供する。 

 

  



160 

 

用 語 解 説 

EN15804＋A2 EN15804＋A1 の 2019 年更新版。 

ESG 投資 

ESG は、環境(Environment)・社会（Social）・ガバナンス(Governance)の英語の
頭文字を合わせた言葉。投資家が投資先の価値を測る材料として、キャッシュフロ
ーや利益率などの定量的な財務情報に加え、非財務情報である ESG の要素を考慮
する投資。 

GHG プロトコル 

温室効果ガス（GHG：Greenhouse Gas）排出量の算定・報告に関する世界的な基
準。1998 年に世界環境経済人協議会(World Business Council for Sustainable 
Development: WBCSD)と世界資源研究所(World Resources Institute: WRI)によっ
て共同設立された。 

GSCC 

The Global Steel Climate Council の略称 
鉄鋼業界の基準を確立し、鉄鋼業界メンバーによる炭素排出削減を提唱することに
より、気候戦略を推進するために組織された非営利団体。 鉄鋼メーカー、業界団
体、エンドユーザー、スクラップ金属サプライヤー、非政府組織など、35 を超え
る国際的な生産メンバーとサポーターが参加。 

ICVCM 
The Integrity Council for Voluntary Carbon Markets の略称 
自主的炭素市場のための独立したガバナンス機関。一連のコアカーボン原則
（ CCP）を確立、主催、管理する。 

IEA EBC 
International Energy Agency Energy in Buildings and Communities の略称 
国際エネルギー機関により設立された建物および地域社会におけるエネルギーに関
する実施協定。 

ILFI 
International Living Future Institute の略称 
ゼロ・カーボン第三者認証規格。 

ISO21930 

国際規格：建築・土木工事におけるサステナビリティ 建設製品およびサービスの
環境製品宣言に関する基本規則 
あらゆるタイプの建設工事で使用される建設製品とサービス、建設要素、および統
合技術システムに関する環境製品宣言 (EPD) を開発するための原則、仕様、要件
を規定する。 

LCA 日本フォー
ラム 

日本におけるライフサイクルアセスメント(ＬＣＡ)に係わる産業界、学界、国公立
研究機関の関係者が集うプラットフォーム 

LETI 

London Energy Transformation Initiative の略称 
ロンドンの建築環境をネット・ゼロ・カーボンに合わせて移行することを支援する
ために設立されたイニシアティブ。開発者、エンジニア、住宅協会、建築家、プラ
ンナー、学者、持続可能性の専門家、請負業者、施設管理者で構成される。 

LVL 
ロータリーレースやスライサーなどの切削機械で切削された単板(Veneer)の繊維方
向(木理)を、平行にして積層・接着して造られる木材加工製品。 
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用 語 解 説 

NABERS 
National Australian Built Environment Rating System の略称 
オーストラリアの建物や賃貸物件の環境パフォーマンスを測定する国家評価システ
ム。 

NETs 
ネガティブエミッション技術。大気中の CO2 を回収・吸収し，貯留・固定化する
ことで大気中の CO2 除去 に資する技術。 

ÖKOBAUDAT 
ドイツにおける建築物のライフサイクル評価の計算の基礎となる建築材料データベ
ース。欧州規格 EN 15804 に準拠し、高品質で品質保証されたデータセットを提供
し、ドイツの持続可能な建設に関する全ての認証制度で参照されている。 

PCR 
Product category rule の略称 
SuMPO 環境ラベルプログラム内で利用可能な算定ルール。 

QNG 
Qualitätssiegel Nachhaltiges Gebäude（サステナブル建築物認定証）の略称 
建物の生態学的、社会文化的、経済的品質に関する一般的および特別な要件の充足
を保証する、建物に対する州の品質ラベル。 

RE2020 

Réglementation environnementale 2020 の略称 
フランスにおけるすべての新築建築物に対するエネルギーおよび環境規制。ライフ
サイクル分析を通じて新築建築物に環境性能を導入する最初のフランスの規制であ
り、世界でも最初の規制の 1 つ。 

RICS 
Royal Institution of Chartered Surveyors の略称 
英国王立公認測量士協会。知識を向上させ、基準を維持し、現在および将来の専門
家にインスピレーションを与えるために公益のために活動する主要な専門機関。 

The LONDON 
PLAN 

ロンドン市長によって作成され、グレーター・ロンドン庁によって発行される、英
国グレーター・ロンドン地域の法定の空間開発戦略。 

VCMI 

Voluntary Carbon Markets Integrity Initiative の略称 
大気への実質的かつ追加の利益を提供し、自然保護を支援し、野心的な環境への移
行を加速する、完全性の高い自主的炭素市場 (VCM) を実現することを使命とする
国際的な非営利団体。 

エコリーフ 

製品の環境情報を、ライフサイクルアセスメント（LCA）手法を用いて定量的に表
示し、インターネットなどを通じて公開することにより、ラベル利用者がグリーン
購入・調達に活用するとともに、メーカーが環境負荷のより少ない製品（エコプロ
ダクツ）を開発・製造・販売していくための動機付けとなることをねらいとした環
境ラベル。 

グリーン製品 
廃棄物等を資源として有効利用し，品質や安全性などの一定の基準を満たした製品
など，環境に十分に配慮された製品。グリーン購入法やグリーン購入ネットワーク
のガイドラインに適合した商品やエコマーク商品、グリーンマーク商品を指す。 

サーキュラーエ
コノミー 

あらゆる段階で資源の効率的・循環的な利用を図りつつ、付加価値を最大化するこ
とを目指す社会経済システム。 
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用 語 解 説 

ダイナミック 
LCA 

RE2020 における動的なライフサイクルアセスメントの評価方法。炭素排出が早く
発生するほど地球温暖化係数への影響が大きく、遅く発生するほど影響が小さくな
ると仮定されている。 

トレードオフ 
一方を追求するともう一方を犠牲にしなければならないという、二律背反の状態の
こと。 

構造化 PCR 

幅広い製品群を算定できるよう構造化された PCR。PCR の対象製品群を SuMPO
環境ラベルプログラム事務局主導で戦略的に設定し、新規事業者がスムーズに参入
できるよう整備。国外 EPD プログラムとの相互認証／ PCR 共通化に向けた PCR 
設定である。 

産業連関表 
国内経済において一定期間（通常 1 年間）に行われた財・サービスの産業間取引を
一つの行列（マトリックス）に示した統計表。原則として、西暦の末尾が 0 及び 5
の年を対象年として、関係府省庁の共同事業として作成される。 

生物由来炭素 植物や動物などの生物が光合成や呼吸によって作り出す有機物。 

波及効果 新規の需要発生により、必要となる生産活動から発生する他産業への間接効果 

ライフサイクル
カーボンの枠組
み図 

WBCSD, Net-zero buildings: Where do we stand?  
Figure 7:Whole life cycle stages, EN15978 (2011)日本語訳（素案） 
 

 

※ B4 の和訳は「交換」（2022 年度推進会議素案）から「更新」（2023 年度
推進会議案）として修正を加えた。 
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APPENDIX-2 算定ツールによるケーススタディ詳細結果 

本ケーススタディでは約 30 棟、8 用途、4 構造種別と幅広いケーススタディを実施し、国内
物件における Upfront Carbon、Whole Life Carbon の傾向を分析した。 

 
表 APPENDIX-2-1 算定対象プロジェクト一覧 5 

 

 

 

 

算定対象プロジェクト建物No.委員 階数面積主構造主用途新築・改修
aCRC造事務所新築①－1① aCRC造事務所新築①－2
eGSRC造集合住宅新築②－1

②
aES造流通施設新築②－2
cDS造事務所新築②－3
bERC造集合住宅新築②－4
bBS造事務所新築②－5
bDS造事務所新築③－1③ bES造病院・診療所新築③－2
cDS造事務所新築④－1④ aCRC造集合住宅新築④－2
aC木造学校（小中高）新築⑤－1⑤
aDS造事務所新築⑥－1⑥ bDSRC造事務所改修⑥－2
bGS造流通施設新築⑦－1⑦
bES造事務所改修⑧－1⑧ aDRC造集合住宅新築⑧－2
dGS造事務所新築⑨－1

⑨
cDS造事務所新築⑨－2
eHS造複合用途（主用途：事務所）新築⑨－3
eHRC造集合住宅新築⑨－4
dHS造事務所新築⑨－5
cES造ホテル・旅館新築⑩－1⑩
bGS造病院・診療所新築⑪－1⑪ aES造学校（小中高）新築⑪－2
cC木造集会施設新築⑫－1⑫ cES造事務所新築⑫－2
cES造事務所新築⑬－1⑬
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図 APPENDIX-2-1 Upfront Carbon 算定結果・内訳一覧 

 
図 APPENDIX-2-2 Whole Life Carbon 算定結果・内訳一覧 

算定対象プロジェクト建物
No. 階数面積主構造主用途新築・改修

aCRC造事務所新築①－1
aCRC造事務所新築①－2
eGSRC造集合住宅新築②－1
aES造流通施設新築②－2
cDS造事務所新築②－3
bERC造集合住宅新築②－4
bBS造事務所新築②－5
bDS造事務所新築③－1
bES造病院・診療所新築③－2
cDS造事務所新築④－1
aCRC造集合住宅新築④－2
aC木造学校（小中高）新築⑤－1
aDS造事務所新築⑥－1
bDSRC造事務所改修⑥－2
bGS造流通施設新築⑦－1
bES造事務所改修⑧－1
aDRC造集合住宅新築⑧－2
dGS造事務所新築⑨－1
cDS造事務所新築⑨－2
eHS造複合用途

（主用途：事務所）新築⑨－3
eHRC造集合住宅新築⑨－4
dHS造事務所新築⑨－5
cES造ホテル・旅館新築⑩－1
bGS造病院・診療所新築⑪－1
aES造学校（小中高）新築⑪－2
cC木造集会施設新築⑫－1
cES造事務所新築⑫－2
cES造事務所新築⑬－1

アップフロントカーボン（UC）算定結果・内訳一覧

直接仮設

土工・地業

コンクリート

鉄骨

鉄筋

木造

デッキプレート

外装

内装

その他

電気

空調

衛生

搬送

共通費分

1
2
3
4
5
6
7
8
9

10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27

算定対象プロジェクト建物
No. 階数面積主構造主用途新築・改修

aCRC造事務所新築①－1
aCRC造事務所新築①－2
eGSRC造集合住宅新築②－1
aES造流通施設新築②－2
cDS造事務所新築②－3
bERC造集合住宅新築②－4
bBS造事務所新築②－5
bDS造事務所新築③－1
bES造病院・診療所新築③－2
cDS造事務所新築④－1
aCRC造集合住宅新築④－2
aC木造学校（小中高）新築⑤－1
aDS造事務所新築⑥－1
bDSRC造事務所改修⑥－2
bGS造流通施設新築⑦－1
bES造事務所改修⑧－1
aDRC造集合住宅新築⑧－2
dGS造事務所新築⑨－1
cDS造事務所新築⑨－2
eHS造複合用途

（主用途：事務所）新築⑨－3
eHRC造集合住宅新築⑨－4
dHS造事務所新築⑨－5
cES造ホテル・旅館新築⑩－1
bGS造病院・診療所新築⑪－1
aES造学校（小中高）新築⑪－2
cC木造集会施設新築⑫－1
cES造事務所新築⑫－2
cES造事務所新築⑬－1

ホールライフカーボン（WLC）算定結果一覧
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内装

その他

電気

空調

衛生

搬送

共通費分

維持管理

フロン漏えい

オペレーショナルカーボン

1
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4
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7
8
9

10
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14
15
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23
24
25
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27
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図 APPENDIX-2-3 アップフロントカーボン（UC） 用途別の分析 

 
図 APPENDIX-2-4 ホールライフカーボン（WLC） 構造別の分析 
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アップフロントカーボン（UC） 用途別の分析1
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• 木造はS造平均に比べ、やや値が低
い傾向

• 集合住宅、学校は事務所用途に比
べ、やや値は低い傾向

• 流通施設・学校・病院のように比
較的建築面積が大きい用途では、
土木・地業の割合が大きくなる傾
向にある。

事務所 集合住宅

その他用途

平均：
1183
kg-CO2/年m2

平均：
888
kg-CO2/年m2

病院

集会施設
学校

宿泊

流通施設

病院
流通施設

学校（小中高）
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図 APPENDIX-2-5 改修事例のホールライフカーボン・エンボディドカーボン 
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改修事例のホールライフカーボン・エンボディドカーボン1
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• 改修事例では評価期間が短くなるため、ホールライフカーボンでの評
価では新築と変わらない。

• エンボディドカーボンの評価では、躯体工事が少ないため極端に低い
傾向となる。代わりに設備の割合が大きくなる。
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図 APPENDIX-2-6 各建物ケーススタディ算定結果-1, 2 
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図 APPENDIX-2-7 各建物ケーススタディ算定結果-3, 4 
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図 APPENDIX-2-8 各建物ケーススタディ算定結果-5, 6 
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図 APPENDIX-2-9 各建物ケーススタディ算定結果-7, 8 
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図 APPENDIX-2-10 各建物ケーススタディ算定結果-9, 10 
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図 APPENDIX-2-11 各建物ケーススタディ算定結果-11, 12 
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図 APPENDIX-2-12 各建物ケーススタディ算定結果-13, 14 
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図 APPENDIX-2-13 各建物ケーススタディ算定結果-15, 16 
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図 APPENDIX-2-14 各建物ケーススタディ算定結果-17, 18 
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図 APPENDIX-2-15 各建物ケーススタディ算定結果-19, 20 
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図 APPENDIX-2-16 各建物ケーススタディ算定結果-21, 22 
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図 APPENDIX-2-17 各建物ケーススタディ算定結果-23, 24 
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図 APPENDIX-2-18 各建物ケーススタディ算定結果-25, 26 
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図 APPENDIX-2-19 各建物ケーススタディ算定結果-27, 28 
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図 APPENDIX-2-20 各建物ケーススタディ算定結果-29, 30 
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図 APPENDIX-2-21 各建物ケーススタディ算定結果-31, 32 
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図 APPENDIX-2-22 各建物ケーススタディ算定結果-33 
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図APPENDIX-2-23 ツール開発 SWG 検討資料 1 
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図 APPENDIX-2-24 ツール開発 SWG 検討資料 2 

R-410A（ビルマルチ、HP給湯器、冷蔵冷凍ショーケース）の漏洩量が3番目に多く算定量（生産量）は増加傾向で、算定
331,000ton-CO2に対して実漏洩量約170,000ton-CO2（実漏洩率50%程度）となっている

54%程度

実漏洩率

22%程度

50%程度ビルマルチ、HP給湯器、冷蔵冷凍

冷蔵冷凍ショーケース

冷蔵冷凍倉庫

冷蔵庫、カーAC、チラー、ターボ

令和5年3月 経済産業省 製造産業局 化学物質管理課 オゾン層保護等推進室「新たな冷媒・機器開発プロジェクトについて」に一部加筆

参考：ツール開発SWG 高井委員受領資料

2017年4月 環境エネルギーネットワーク21 岸本哲郎理事長 「空調・冷凍業界に於ける次世代低GWP・ノンフロン冷媒動向」

参考：ツール開発SWG 高井委員受領資料
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図 APPENDIX-2-25 ツール開発 SWG 検討資料 3 

 

2017年4月 環境エネルギーネットワーク21 岸本哲郎理事長 「空調・冷凍業界に於ける次世代低GWP・ノンフロン冷媒動向」

先進国は代替フロン（特定フロンの15%を加えたもの）を2036年度までにΔ85%削減するスケジュール

代替HFC、特定HCFC、

参考：ツール開発SWG 高井委員受領資料

令和5年3月 経済産業省 製造産業局 化学物質管理課 オゾン層保護等推進室「新たな冷媒・機器開発プロジェクトについて」より

参考：ツール開発SWG 高井委員受領資料
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図 APPENDIX-2-26 ツール開発 SWG 検討資料 4 

令和5年3月 経済産業省 製造産業局 化学物質管理課 オゾン層保護等推進室「新たな冷媒・機器開発プロジェクトについて」より

参考：ツール開発SWG 高井委員受領資料

1.現在の代替フロン（HFC）の生産は増加傾向で、実漏洩量は生産量の50%程度（経産省調査）である。
2.先進国は2036年までに代替フロン生産量を85%削減する目標で、低GWPフロンへの移行が必須の状況
となっている。

3.低GWP冷媒の開発を国内各社は行っており、今後数年での実用化が期待されている。ダイキンはR-32を
既に展開中、パナソニックはCO2冷媒を開発中である。

4.代替フロン（HFC）から低GWPフロンへの移行は今後10年ほどで徐々に進んでいくと思われる。その場合
の温暖化係数GWPは2,000前後から10前後に大きく削減される。

5.B1におけるライフサイクルでの冷媒漏洩に伴うCO2排出量算定も、今後の検討が必要と思われる。

空調用冷媒の今後の動向（まとめ）

温暖化係数GWP冷媒等種類

10,090R12特定フロン
（CFC）

1,810R22特定フロン
（HCFC）

1,770R-407C代替フロン
（HFC） 2,090R-410A

3,920R-404A
1,430R-134a

675R-32低GWPフロン
4R-1234yf
0アンモニアノンフロン
3プロパン

1CO2

参考：ツール開発SWG 高井委員受領資料
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図 APPENDIX-2-27 ツール開発 SWG 検討資料 5 

1. ケーススタディ分析報告
各委員からのレポート ⽊野内委員

1
2
3
4
5
6
7
8
9

10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27

⽊造⼩中学校におけるアップフロントカーボン削減効果試算

工種 RCkg-CO2 木造kg-CO2
直接仮設 0 0
杭・基礎 杭・基礎 既製杭 34,790 34,790

コンクリート コンクリート 986,862 241,904

型枠 型枠 145,371 7,465

鉄骨 鉄骨 0 0

鉄筋 鉄筋 399,080 87,343

製材 0 0 1306
合板 0 325,791 787
露出防水 887 887
シート防水 1,454 1,454

外壁 木製材 6,483 6,483
合板 2,352 2,352

アルミサッシュ 41,380 41,380
アルミサッシュ 3,502 3,502

屋根 0 0
外壁 1,811 1,811
外壁 1,131 1,131
外壁 1,839 1,839
木　製材 494 494
木　合板 1,688 1,688
フローリング 25,248 25,248
カーペット 1,933 1,933
ﾋﾞﾆﾙﾀｲﾙ､ｼｰﾄ 6,200 6,200
OAフロア(金属) 3,333 3,333
OAフロア（パーティクルボード) 15,262 15,262
モルタル 1,077 1,077
石膏ボード 20,263 20,263
タイル 0 0
塗装 2,011 2,011
間仕切　両面 0 0
合板 1,326 1,326
製材 1,941 1,941

金属製建具 116,617 116,617

木製建具 6,445 6,445
ガラス 0 0
岩綿吸音板 4,321 4,321
石膏ボード 377 377

屋根 2,627 2,627
内壁 1,449 1,449
内床 535 535
天井 1,121 1,121
天井 1,839 1,839

電気 175,794 175,794
空調 125,880 125,880
衛生 138,350 138,350
昇降機 0 0

共通費

(共通仮設+現場
経費+一般管理費
等)分 543,851 305,983

2,826,922 1,720,246
1,324 806

躯   体

木　

外部仕上げ

 屋根

外部開口部

断熱

外部雑

合計

 内部床

 内壁

 内部開口部

天井

内部仕上げ

断熱･吸音

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

1 2

共通費 (共通仮設+現場経費+一般管理費等)分

昇降機

衛生

空調

電気

内部仕上げ 断熱･吸音

内部仕上げ 断熱･吸音

内部仕上げ 断熱･吸音

内部仕上げ 断熱･吸音

内部仕上げ 断熱･吸音

内部仕上げ 天井

内部仕上げ 天井

内部仕上げ 内部開口部

内部仕上げ 内部開口部

内部仕上げ 内部開口部

内部仕上げ 内壁

内部仕上げ 内壁

内部仕上げ 内壁

内部仕上げ 内壁

内部仕上げ 内壁

内部仕上げ 内壁

内部仕上げ 内部床

内部仕上げ 内部床

内部仕上げ 内部床

内部仕上げ 内部床

内部仕上げ 内部床

内部仕上げ 内部床

外部仕上げ 外部雑

外部仕上げ 外部雑

外部仕上げ 断熱

外部仕上げ 断熱

外部仕上げ 断熱

外部仕上げ 断熱

外部仕上げ 外部開口部

外部仕上げ 外部開口部

外部仕上げ 外壁

外部仕上げ 外壁

外部仕上げ 屋根

外部仕上げ 屋根

躯 体 木

躯 体 木

躯 体 鉄筋

躯 体 鉄骨

躯 体 型枠

躯 体 コンクリート

杭・基礎 杭・基礎

北棟1 (RC造案）

1,324kg‐CO2/㎡
北棟1(木造案）

806kg‐CO2/㎡

39％削減
‐518kg‐CO2/㎡

➂【木材の原単位】

RCはきめ細やかだが、木材の原単位はおおざっぱ（木造を推進す

るなら、増やすべき）

合板や根太など、内訳書から㎥換算は大変な手間。

代表性のあり方と代替えする場合の考え方整理必要。
LVL（梁）

木合板（床スプルース）

木合板（天井スプルース）

木合板（照明ボックス）

木下地 等

⑥【断熱材】はBIMから数量が拾えない。

断熱材の種類も多岐にわたる。

代表性のあり方と代替えする場合の考え方整理必要。

④【外壁開口部】

ｱﾙﾐｻｯｼｭとｶﾞﾗｽは内訳書では別計上。

複合原単位にすると、内訳書で分かれているものを再統合の手間

がかかる。原単位のパターンを増やしてほし。

②【鉄筋】はBIMから数量が拾えない。

数量の算出方法は積算基準と整合させる必要あり。（設計数量、

BIMでの換算算出拾い、積算算出数量、現場での実際の数量との

整合性確保は困難）

①【型枠】はBIMから数量が拾えない。

そもそも、型枠を算定領域に入れるべきか？

土留め壁や切梁はどうするか？

数量の算出方法は積算基準と整合させる必要あり。（設計数量、

BIMでの換算算出拾い、積算算出数量、現場での実際の数量との

整合性確保は困難）

⑤【金属製建具】

内訳書には見附面積の数量はない。

原単位が㎡だと、見附面積を新たに算出しなおさないといけない。

作業手間が多い。

※開発途中の試算結果のため、現状算定結果と相違あり
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図 APPENDIX-2-28 ツール開発 SWG 検討資料 6 

• 傾向は同じであるが、東急建設算定ソフトの算定結果は2割程度小さい。
• これは「補正係数」の違いによると思われる。東急建設算定ソフトは、標準を産連表の

m2原単位（住宅：739.2 kg-CO2/m2 、非住宅：619.3 kg-CO2/m2）に統計値を合わ
せているためこれに近い数値となる。

• CO2原単位の違い（産連表とIDEA）も想定されるが、項目により大小の傾向が異なる
ため、一概には言えない。

• 工事分倍率では、運搬、水、廃棄物、本社経費などが含まれるが、東急建設算定ソフト
は現場内で使用する軽油と電気のみを算定。

• 10～40 kg-CO2/m2の範囲でバラついており、東急建設算定ソフトの算定結果は幾分小
さい。東急建設算定ソフトは数量から算定しているため、物件でCO2結果に差が生じる
（特に土量の影響大）。

• 参考に日建連のデータ（燃料、電気集計データ）から算定すると、④ー１が35.0 kg-
CO2/m2 、④ー２が33.7 kg-CO2/m2となる。

資材製造（A1～A3）

施工（A5）

ホールライフカーボン
算定ソフト

東急建設
算定ソフト

ホールライフカーボン
算定ソフト

東急建設
算定ソフト

資材製造 A1～A3 859.9 696.6 701.0 603.2

施工 A5 40.2※ 11.1 26.6※ 24.8
※工事燃料＋電気 kg-CO2e/m2

④ー１（オフィス） ④ー２（集合住宅）
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1. ケーススタディ分析報告
各委員からのレポート 加藤委員
自社ツールとの算定結果の比較

※開発途中の試算結果のため、現状算定結果と相違あり

1
2
3
4
5
6
7
8
9

10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27

1. ケーススタディ分析報告
各委員からのレポート 田名網委員
大規模建築におけるアップフロントカーボン特徴

※開発途中の試算結果のため、現状算定結果と相違あり

⑨-8
S造（CFT）
事務所
68,600㎡

⑨-7
S造
事務所
166,700㎡

⑨-6
RC造
共同住宅
34,800㎡

⑨-5
S造（CFT）
事務所
188,600㎡

⑨-4
S造（CFT）
事務所
42,100㎡

⑨-3
S造（CFT）
事務所
42,400㎡

⑨-2
S造（CFT）
事務所
9,900㎡

⑨-1
S造（CFT）
事務所
66,900㎡

算定結果

地上33階/
地下2階
(68,600㎡)

地上26階/
地下3階
(166,700㎡)

地上25階/
地下1階
(34,800㎡)

地上35階/
地下4階
(188,600㎡)

地上19階/
地下1階
(42,100㎡)

地上21階/
地下 2階
(42,400㎡)

地上11階

(9,900㎡)

地上21階/
地下4階
(66,900㎡)

規模

(延床面積)

標準算定法標準算定法詳細算定法標準算定法詳細算定法詳細算定法標準算定法標準算定法算定法

国内･海外消費支出バウンダリ

鋼材 (建築学会2013)主な原単位

ｔ-CO2/㎡
1.06

コンクリート
6%

電気
10%

鉄骨
21%機械

13%

共通費
17%

鉄筋
1%

外装
9%

躯体その他
2%

内装
19%

外構
2%

ｔ-CO2/㎡
1.07

コンクリート
9%

電気
11%

鉄骨
24%

機械
21%

共通費
17%

杭
3%

鉄筋
3%

既成コンクリート1%
外部仕上 1%

金属建具
5%

内装
5%

10%
コンクリート

電気
14%

鉄骨
25%

機械
18%

共通費
14%

杭
2%

鉄筋
2%

金属
1%

金属建具
5%

内装
5%

ｔ-CO2/㎡
1.27

既成
コンクリート

4%

ｔ-CO2/㎡
1.21

コンクリート
9%

電気
14%

鉄骨
22%機械

19%

共通費
17%

杭
1%

鉄筋
2%

既成コンクリート1%
外部仕上 2%

金属建具
6%

内装
5%

金属
1%

ｔ-CO2/㎡
1.28

電気
10%

鉄骨
26%

機械
13%

共通費
14%

杭
2%

鉄筋
4%

外部仕上
4%

金属建具
6%

内装
4%

ガラス
3%

コンクリート
13%

ｔ-CO2/㎡
1.10

コンクリート
21%

電気
5%

鉄骨
4%

機械
4%

共通費
23%

杭
4%

鉄筋
12%

外部仕上
1%

金属建具
7%

内装
11%

ガラス
1%

既成コンクリート 6%

型枠
1%

ｔ-CO2/㎡
1.14

電気
10%

空調
11%

共通費
16%

躯体
42%

外装
8%

運搬 2%

内装
7%

衛生 4%

ｔ-CO2/㎡
1.19

躯体
48%

外装
4%

内装
9%

電気
8%

空調
7%

共通費
16%

運搬 2%
衛生 5%
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1999年竣工、2022年改修

4.5
14.91.3

3.8
13.0

13.7
24.3 

30.1

54.8

54.8

0.1

0.8

0

20

40

60

80

100

120

140

①既存建物の改修
（37年）

②建替時
（60年）

kg
-C

O2
e/

年
m

2

A1-A3 A4-A5 B1
B2-B5 B6-B7 C1-C4

kg-CO2e/年m2

備考
計算

ファイ
ル

有無

合
計

C1
-

C4
B6-
B7

B2-
B5B1A4-

A5
A1-
A3

改修項目にもとづく算定
内装全面改修、インナーサッシ追加、自然換気口追加、更新機器（熱
源機（ガス吸⇒空冷モジュールチラーR410a）、自動制御、照明器具
等）、既存利用（空調機器、床吹出口等）、エネルギー性能は、ZEB 
Ready
B2-B5 参考①B2-5から①A1-5を減じている
水光熱費は実績値
設備工事を計算ツール内の非表示シート（電、空、衛、昇の改
修の数値に置き換え（A1-A5合算値）

・

・
・
・

組合
せ98.00.154.824.3 13.01.34.5①既存建物の改修

（37年）

建替えビルは、ZEB Ready、ノンフロン断熱材（GWP=1、
B1≒0）、冷媒R410a
C1-C4には参考④、参考⑥から算出（既存ビル解体を含む）

・
・組合

せ
118.

10.854.830.113.73.814.9②建替時
（60年）

1. ケーススタディ分析報告
各委員からのレポート 高井委員
改修事例における活用例

※開発途中の試算結果のため、現状算定結果と相違あり

1
2
3
4
5
6
7
8
9
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11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
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23
24
25
26
27

1999年竣工、2022年改修

4.5
14.91.3

3.8
13.0

13.7
24.3 

30.1

54.8

54.8

0.1

0.8

0

20

40

60

80

100

120

140

①既存建物の改修
（37年）

②建替時
（60年）

kg
-C

O2
e/

年
m

2

A1-A3 A4-A5 B1
B2-B5 B6-B7 C1-C4

kg-CO2e/年m2

A1-A3 A4-A5 B1 B2-B5 B6-B7 C1-C4 合計
計算

ファイル
有無

①既存建物の改修
（37年）

4.5 1.3 13.0 24.3 54.8 0.1 98.0 組合せ

・

・
・
・

改修項目にもとづく算定
内装全面改修、インナーサッシ追加、自然換気口追加、更新機器（熱源機（ガス吸⇒空冷モジュールチラー
R410a）、自動制御、照明器具等）、既存利用（空調機器、床吹出口等）、エネルギー性能は、ZEB Ready

B2-B5 参考①B2-5から①A1-5を減じている
水光熱費は実績値
設備工事を計算ツール内の非表示シート（電、空、衛、昇の改修の数値に置き換え（A1-A5
合算値）

②建替時
（60年）

14.9 3.8 13.7 30.1 54.8 0.8 118.1 組合せ ・
・

建替えビルは、ZEB Ready、ノンフロン断熱材（GWP=1、B1≒0）、冷媒R410a
C1-C4には参考④、参考⑥から算出（既存ビル解体を含む）

参考①
既存建物の継続利用
（23年+37年）

14.9 3.8 21.9 30.1 109.0 0.4 180.1 有

・
・
・
・

新築時の見積分析データから作成
電気・ガス使用量が改修前の実績値
B1は外壁・屋上・土間断熱のみを計上（GWPはデフフォルト値）
空調方式は、ガス吸＋空調機＋FCU

参考②既存解体・建替
（23年＋37年）

29.8 7.7 19.0 23.7 75.6 0.8 156.5 組合せ
参考④と参考⑤の組み合わせ

参考③既存建物の改修
（23年＋37年）

14.9 3.8 29.9 35.7 75.6 0.5 160.4 組合せ

・
・
・
・
・
・
・

内装全面改修のため、B1-B5は②より大
A1-A3＝参考①
A4-A5＝参考①
B1 (参考①×60＋①×37)/60
B2-B5 参考①＋①建築A1-A5＋①建築B2-B5
C1-C3 ①＋参考①
B6-B7( 参考④×23+参考⑤×37)/60

参考④既存ビル新築時
（23年）

38.9 10 28.6 20.5 109.0 1.0 208.0 有
・ 新築から23年で解体（①の建替周期を23年に変更）

参考⑤建替時
（37年）

24.2 6.2 13.0 25.7 54.8 0.6 124.5 有
・
・
・

参考①をベースに仕様変更、・評価期間37年
ノンフロン断熱材、モジュールチラーR410a
空調方式は、空冷モジュールチラー＋空調機＋FCU

参考⑥建替時
（60年）

14.9 3.8 13.7 30.1 54.8 0.4 117.7 有
・
・
・

参考①をベースに仕様変更、・評価期間60年
ノンフロン断熱材、モジュールチラーR410a
空調方式は、空冷モジュールチラー＋空調機＋FCU

参考⑦既存建物の改修
（37年）

9.1 2.7 13.0 33.6 54.8 0.1 103.0 有

・

・
・
・
・

改修見積書にもとづく算定
内装全面改修、インナーサッシ追加、自然換気口追加、更新機器（熱源機（ガス吸⇒空冷モジュールチラー

R410a）、自動制御、照明器具等）、既存利用（空調機器、床吹出口等）、エネルギー性能は、ZEB Ready

水光熱費は実績値
計算ツールデフォルト
設備工事は、新築ベースで算定されているため、現状ではリニューアルでは使えない？、計
算元シートのリンク先を変更する必要あり？

参考⑧既存建物の改修
（37年）
※計算ツール改変

4.5 1.3 13.0 14.5 54.8 0.1 88.2 有

・

・
・

改修項目にもとづく算定
内装全面改修、インナーサッシ追加、自然換気口追加、更新機器（熱源機（ガス吸⇒空冷モジュールチラー
R410a）、自動制御、照明器具等）、既存利用（空調機器、床吹出口等）、エネルギー性能は、ZEB Ready

水光熱費は実績値
設備工事を計算ツール内の非表示シート（電、空、衛、昇の改修の数値に置き換え（A1-A5合
算値）

備考

1. ケーススタディ分析報告
各委員からのレポート 高井委員
改修事例における活用例

※開発途中の試算結果のため、現状算定結果と相違あり
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1. ケーススタディ分析報告
各委員からのレポート 小林委員
改修事例における活用例

※開発途中の試算結果のため、現状算定結果と相違あり

1
2
3
4
5
6
7
8
9

10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27

1. ケーススタディ分析報告
各委員からのレポート 五十嵐委員1
病院におけるホールライフカーボン特徴

※開発途中の試算結果のため、現状算定結果と相違あり

某オフィスは138 (再
掲)

【標準算定法】
用途：病院 構造･階数：S造、地上6～10階
延床面積：10,001～30,000m2

空調方式：セントラル、ビルマル、ルームエアコン
評価期間：60年 B6,B7評価方法：推定値（CASBEE）

アップフロント：オペレーショナル：エンボディド(アップフロント以外)

＝9：72：19

マンション学校病院ホテルオフィス

31.356.51407952.1

病院用途は予想通りオペレーショナル(B6)が大きい。
単位：kg-CO2/m2･年【参考】 表. 建物用途別の運用時排出係数

出典) 一社)日本ビルエネルギー総合管理技術協会, 建築物エネルギー量調査報告 第45報

上水消費量：22.4 L/m2･日として算出（365日で算出）
下水消費量：上水消費量×0.8

一般廃棄物量：890g×病床数/日として算出

以下、補足（水消費量、一般廃棄物の入力方法）

https://www.env.go.jp/press/press_01383.html
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1. ケーススタディ分析報告
各委員からのレポート 五十嵐委員2
冷媒のフロン漏洩のホールライフカーボンへのインパクト

※開発途中の試算結果のため、現状算定結果と相違あり

【標準算定法】
用途：オフィス 構造･階数：S造、地上6～10階
延床面積：5,001～10,000m2

評価期間：60年 空調方式：ビルマル
B6,B7評価方法：実績値(建物所有者より2022年度データを受領)

エンボディド(アップフロント以外)が大きい。
特にフロン漏洩が大きく、ホールライフの12.7%を占める。

(17.5÷138.1=12.7%）
フロン漏洩だけでアップフロントより大きくなってしまいました。。

第一印象は、アップフロント少ない…

出典）wbcsd, Net-zero buildings Where do we stand?

こんな感じをイメージしてました

【検討考察】
①物流施設の為、躯体の比率がかなり高い（61％）
→用途特性的に妥当か？
②設備工事の比率が低い（3.9％）
→「工事金額を介さない標準値」での算出、妥当か？
③外装の比率が低い
→外壁がほぼサンドイッチパネル仕様の為、入力項目なし。
物流倉庫では採用されることが多い仕様だが、入力項目は不
要で問題なし？

アップフロントカーボン

床面積当たり総排出量（標準算定法）

土木・地業
13%

躯体外装
1%

内装
2%

電気
2%

空調
1%

衛生
1%

搬送
0%

共通費
19%

１．１５t－CO２/㎡

1. ケーススタディ分析報告
各委員からのレポート 佐藤委員
物流施設におけるホールライフカーボン特徴

※開発途中の試算結果のため、現状算定結果と相違あり

1

2

3

4

5

6

7

8
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11
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20
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建物No. ①-1
建物用途 事務所（庁舎、集会所など）
建築面積 約1,300 ㎡
延床面積 約4,000 m2

階数 地下：－　　地上：3階
主要構造 鉄筋コンクリート造、既製コンクリート杭基礎

外皮構成
断熱厚150mmの外断熱工法(屋根・外壁）
LowEペアガラス(空気層12mm)

コア配置 センターコア

主要設備
空調設備：地中熱HPチラーによる躯体放射空調および外気処理
　　　　　空気熱源ビル用マルチパッケージエアコン(EHP)
　　　　　クール/ヒートチューブ
衛生設備：加圧給水ポンプ方式、電気温水器による局所給湯
消火設備：屋内消火栓
電気設備：LED照明(昼光･人感センサー)
　　　　　太陽光発電システム(多結晶シリコン、壁/窓一体発電)

1. ケーススタディ分析報告
各委員からのレポート 天石委員
庁舎におけるホールライフカーボン特徴

※開発途中の試算結果のため、現状算定結果と相違あり
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OCLプラグインによるBIM連携試行
複合原単位の設定
• One Click LCAでは各部材のBIMモデルの体積等の情報から資材重量

を算出し、単位重量当たりのGHG排出量で算定しているため、複合
されている部材については、各資材の体積比を加味して、部材の体積
当たりの重量を設定する必要がある。
➡ただし、鉄筋は有用な体積比の参考値が得られなかったため、

延床面積で総量を算出する。（BIMからの算出に適さない）

kg/m3建材部材

2387ｺﾝｸﾘｰﾄ（ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞ）Fc27N/mm2
床

72デッキプレート

床スラブ1㎥当たり コンクリート・デッキプレートの
それぞれの重量比延床面積より総量

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22
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2. 推進会議, WG, SWGのご意見を踏まえたツール改良方針
進捗状況共有会の主なご指摘と対応方針案（1/7）

備考対応方針 / ツール改良方針案ご指摘事項No.
①標準算定法の入力項目のインパクト確認
②今回ツールのモデルビル
の各要素別比率を整理
各委員からのケーススタディデータ受領後
③建物用途別、構造別に
アップフロントカーボンの要素別、
ISO21930のA, B, C段階別の比率を整理

モデル建物の各要
素のインパクト1

【ツール改良】
ポルトランドセメントについて、Fc＝50N/mm2を超
えるFc60～120までの高強度コンクリートの複合原単
位を整備、マニュアル記載
（2022年度不動産協会による取り組み成果を反映）

高強度コンクリー
トへの対応2

【ツール改良】
プラント発行の配合資料を基に複合原単位を作成する
方法、その際の留意点（製造工程や各種混和剤の扱い
方）を整理、マニュアル記載
（2022年度不動産協会による取り組み成果を反映）

高強度コンクリー
トの複合原単位作
成方法

3

One Click LCAが参照しているデータベース、
Ecoinventにおける表示方法を調査

海外のコンクリー
ト強度表示方法4

Fc値の違いによるUpfront carbonへのインパクト確認
コンクリート強度
違いに拠るインパ
クト評価

5

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

備考対応方針 / ツール改良方針案ご指摘事項No.
【ツール改良】
設計基準強度（Fc値）より複合原単位を選択
１. 設計時、2. 施工時・竣工時・運用時別、
「設計基準強度（Fc値）」がわかる場合、
「設計基準強度（Fc値）」がわからない場合、
別に選択方法を設定、マニュアル追記

コンクリート強度
別複合原単位の選
択方法

6

設計時・施工時数量の差異は発生することはやむを得
ないこと前提にしつつ、
積算基準（公共建築工事積算基準）との整合を図って
いく

設計数量、施工数
量の違いの全般
（ミキサー車返し、戻
りコンなど）

7

LCAの観点から推奨される単位と一式計上を避けるべ
き項目を整理、マニュアル記載方法検討
①単位
②一式計上の禁止項目
『一式計上されがちな見積項目』
・カ所表示されていて数量積算しにくいもの
・雑品関係や補強等
・別途業者を使って一式計上しているもの

見積書記載ルール8

現状（SHASEJ、不動産協会、海外）の取組について
整理、2024年度以降の改良を継続検討

設備原単位の
標準値、資機材・
製品重量による算
定方法

9

CIBSE算定方法の確認（「Buffer factor」（French 
Default Value system(Ministère de 
l’Environnement, 2019)）による算定値3割増し）、
2024年度以降の改良を継続検討

設備原単位の
補正方法10

2. 推進会議, WG, SWGのご意見を踏まえたツール改良方針
進捗状況共有会の主なご指摘と対応方針案（2/7）

1

2
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4

5

6
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8
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図 APPENDIX-2-34 ツール開発 SWG 検討資料 12 

備考対応方針 / ツール改良方針案ご指摘事項No.
B2の維持保全部分の評価については、国際的に算定事
例が少なく、統一された算定方法が存在しないこと、
開発ツールとOne Click LCAにおける算定範囲、算定
方法の差異をケーススタディにより確認
今後の国際動向を見ながら2024年度以降の改良を検
討

維持保全段階（清
掃、保守など）の
バウンダリー整理

11

AIJ, IDEA, Ecoinvent, EC3等における鉄、コンク
リート、木、アルミ、施工の主要原単位（概略値）の
比較を通してEmbodied carbonへの影響度を把握。

主要原単位の比較
（日本、海外）12

ISO21930準拠、CO2以外の環境影響情報のあるEPD
取得製品の活用が必要と思われる。 USGBCへ問い合
わせ、条件を再確認。

LEED認証に活用可
能なツールやデー
タベース

13

【ツール改良】
日本サステナブル建築協会（JSBC）公開の非住宅建築
物の環境関連データベース（DECC公開用データベー
ス）を参照、省エネ率については各人任意設定、その
旨を結果シートに表記、マニュアル追記を検討。

オペレーショナル
BEI未計算・対象外
用途の扱い

14

建物単独・他ツール（One Click LCA)との比較書式を
検討

算定結果の書式
報告書書式15

2. 推進会議, WG, SWGのご意見を踏まえたツール改良方針
進捗状況共有会の主なご指摘と対応方針案（3/7）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

備考対応方針 / ツール改良方針案ご指摘事項No.

【ツール改良】
基本は過去に遡らない方法での算定を基本とする方針
で検討、マニュアル追記を検討。

改修工事の算定の
考え方16

【ツール改良】
日本建築学会技術報告書に投稿された「建築用木材の
LCA データベースの構築」の値を引用し、産地（北
米・欧州・ロシア・日本等）別、製材・合板・集成材
別の複合原単位を整備。（2022年度不動産協会によ
る取り組み成果を反映）

木材の原単位種類17

数量算定負荷が高いものの、CO2排出量への影響が小
さい資材については、簡易・標準算定法では入力を省
略する方針とする。

型枠の扱い18

CO2排出量への影響が大きく、簡易・標準算定法の数
量入力の対象となっているものの、設計BIMでは数量
算定が出来ない、鉄筋・デッキスラブについて、BIM
連携時の対応方針を検討。

鉄筋等の設計BIM
未入力項目19

【ツール改良】
見積書上、サッシュとガラスは別々で計上されること
が多いため、入力上もサッシュとガラス（10mmの
み）を別々に入力可能とする。（2022年度不動産協
会による取り組み成果を反映）

金属建具の複合原
単位20

2. 推進会議, WG, SWGのご意見を踏まえたツール改良方針
進捗状況共有会の主なご指摘と対応方針案（4/7）
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図 APPENDIX-2-35 ツール開発 SWG 検討資料 13 

備考対応方針 / ツール改良方針案ご指摘事項No.
炭素貯蔵量をエンボディドカーボンに含める際には、
イギリスはじめ、各国で議論されている最中。再造林、
認証木材の利用、建物への長期利用、循環可能な設計、
再利用などの視点について、国際整合含め、今後継続
検討。

再造林による吸収
量、木造解体後の
処理方法の違いに
よる評価

21

【ツール改良】
日本建築学会技術報告書に投稿された「建築用木材の
LCA データベースの構築」の値を引用し、産地（北
米・欧州・ロシア・日本等）別、製材・合板・集成材
別の複合原単位を整備。（2022年度不動産協会によ
る取り組み成果を反映）

木造解体後の処理
方法22

仮設資材によるCO2排出量のインパクトは、躯体や内
外装に比べると小さく、簡易・標準算定法上は算定対
象外、詳細算定方法では算定可能な対応とする。

仮設資材の算定23

【ツール改良】
短期大量排出のUpfront carbonの影響度を表現する上
で年別のホールライフカーボンを表記、時間経過に伴
う算定条件の変化を加味した結果表記を追加する。

時間経過に伴う算
定条件の変化を加
味した結果表記

24

【ツール改良】
冷媒配管内冷媒初期充填量の簡易算定用参考値、廃棄
物量（B7）の算定のための簡易算定用参考値を用意し、
マニュアルに追記する。

冷媒充填量、廃棄
物量の簡易算定用
参考値

25

【ツール改良】
冷媒種別にR-32の項目を追加する。

新冷媒R-32への対
応26

2. 推進会議, WG, SWGのご意見を踏まえたツール改良方針
進捗状況共有会の主なご指摘と対応方針案（5/7）

1
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3

4

5

6

7

8

9
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14
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16

17

18

19

20

21

22

備考対応方針 / ツール改良方針案ご指摘事項No.
【ツール改良】
オペレーショナルカーボンに分類される上水･下水･一
般廃棄物量の参考値をマニュアル内に記載し、簡易算
定が可能な仕様とする。

上水･下水･一般廃
棄物量の参考値27

公共工事積算基準書に規定される所要数量を基に初期
値設定を検討

鉄骨・鉄筋の端材
率28

【ツール改良】
本年度発行された令和5年版 建築物のライフサイクル
コストの最新情報を取り込み、各委員のご意見も踏ま
え、改めて更新周期・修繕率の初期値を更新

各種更新周期・修
繕率29

標準算定法上は標準値一式計上のため、設備の部分の
評価を実施する場合は現時点では詳細算定方法を適用
する。

改修工事における
設備のエンボディ
ドカーボン算定

30

【ツール改良】
マニュアル上に入力例の情報を充実化させる。

項目別入力例の充
実31

不動産協会ツールと連携し、充実化を図る。
部材単体の原単位
項目、見積書項目
と整合した複合原
単位の追加

32

2. 推進会議, WG, SWGのご意見を踏まえたツール改良方針
進捗状況共有会の主なご指摘と対応方針案（6/7）

1
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備考対応方針 / ツール改良方針案ご指摘事項No.

【ツール改良】
不動産協会での検討結果を参照し、数量入力項目以外
の値の算定方法を見直し、簡易算定法＞標準算定法＞
詳細算定法の関係が極力生まれる仕組みとする。

詳細に入力するほ
ど排出量を削減

簡易算定法＞標準
算定法＞詳細算定
法

33

建築以外の他産業との連携による電力削減の反映や電
気自動車用充電分電力消費量の取り扱いについては、
については、今後の課題とする。

セクターカップリ
ング、EVと蓄電要
素

34

BEI、DECCをもとにしたCASBEEの算定方法に連動し、
オペレーショナルカーボンはコンセント分も含んだ値
を基本とする。

オペレーショナル
カーボンのコンセ
ントの扱い

35

海外ではテナント分、コンセント分、B, C工事分も規
制の対象となることが多い。日本の建築物省エネ法と
の整合を図りながら、評価時の算定範囲を継続検討し
ていく。

テナントが使用す
る電力の扱い36

37

38

2. 推進会議, WG, SWGのご意見を踏まえたツール改良方針
進捗状況共有会の主なご指摘と対応方針案（7/7）
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図 APPENDIX-2-36 ツール開発 SWG 検討資料 15 

3. ツールによる削減検討
3.1 オペレーショナルとエンボディドのトレードオン/オフ
3.1.1 ガラスによる外皮性能強化
東京に立地、東西面主開口のモデルビルにおいて、外装ガラスをシングル、ダブ
ル、トリプル相当とした場合のオペレーショナルとエンボディドカーボンを試算。
ホールライフカーボンは熱貫流率1.5～2W/㎡K付近で最小の傾向となった。
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参照：https://www.igw.co.jp/lineup/lowe.html, https://www.igw.co.jp/lineup/triple.html

トリプルガラス相当 ダブルガラス相当 シングルガラス相当

イメージイメージ

ホールライフカーボン最小範囲
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3. ツールによる削減検討
3.1 オペレーショナルとエンボディドのトレードオン/オフ
3.1.2 太陽光発電による電力使用量削減
モデルビルにおいて屋上全面に太陽光発電パネル設置を想定。建設時のエンボ
ディドカーボンは約3.5年で回収され、4年目以降太陽光発電パネルのホールラ
イフカーボン累積値はマイナスとなる試算結果。（詳細算定法による試算）
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参考：電気設備学会 地球環境委員会報告書
https://www.ieiej.or.jp/activity/environment/pdf/2015_reconsideration05.pdf
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3. ツールによる削減検討
3.2 低炭素資材
3.2.1 木質合成床
モデルビルにおいてコンクリート床をコンクリート＋CLT材の木製合成床に変更
した場合の削減効果を試算。床躯体で約11％、躯体工事全体では、約3.5%削
減効果の試算結果となった。

コンクリート

CLT
木製合成床イメージ

150mmコンクリートスラブ→コンク
リートスラブ100mm＋CLT50mm
と仮定して算定

鉄筋 合板
鉄筋

コンクリート
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－11%

コンクリート

鉄筋 合板
鉄筋

コンクリート

－3.5%

3. ツールによる削減検討
3.3 施工努力
3.3.1 現場内再生可能エネルギー採用率向上
モデルビルにおいて施工時電力を再エネ導入により マイナス50%した場合の削
減効果を試算。新築時の施工時GHGで約30％、更新、改修を含めたWLCの施工
時GHGでも約30%削減の試算結果となった。

コンクリート
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3. ツールによる削減検討
3.4 長寿命
3.4.1 建物の長寿命化
モデルビルにおいて建替周期および評価期間を60→100年に変更し、躯体の更
新周期を100年とした場合の削減効果を試算。㎡当たりの総量（kg-CO₂/㎡）
で見た場合約59％増加するが、年・㎡あたりの総量（kg-CO₂/年㎡）では、約
5%削減効果の試算結果となった。
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－5%＋59%

3. ツールによる削減検討
3.5 資材量の削減
3.5.1 ロングスパンの中止
モデルビル（S造）においてロングスパン（17.6m）を中止して中間に柱を立て
た場合に、鉄骨量が5%減少すると仮定して削減効果を試算。躯体工事全体にお
いて約4%削減効果の試算結果となった。

鉄骨
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ロングスパン中止の場合
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ケーススタディのビル用マルチPAC空調のオフィスビルにおいて冷媒を
R410a→R32に変更した場合の削減効果を試算。全体で約9％、フロン漏洩で
は、約72%削減効果の試算結果となった。

鉄筋R32の地球温暖化係数は675、
冷媒量はR410A比-12%として計算

－72%

－8%

参考：日立ジョンソンコントロールズ空調株式会社HP『ビル用マルチエアコン「フレックスマルチ」に低GWP冷媒R32を採用』
https://www.jci-hitachi.com/jp/news/2203.html

3. ツールによる削減検討
3.6 フロン漏洩削減
3.6.1 低GWP冷媒対応機器採用
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APPENDIX-3 原単位データベース関連情報 
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APPENDIX-4 海外文献調査リスト 

注目すべき海外動向に関する報告書の調査 

＜調査対象とした文献リスト＞ 
海外における建築物のラフサイクルカーボンに関連する報告書の調査を行った。調査対象と

した文献を下記に示す。 5 



231 

 

 

 
図 1 .建築・構造・設備協会から発行された報告書と概要 
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文献の抄訳 

（１）RMI レポート：Driving Action on Embodied Carbon in Buildings 

 
（a） 

 5 
（b） 

図(1)-1  .RIM レポートの概要 
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（２） WBCSD : Net-zero buildings Halving construction emissions today 

 
図(2)-1  .WBCSD レポートの概要 

 
（３）RICS : The RICS Whole Life Carbon Assessment (WLCA) 2nd Edition 5 

 
図(3)-1 .RICS による WLCA 評価ガイダンス第 2 版の概要（1） 
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（a） 

 

 
(b) 5 

図(3)-2.RICS による WLCA 評価ガイダンス第 2 版の概要（2） 
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（４） WGBC : 2023 Advancing Net Zero Status Report 

 
(a) 

 
(b) 5 

図(4)-1 .WGBC による報告書の概要（1） 
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図(4)-2 .WGBC による報告書の概要（2） 

 
（５） CRREM : Embodied Carbon of Retrofits 5 

 
図(5)-1 .CRREM による報告書の概要（1） 
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図(5)-2 .CRREM による報告書の概要（2） 

 
（６）RMI : Reducing Embodied Carbon in Buildings   5 
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図(6)-1 .RMI による報告書の概要（1） 

 
図(6)-2 .RMI による報告書の概要（2） 

 
（７）RMI: Roadmap to Reaching Zero Embodied Carbon in US Federal Building Projects    5 

 
図(7)-1 .RMI が示す連邦建築プロジェクトのエンボディドカーボンゼロまでの戦略概要（1） 
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図(7)-2 .RMI が示す連邦建築プロジェクトのエンボディドカーボンゼロまでの戦略概要（2） 

 
（８）USGBC&Arup:State of Decarbonization Progress in U.S. Commercial Buildings 2023    5 
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図(8)-1.USGBC と Arup による報告書の概要（1） 

 
（a） 

 
（b） 5 

図(8)-2 .USGBC と Arup による報告書の概要（2） 
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図(8)-3.USGBC と Arup による報告書の概要（3） 

 

 5 
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